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1 

 

第 1 章 序論 

 

 

我が国における人口増加期・高度経済成長期などの様々な事象が右肩上がりで成長してい

た時代において，都市計画分野の議題の中心も都市を拡大・成長させること，あるいは拡大・

成長していく都市に人・物を集積させること，などに議論が集中していた．実際に，1960 年

代はニュータウンなどの開発が次々に進められ，都市の拡大・成長や「国土の均衡ある発展」

に向けた地方分散政策が進められていった．その一方で，1970 年に実施された国勢調査 1)の

結果によると，この時期より日本の高齢者割合が 7%を超え，高齢化社会へ突入したとされ

ている．また同じ頃に，日本の総出生率が人口を維持するための必要水準を下回り始め 2)，

将来的な少子高齢化社会が懸念され始めた．ただし，実際に少子高齢化の影響が表れ始めた

のは地方都市など一部地域であり，多くの都市においては地価の高騰が進みながらも開発志

向が継続し，ニュータウンが開発され続けていた．1980 年の後半に向けては，都市の郊外化

やモータリゼーション化の進行に伴い，各都市における駅周辺等の中心となる地域であって

も，いわゆる「シャッター通り」というものが見られるようになり，成長の限界についても

議論され始めるようになった． 

その後 1990 年代に入ると，少子高齢化に対して国として具体的な対策・枠組みが提示され

始めた．少子化そのものを緩和するための対策として，1994 年にはエンゼルプラン 3)が策定

され，子育てを行いやすい環境づくりに向けた検討が始まった．1999 年には新エンゼルプラ

ン 4)という形で重点的に推進すべき少子化対策の具体的な実施計画が提示され，その後，2003

年：少子化社会対策基本法 5)制定，2004 年：少子化社会対策大綱 6)閣議決定，と国を挙げた

少子化対策が進められた．高齢化対策は高齢者でも暮らしやすい社会の整備，という観点か

ら，1995 年：高齢者対策基本法 7)制定，2001 年：高齢社会対策大綱 8)閣議決定，と少子化対

策より早期に対策が検討されている．都市計画に関連する分野において，「21 世紀のグラン

ドデザイン」をはじめとした少子高齢化に適応した計画の必要性が示唆され始めた．なお，

「21 世紀のグランドデザイン」では今後の国土計画を進める上で，「国民意識の大転換」が

必要不可欠であることが言及されている．換言すると，人口減少・少子高齢化につながる社

会問題を議論する上では，人口増加期の議論の中心となっていた“成長論”とは異なる枠組み

が必要不可欠であると考えられる，ということである．しかし 1990 年代においても，一部都

市では依存とした新興住宅街の拡大や大型ショッピングセンター新設が行われるなど，“成長

論”という概念の下，開発志向が続いていたと考えられる．特に郊外の大型ショッピングセン

ターについては 2000 年に入っても開発が続き，先述した中心地域での「シャッター通り」化

をより深刻なものにした一因であると考えられる． 

そして 2008 年にはついに我が国は人口減少期に突入したといわれており 9)，実際に 2015

年国勢調査においても，調査開始以降初の人口減少が観測された 10)．それに伴い，これまで

開発され続けてきた郊外住宅街においては空き家・空き地の存在が問題視されるようになり，

人々の交流等による地域内の活気が消失したことも問題とされている．また，2007 年には高

齢化率が 21%を超え 11)，超高齢社会に突入したとされている．このような少子高齢化の傾向

は今後も急激に進行することが懸念されており，今後日本では世界でどの国も経験したこと

のないような急激な高齢化が待ち受けていることが予想される．そのような状況の中，都市

計画分野においては 2007 年には集約型都市構造 12)を国が方針として提示し，人口減少に合

わせた都市計画の必要性が議論され始めた．その後，2014 年には立地適正化計画（都市再生

特別措置法の改正）13)をはじめ，集約型都市構造を形成する上での枠組みとなる法律や計画
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が制定された．これらの制度を活用していくことで，今後重点的に整備される可能性の高い

地区において人・物を効率的に維持・集約させ，公共交通でそれらの地区をつなげていくこ

とが求められている．なお日本が直面している人口減少期においては，一部地域では計画的

に人・物を撤退させる，という観点がより重要性を増してくると考えられる．実際に，社会

資本整備審議会 14)の中では「スポンジ化」という用語を用いて，都市内からランダムに空き

家・空き地が発生している実態やその対応についての議論を進めている． 

ただし今後実際に人や物の撤退，というこれまでの流れと異なる枠組みを議論していく中

では，今まで以上に“成長論”という人口増加期と同じ概念だけでは，一部地域で計画的に人・

物を縮退させる，という枠組みに対して適切な判断を下すことは困難であると予想される．

これは実際に計画を立てる立場の者はもちろん，都市計画を行う上で合意形成の対象となる

居住者から見た場合においても，人口減少期に合わせた新たな計画が施設撤退のような一見

地域の衰退を求めている計画であるかのように誤解される可能性が高い．このような動きは

人口増加期において，都市計画に関しては「進化論」の中でも“成長論”という基盤が広く認

知されていたことに対して，人口減少期における基盤概念が確立されてこなかったことが一

つの理由であると考えられる． 

なお都市構造を長期的な人口変遷という観点から見ると，図 1-1 に示すように，人々が一

定数集積することで都市が①形成され，人口増加に伴い都市が②成長し，③成熟に向かって

いく．そののち人口減少等が発生し，一部の都市においては人口減少に合わせて持続可能な

都市構造に④退化させつつも，都市によっては再度②成長等のプロセスを繰り返す．そのよ

うなプロセスの中で⑤衰退していく都市も存在し，いずれは⑥消滅することが想定される．

上記①～⑥のような都市構造の形成プロセスは生物のそれと同様の“進化”をたどっていると

考えられ，このプロセス自体は生物はもちろん，都市構造においてもこれまでに実際に発生

してきたことである．つまり，都市が人口減少を経験すること自体は特別ではなく，人口減

少に合わせた都市構造に変化させていくことは避けて通れない「進化」の一種であると考え

られる．そのような中，現在日本においては人口減少が顕著な時期であり，都市における④

退化についても考慮した都市計画が必要となってくると考えられる．実際，今後少子高齢化

等を原因とした人口減少がより一層深刻化していくことが懸念されているなか，その基盤と

なりえる“退化論”という概念が都市計画分野の中でも近年では実際に検討され始めており 15)，

今後実際に都市の中でどのような「退化」の在り方があるのか，議論する必要があると考え 

 

②成長

③成熟

④退化

⑤衰退

時間

人口

①形成

⑥消滅

 
図 1-1 長期的な観点にみる地域人口と都市構造の関係 
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られる． 

ここで留意しなければならない点として，④退化という概念は⑤衰退と同様の概念として

認識されやすいものの，本来④退化と⑤衰退は全く異なる概念である，ということである．

④退化とは，外部環境の変化に合わせて自身が持続可能なものへと変化すること，あるいは

そのプロセスを指す．その一方で⑤衰退は，外部環境が変化していく中で自身を変化させて

おらず，自身が今後も持続的に存在できる可能性を高めているとは言えない．そのため，⑤

衰退はそのまま⑥消滅につながる可能性も想定される．また都市における④退化においては，

人口規模が過去のそれに戻ることから，今まで歩んできた都市における②成長や③成熟とい

うプロセスを経験した者からすると，これまで築き上げてきた都市構造や都市が保有してい

る機能を放棄し，これまでのプロセスを否定しているものであるかのように錯覚されやすい．

しかし今後の人口減少期においては，管理しきれない都市機能を維持・拡張し保有し続ける

ことは，経済的にも環境的にも非常に厳しいことが予想され，②成長や③成熟という概念だ

けでは今後の都市計画を検討する上で十分であるとは言えない． 

以上を踏まえ，人口減少そのものや人口減少に起因する問題が深刻化している日本におけ

る今後の都市計画分野において，これまで議論されることのなかった人口減少等にあわせて

都市の形態や一部機能をダウンサイジング（縮小，あるいは意図的な一部消失も含む）させ

ていき，都市全体として持続性を高められる可能性を検討することが必要であると考えられ

る．上記を換言すると，実際に発生している都市における「退化」の実態を把握していくこ

とが，人口減少期での基盤概念として“退化論”が広く認識され，日本の今後の都市計画を

検討する上でも必要不可欠である，ということである． 
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第 2 章 本論文の位置づけ 
 

本論文では人口減少期，および人口減少地域における今後の都市計画について検討する．

そのため，まず 2.1 では人口減少期における都市計画の変遷について，実際に行われた取り

組みを中心に整理する．なお取り組みを整理するにあたり日本国内外別にまとめることで，

日本が直面している人口減少期，および人口減少地域で発生している課題をより明確にする

ことが可能であると考えらえる．2.2 では 2.1 での取り組み等を踏まえ，研究として関連分

野でどのような取り組みが行われてきたのか，既存研究のレビューを行う．その上で，2.3

で本論文全体としての目的を明確にし，2.4 では本論文の特長を整理する． 

 

 

2.1 人口減少に関する取り組みの変遷 

 

2.1.1 欧米を中心とした日本国外における人口減少に関する取り組みの変遷 

1930 年代にはマンチェスターをはじめとしたイギリス北部の工業都市，1950 年代にはアメ

リカ北東部のデトロイトなど，20 世紀の前半より人口減少都市が先進国を中心に存在が確認

されている．そのような中，世界全体としては 1972 年のローマクラブによる「成長の限界」

によって，“持続可能性”という観点から都市を拡大する動きから，都市を維持・縮小させる

動き転換する必要性が説かれたと考えられる．実際，“compact cities”はもちろん，“shrink”や

“shrinkage”などの用語は 1972 年以後に使われるようになった． 

その後，世界的には“shrink”という用語自体は「人口の減少」を起因とする社会的問題全

般を指す際に使用されることが多い．また，人口減少の原因によって発生する現象や問題を

区分し，各現象や問題ごとにその現状や日常生活に及ぼす影響等を検討するケースが多い．

上記した原因の具体例としては，政治的な要因・産業構造の変化から，少子高齢化やスプロ

ール化，災害・事故・戦禍，などがあげられている 16)．上記原因により地域問題が発生して

いる都市のことを shrinking cites，それぞれの原因ごとに問題解決に取り組み，実際に都市構

造などの縮小が発生しているプロセスそのものを urban shrinkage，または smart shrink などと

呼ぶことが多い．また事例報告として，それぞれの原因・地域別等にこれまでの取り組みの

成果がまとめられている．特に欧米においては，Shrink Smart 調査プロジェクト 17)により各

地域間で発生したシュリンクの比較が実施され，CIRES の COST ACTION プロジェクト 17)

によってスマートシュリンクに向けたセミナーなどの実施が行われてる． 

なお，例えばイギリス・アメリカなどは国全体としては人口が増加・維持されている傾向

にある．アメリカにおいては人口減少を経験した都市の構造に特徴があり，その多くは自動

車や鉄鋼などの単一の産業によって成長した都市が，産業の衰退に伴い人口減少しているケ

ースが多い．また，イギリス・アメリカともに，いわゆるスプロール化・ドーナツ化現象に

よる人口減少を経験している都市が多く存在する．一方，ドイツは現在も人口減少傾向にあ

り，その原因として出生率低下以外にも東西ドイツの統合等の政治的・文化的な影響が非常

に大きく，旧東ドイツの都市を中心として発生している人口減少がドイツ全体の人口減少の

原因であるとされている．このように，欧米諸国をはじめとした先進国の人口減少において

は，国内の一部の都市において人口減少がみられ，その原因としては政治や産業構造，スプ

ロール化等が多くみられる． 

また日本と欧米諸国を比較すると，高齢化の進行速度や移民制度等に大きな違いがある．
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実際，先述したドイツをはじめ，諸外国でも少子高齢化は進行している．その一方で，少子

化の根本的な解決にはなっていないものの，上記諸外国は移民のよる居住者の流動が存在す

る．そのため人口減少の緩和を，移民の確保によって実現可能な国・地域は存在する．ただ

し，少子化の根本的な解決にはつながっていないと同時に，同一国内であっても地域間で移

民の奪い合いが発生するなど，人口減少とは別の社会的問題が発生する可能性がある点には

留意する必要がある． 

 

2.1.2 日本における人口減少に関する取り組みの変遷 

人口減少期における日本の都市計画分野の方向性を明確にするため，高度経済成長の始ま

る前後における人口流出の影響がない一方で，人口増加期において，人口流入を伴う市街地

拡大をコントロールすることが導入目的の 1 つであった都市計画法（1968 年）制定を含めた

1960 年代以降でまとめる．その一覧を表 2-1 に整理している． 

1962 年には第一次全国総合開発計画 18)が発表され，当時はその計画文言の通り，都市の開

発や拡大・成長に議論が集中していた．そのような中，1968 年には都市計画法が制定され，

都市部の人口流入に伴う市街化拡大を，線引き制度によってコントロールできる制度が整備

された．1970 年代に入っても日本全体としては成長に議論が集中する傾向は変わらず，1974

年には国土利用法等が制定されている．ただし，一部過疎地域においては人口減少が問題に

なる可能性が注視され，実際に 1970 年には過疎地域対策緊急措置法が整備されている．その

後 1980 年代に入り，都市部における地価高騰が問題視され，1989 年には土地基本法が制定

される一方，計画としては東京一極集中の是正と地方圏の重点的整備による多極分散型国土

が目標とされていた．1990 年代に入ると，出生率の減少や将来人口の減少が懸念され始め，

1994 年にはエンゼルプラン，1999 年には新エンゼルプランが提出された．なお，ほぼ同時期

の 1998 年には「21 世紀の国土のグランドデザイン」が発表され，国土計画の中で初めて人

口減少・高齢化社会に対応した国土政策の必要性が明示された．同じく 1998 年にまちづくり

3 法が施行され，人口減少に応じた都市計画の必要性が認識され始めた． 

その後 2000 年に入り，人口減少期における都市計画の在り方について議論が活発になされ

るようになる．その中心となるのが“コンパクトシティ”や“集約型都市構造”の実現であり，

2008 年の国土形成計画においては，今までの全国総合開発計画にあった「国土の均衡ある発

展」などのような“開発”に関する記載はなくなり，全国計画だけではなく広域地域計画を創

設し，それぞれの地域において集約型の都市構造を目指すことが明記されている．また，国

土形成計画が発表される前には改定まちづくり三法として，中心市街地活性化法や都市計画

法が改定されており，人口減少や都市再生に対応するためには，その市街地面積を縮小する

のではなく，コンパクトシティ・集約型都市構造を実現することが重要視され，その実現に

向けて取り組まれてきた期間である考えられる． 

コンパクトシティに関する議論が進む中，2000 年後半から 2010 年前半にかけて，「逆都市

化 19)」「シュリンキング 20)」「むらおさめ 21)」「撤退の農村計画 22)」のように，都市の縮退に

関する考え方が書籍の中でも登場し始めている．また近年では国全体の動きとして，集約と

同時に縮退を実際に都市計画で実施するための法制度が整備されつつあり，都市再生特別措

置法の改定 23)（2014 年），公共交通施設等総合管理計画 24)（2014 年），空き家対策の推進に

関する特別措置法 25)（2014 年），地方公共交通の活性化及び再生に関する法律の改定 26)（2014

年）などが実際に国より提示されてきた．また，国全体都市計画の方向性としても，2014 年

の国土のグランドデザイン 27)，2015 年の国土形成計画（全国計画）28)の中で，コンパクト+

ネットワークの重要性や小さな拠点の整備の必要性が明記されている．また，都市計画分野

に関わらず，人口減少の緩和や経済格差の縮小を目指した，まち・ひと・しごと創成長期ビ

ジョン 29)が発表された． 
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表 2-1 日本における人口減少に関連する制度・取り組み 

年次 都市計画分野 関連事項

1962 第一次全国総合開発計画

1968 都市計画法

1970 過疎地域対策緊急措置法

1972 成長の限界

1974 都市計画法改正（市街化調整区域の規制緩和）

1977 第三次全国総合開発計画（定住圏構想）

1980 都市計画法改正

1987 第四次全国総合開発計画（多極分散型構造）

1989 土地基本法

1994 エンゼルプラン

1995 高齢者対策基本法

1998
まちづくり三法

21世紀の国土のグランドデザイン

1999 新エンゼルプラン

2000 都市計画法改正

2001 高齢社会対策大綱

2003 社会資本整備審査会答申「都市再生ビジョン」 少子化社会対策基本法

2004 少子化社会対策大網

2006
改定まちづくり三法
都市計画中央審議会答申
　　　「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか」

2008 国土形成計画

2014

都市再生特別措置法改定
地方公共交通の活性化及び再生に関する法律の改定
空き家対策の推進に関する特別措置法
公共交通施設等総合管理計画

国土のグランドデザイン2050

まち・ひと・しごと創成長期ビジョン

2015 国土形成計画

2016 ニッポン一億層活躍プラン「夢をつむぐ子育てプラン」

2017 社会資本整備審議会「スポンジ化」  
 

以上のように日本においては，1990 年代に人口減少が懸念され始め，2000 年前後より人口

減少に合わせた都市計画の必要性が議論され始めた．その後，2010 年以降より実際に人口減

少に適応する都市計画の枠組みや実現のための法・制度整備が活性化している，というのか

人口減少に関する都市計画分野における取組の変遷である．なお，今後更に集約や縮退の議

論が重要になると考えられる． 

なお，人口が減少している都市が全国に分布していることも他の先進国と比較した場合に

おける日本の人口減少の大きな特徴である．社会保障・人口問題研究所の予測においては，

人口減少している都市が日本全国に分布する傾向は今後も継続することが予想されている．

また，日本における急激な少子高齢化が人口減少の最大の要因としてあげられ，その傾向は

今後も継続することが予想されている，という点も他国に前例のない日本の人口減少の特徴

であるといえる． 

 

2.1.3 人口減少地域での取り組み 

前項でも記載した通り，2000年に入り人口減少に適応した都市計画の必要性が議論され始

め，コンパクトシティや集約型都市構造に基づいた計画が次々と発表され，2010年代になっ

てその実現に向けた手法等が整備されてきている．しかし，より人口減少が早期の段階から

深刻であった地方都市（その中でも一般的に過疎地域，中山間地域と呼ばれる地域）を中心

に，そもそも居住者が日常生活を送る上で必要となる各種利便性を確保し，それ以上の人口

減少等を抑える取り組みが独自に行われてきたと考えられる．なお，このような利便性の確
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保は2.1.2で述べたコンパクトシティ形成過程においても重要な観点であるとされており30)，

コンパクトシティ形成過程において居住地域の利便性が低下する「都市構造リスク」の低減

に向けた対策検討の必要性が言われている．例えば「都市構造リスク」の中でも，全ての活

動の基盤となる“モビリティ”や，日常生活の中で男女を問わず行わなければならない“買い物

活動”においては，そのリスクが顕著である可能性が指摘されている．ただし，人口減少期に

おいてはそもそもニーズの絶対数自体もこれまでと比較すると減少しており，新たな取り組

みとして整備が行き届いた建物等を新規に設置すること等は維持・管理の面からも困難な可

能性が考えられる．そのため，既に各地域で実施されてきた取り組みを促進する，維持・管

理等が比較的容易な取り組み等について重点的に検討していく必要があると考える． 

以上のように，今後人口減少に適応した計画を作成するという取り組みが進められていく

うえで，そもそもそれぞれの居住地で日常生活を送る上での利便性を確保することはもちろ

ん，都市構造が変化することによって発生する可能性のある利便性低下も考慮した取り組み

についても，その知見を蓄積していくことが求められていると考えられる． 

 

 

2.2 既存研究の整理 

 

2.2.1 日本国外における都市計画分野での人口減少に関する研究 

1972年に「成長の限界」が発表されて以降，compact citiesやshrinkageといった用語が研究

分野でも多く使われるようになった．2.1.1でもまとめた通り，ただし，1972年以前において

も先進国の一部都市では人口減少を経験しており，その事例を対象とした研究は現在でも進

められている31)．なお，日本国外においては全体的に日本よりも早い時期から人口減少を対

象とした研究に取り組まれている．ただし，その時期や論文量の傾向は国によって異なる．

例えば，フランスにおいては1970年代32)，ドイツにおいては1980年代33)からurban shrinkやurban 

shrinkageという用語が用いられるようになった．上記のようなヨーロッパ諸国における縮退

の議論においては，無秩序に開発される郊外地域への対策の一環としてsmart shrinkage とい

う考え方の下，いかにその都市の規模を適正にするべきであるか，という議論が進められた．

実際に，減築のように実際にハード面においてその規模の縮小を検討する事例，制度によっ

て都市規模そのものを縮小させる事例，などが多く議論されてきている．一方アメリカにお

いては1950年代から縮退した都市が報告されており，その後1970年後半34)より産業が衰退し

た都市において，主要となるエリアから多くの居住者た施設が撤退しており，どのような対

策が検討されたのか，その事例の紹介が多く行われるようになった．その事例の多くは，現

状の都市規模や生活水準を維持することを前提とし，都市機能等を機能を集約させつつ，人

口や産業の規模をその都市にあったものに向けて縮退させる，という概念の基，進められて

いる． 

なお欧米諸国において，現在も自治体ごとにsmart shrinkとして実施した政策と実際に都市

内で発生したshrinkageの関係性についてまとめられており，それぞれの政策や取り組み等の

効果や課題等が報告されている32)-40)．また，人口予測や都市サービス施設撤退等のシナリオ

を設定した定量的な分析もみられる41)42)．更に近年では，都市の持続性を高めるような経年

的変遷の在り方について議論するような動きもみられる43)．なお，日本と比較した場合，高

齢化の進行速度や移民制度が大きく異なる点である．日本国外においても少子高齢化は進ん

でおり，その根本的な解決にはなっていないものの，先述した通り移民のよる居住者の確保

が期待できる．そのため今後の都市の縮退を検討する上で避けては通れない少子高齢化社会

という課題に既に直面している日本は，世界の中でも特殊な位置付けにある国であると考え
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られる． 

また多様な規模・多様な対象物において，施設が「撤退」した事例や，「縮退」が実際に発

生した地域の実態やその要因等について検討されている．しかし，その多くの分析において，

一時点・瞬間的な人口や施設分布などにより今後の都市構造を議論している．先述の通り，

今後の都市構造を検討する上で都市構造変容のプロセスそのもの，あるいはプロセスを経た

現状の都市構造を把握する必要がある． 

 

2.2.2 日本における都市計画分での人口減少に関連する研究 

日本においても人口減少における都市計画の研究として，まずコンパクトシティが着目さ

れ，多くの研究蓄積が存在する．その時期は実際に計画等で明示される1990年代後半より早

いものであり44)-46)，実際に国でコンパクトシティを議論されている頃には，「撤退」や「縮退」

が着目され始めていた．単一の大型店に限った撤退については井上・中山47)が施設撤退によ

る買物行動の変化という観点から撤退の影響を明らかにしている．その後小玉ら48)により，

郊外からの撤退という都市レベルでの撤退について初めて言及されている．上記研究48)は第

27回土木計画学研究発表（春大会）の「郊外から撤退（逆都市化と都市再生）」というセッシ

ョンの中で発表されたものであり，この頃より「縮退」がキーワードとして注目されている

ことが分かる．なお上記セッションでは越間ら49)や土井ら50)により，郊外開発から中心市街

地の整備へと転換することの影響についても言及されている．その後，氏原ら51)によって都

市撤退（リバース・スプロール）の実態が詳細に分析されている．また，多様な指標を用い

て都市縮退の影響を評価すると同時に，その対策について検討されるようになった．例えば，

加地ら52)53)はアクセシビリティ指標やQOL指標を用いた市街地拡大抑制政策について検討し

ている．また谷口ら54)により都市撤退そのものの程度を計測する指標の検討が行われている． 

その後，「縮退」という用語が都市計画分野の中でも一般的に使われるようになる．そもそ

も「縮退」という用語そのものは，「対象エリアに居住者や都市サービス施設が『集積』する

ことの対義語として用いられる場合55)」，「対象エリア内の居住者や都市サービス施設や住宅

などの建築物，交通などのサービス等が撤退すること56)」，「対象エリア内における空き地・

空き家が増加すること57)」，などと定義されることが多い． 

2010年代でも縮退の実態や縮退に際する政策に関する示唆について多くの研究で言及され

ている．たとえば，猪八重ら58)は土地利用に着目し，市域レベルでの都市化・都市撤退の実

態を明らかにしている．福王寺ら59)は都市計画区域レベルでの市街地の縮小について実態と

その対策について検討を行っている．また，原・浅野60)は人口集中地区（以下，「DID」とす

る）に着目し，実際にDIDが縮小した区域における特徴を明らかにしている．さらに氏原ら
61)はよりミクロな地域単位の空き家等に着目し，縮退の実態を明らかにしている．以上のよ

うに，縮退を検討する際の分析対象の範囲としては，都道府県や市区町村全域というマクロ

な単位間の居住者等の移動を対象としたものから，都市計画区域（市街化区域・市街化調整

区域等も含む）やDID，特定郊外住宅地などを対象としたものまで，幅広い規模で研究が行

われている．また，費用の観点から都市の縮退について言及する研究も多くみられるように

なった．例えば，佐藤・森本62)は都市コンパクト化による維持管理費削減効果について分析

を行っている．小瀬木ら63)や杉浦ら64)はインフラ維持管理費という観点から都市・施設縮退

の重要性を定量的に分析している．更に，清水・佐藤65)や和田・大野66)は費用便益分析によ

り，集約・縮退の評価を試みている． 

ただし先述した通り，谷口ら67)や安立ら30)によってコンパクトシティ形成過程における都

市サービス撤退の影響等により居住者が日常生活を送ることが困難となる「都市構造リスク」

について言及されている．上記を換言すると，縮退を検討する上ではそのプロセスに着目す

ることが重要であると同時に，人口減少に伴って発生する可能性のある利便性低下について
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も同時に検討していく必要がある，ということである．また，そのような都市構造リスクを

低減させるような手法を今後推進していく必要性についても言及している． 

 

2.2.3 人口減少地域における日常生活での利便性確保のための手段に関する研究 

2.1.3や2.2.2で整理した通り，都市構造の変化の中でも都市サービスの撤退を伴うものにお

いては，その影響によって日常生活を送る上での利便性の低下を緩和するような取り組みを

検討し，実際に導入していくことが必要不可欠となる．そこで2.1.3でも記載した通り，日常

生活における居住者の利便性低下の中でもそのインパクトが大きいと予想されている買い物

活動における利便性確保の方策について，その実態をより詳細に見る．日本においては経済

産業省が「買い物弱者応援マニュアル」を作成しており，平成27年4月にマニュアルを改訂し

ている68)．その中で，買い物弱者を応援する方法として「[1]家まで商品を届ける」・「[2]近く

にお店を作る」・「[3]家から出かけやすくする」という3項目が，前回のマニュアルから継続

して掲げられている． 

その中でも「[1]家まで商品を届ける」においては，電話等を活用した宅配・配膳や買い物

代行等が事例として報告されている．その一方で，近年利用の拡大傾向がみられる日常的買

い物活動を支援するサービスの1つである，「ネットショッピング」についての事例は報告さ

れていない．通信利用動向調査69)によると，現在我が国におけるインターネット利用者数は1

億人を超え，人口普及率においても約80%に達している．また近年では50歳以上であっても

インターネットを利用することができるようになり，今後は高齢者であってもネットショッ

ピングのようなインターネットを通じたサービス利用が可能となることが予想される．なお，

インターネット上での買い物行動と都市活動などとの関係については，多くの研究が既に行

われている．例えば，人々のサイバー空間に対する抵抗の低さが，都市のにぎわいや活力を

損なう可能性があることを示唆した研究70)や，都市構造に及ぼす可能性を明らかにした研究
71)が行われている．その他にも，インターネットの普及が我々の日常生活の生活圏域の広域

に繋がっていることを明らかにした研究72)も行われている．以上のように，インターネット

と実空間との関連性については多くの既存研究がある一方，年齢以外の個人属性等との関連

についての言及は見られない．現在「[1]家まで商品を届ける」一環として活用が見られない

「ネットショッピング」に着目し，今後活用するうえでの参考情報を提示する必要があると

考えられる． 

次に，「[2]近くにお店を作る」の中で紹介されている「移動販売」に着目すると，単に商

品の販売というサービスの枠を超え，地域社会の担い手として機能している73)とされている．

特に人口減少社会において，中山間のようなより少子高齢化が深刻化するような地域におい

ては，整備が行き届いた建物を新規に立地することは，経済的な観点や持続可能性という観

点から見ても非常に維持が困難であることが予想され，移動販売のような補完的なサービス

の需要が今後高まることが予想される．そこで，移動販売を利用する者の要因を明らかにし

たうえで，移動販売に対する行政支援の在り方を検討した研究も見られる74)．なお，一般市

民は自分が将来運転できなくなる場合において，自らの買い物行動に困難をきたすというこ

とを十分に認知していないことも指摘されている75)．その様な中で，試算では移動販売導入

は結果的に新規に商業施設を立地させるよりもコストパフォーマンスが高い方策の一つにな

り得ることが示されている75)．また，日常的な買い物活動の利便性だけではなく，震災など

非日常時における買い物活動においても，移動販売の必要性や有効性が報告・研究されてい

る76)77)．なお，買い物支援サービスと公共交通との関連性など，「[2]近くにお店を作る」・「[3]

家から出かけやすくする」の関係性を明らかにした研究が存在する78)．また，宅配サービス

（「[1]家まで商品を届ける」に該当）と移動販売（「[2]近くにお店を作る」に該当）について

それぞれのサービスを利用したい者の特徴を明らかにすることで，買い物支援サービスが利
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用される要因を検討している研究が存在する79)． 

また，「[3]家から出かけやすくする」に該当するモビリティ支援サービスという観点に着

目すると，買い物目的だけではなく多くの活動を支えるものとして研究が進められてきてお

り，多くの研究蓄積が存在する．まず公共交通に焦点を当てると，例えば古川・橋本 78)は，

中山間・過疎地域における公共交通の評価・意識を定量的に分析している．また橋本・松浦
80)は，既存路線バスにおいて，地域で成立するために必要な条件と，その生存可能性を検討

している．また，近年では利用されない路線バスを再編した後における居住者の意識につい

て，青島・山本 81)が把握している．藤垣ら 82)や神谷・佐々木 83)は，路線バス等の公共交通で

はなく，その代替策（デマンドバス・送迎サービスなど）の利用促進効果を，実例を通して

検討している． 

ただし，いずれの研究においても単一のサービス導入による効果等を検証している．今後

サービスの導入を検討する上では，地域・個人属性の差異等によってどのようなサービスへ

のニーズが高いか検証していく必要があり，複数のモビリティに関連するサービスを対象と

した調査・研究を行うことが必要であると考えられる． 

 

 

2.3 本研究の目的 

 

人口減少そのものや人口減少に起因する問題が深刻化している日本における今後の都市計

画分野を検討する上で，“進化論”の中でも都市における「退化」という観点から，人口減少

等に合わせて自身の形態もダウンサイジングさせていき，結果としてその地で各主体や都市

そのものが持続的に存在することができる可能性を高めていないのか，検討を行う．その際，

実際に都市における「退化」によってどの程度持続的に活動を行うことができるようになっ

たか，居住者の観点から分析する．また，より身近な生活の中で都市における「退化」にな

りうる計画や事業を対象に，実際にどの程度各主体がその場で持続的に活動することができ

るようになるのかについても分析を行う．以上のように実際に発生した変化が都市における

「退化」やその性能について分析していく中で，今後人口減少していく中で都市計画を進め

ていくうえでの基盤となりえる都市における“退化論”が広く認知されるための参考情報を

提示することを，本研究の目的とする． 

 

 

2.4 本研究の特長 

 

 以下に，本研究の特長を記載する．  

1) これまでの「成長論」だけでは対応することのできない人口減少期における都市計画に

おいて，一般的に否定的な事例としてとらえられる都市機能の一部消失や回帰について，

都市の持続可能性という観点からはむしろ自身の機能を高めている可能性のある「退化」

という観点を整理するとともに，その性能について今後の方向性を検討した，新規性か

つ発展性のある研究である． 

2) 都市構造の経年的変遷の中にも都市における「退化」と判断できる変化がないか，居住

者の活動という観点から分析を試みている．なお，都市構造の変遷を把握するにあたり，

多様なスケールでの都市構造の変遷を重ねることで，より詳細なダウンサイジングの実

態を把握することのできる、有用性の高い研究である． 
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3) そもそも居住者が都市構造が変化していくことに対してどのように認識しているのか把

握するとともに，都市構造の変化の程度により認識や実際の活動に差異が生じていない

か，定量的に把握する．以上の分析を通して，実際に都市構造を計画的にダウンサイジ

ングさせていく際に考慮しなければならない項目の提示を試みた，有用性のある研究で

ある． 

4) 個人属性はもちろん，都市構造の経年的変化が居住者の活動に与える影響も考慮し，そ

れぞれの属性や要因が相対的に居住者の活動にどの程度影響を与える可能性があるのか

定量的に明らかにすると同時に，その属性ごとの生活利便性をより向上させることがで

きると考えられる対策の効果等を定量的に示している有用性がある． 

5) これまで単一のサービスのみを対象としてきた生活利便性を向上させるための取り組み

について，複数種類のサービスについての利用実態・利用意向やその要因を定量的にし

ており，実際に施策を展開する上でどのようなサービスを実施することが効率的である

か示した有用性のある研究である． 

6) 小地域スケール・500mメッシュのほかにピンポイントでの都市サービス施設配置データ

など多種にわたる汎用性の高いデータを適宜用い，各時点での人口や都市サービス施設，

トリップ等の各種データを整理するという膨大な作業を通じて精度の高い分析を実施し

ている．また，行政の協力を得たアンケート調査のデータ等を適宜活用・分析しており，

その結果は信頼性の高いものである． 
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第 3 章 用語の整理および分析フレームワーク 
 

本章では，都市における「退化」を検討する上での分析フレームを検討する．そのために

も，まず 3.1 では都市における「退化」を含む，都市計画分野における“進化論”を整理し，

都市における「退化」そのものの必要性について整理する．その上で 3.2 では，実際に人口

減少期・人口減少地域で政策として議論されていると「縮退」について定義を行うとともに，

本論文における都市における「退化」と「縮退」という二者の関係性・位置づけについて明

記する．用語の定義やそれぞれの用語の位置づけを明確にしたうえで，3.3 では都市におけ

る「退化」を議論する上で必要となる観点について整理していくと同時に，本論文の分析フ

レームワークについて検討する．3.4 ではそれまでの用語定義や分析フレームワークを踏ま

え，本博士論文全体の構成を提示するとともに，各章での分析の方向性について明示する． 

 

 

3.1 都市における「退化」に関する整理 

 

3.1.1 都市計画分野における“進化論”に関する整理 

都市における「退化」を議論していくうえで，まず都市計画分野における“進化論”につ

いて整理していく．都市計画分野の中で“進化論”の概念に初めて着目したものとして，Patrick 

Geddes の「進化する都市(Cities in Evolution)84)」があげられる．これは，工業都市に生じる問

題の解明を生物学観点である“進化論”という概念から説いたものである．その後，Patrick 

Geddes だけではなく，Lewis Mumford や Ebenezer Howard においても，生物学的論考に基づ

く提言を行っていたことを秋本 85)は体系的に整理している．ただし，上記はいずれも人口増

加期における都市計画分野での“進化論”を前提としているため，基本的には“成長論”と

いう基盤概念の下，実際に都市で発生しうる「成長」や都市の拡大の今後の方向性について

議論している．一方，第 1 章にも記載した通り，人口増加という「成長」を経て「成熟」を

迎え，その後都市がいずれかのタイミングで人口減少を経験することは自然なプロセスであ

る．つまり，その人口減少に合わせ，周辺環境にあわせて持続可能なものへと自身の形態を

変化させる「退化」というプロセスを経ることも特別な事象ではなく自然な流れであり，都

市における「退化」を議論することは，都市計画分野において避けては通れない事象の 1 つ

である． 

実際，都市計画分野において 2.1.2 でもまとめたように人口減少期に適応した政策として

コンパクトシティ等の議論が進められている．ただし実際にコンパクトシティに関する今後

の計画を立てる立場の者はもちろん，合意形成の対象となる居住者のいずれにおいても，こ

れまで自身達が経験してきた人口増加を前提としているため，“進化論”の中でも“成長論”

を基盤概念として適用していることが想定される．そのため，人口減少に適応した政策は受

け入れがたいものとして認識される可能性が高い．これはひるがえすと，人口増加期におい

ては多くの者が“成長論”という基盤概念を多くの者で共有してきた一方，人口減少期にお

ける基盤概念となりえる“退化論”をそれとして共有できていないがために，人口減少に適

応した政策を受け入ることができていない，と考えることも可能である．その“退化論”と

いう基盤概念を多くの者で共有するためにも，実際に発生している都市における「退化」と

いう現象・プロセスを把握し，その実態を丁寧に把握していくことが，人口減少に直面して

いるこのタイミングで求められていると考える． 
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3.1.2 本論文での都市における「退化」の定義 

前項までの内容を踏まえ，本研究においては「人口減少期・人口減少地域において，周辺

環境の変動に合わせることで，各主体の形態・構造や今まで備えていた機能，行ってきた活

動を，今後もその場で持続可能なものへと変化させること」を都市における「退化」と定義

する．なお生物学的には，本来「退化」は周辺環境にあわせて自らを持続可能な形態に改善

する「進化」の一形態であり，それは「衰退」とは全く異なる概念である．これは都市計画

の分野においても同様であり，都市における「退化」も「衰退」とは一線を画す概念である．

また上記定義内の“変化”とは，人口減少期・人口減少地域においては主にその規模や機能

をダウンサイジングさせるものである可能性が高い．ただし繰り返しになるが，都市におけ

る「退化」のプロセスで発生するダウンサイジングは「衰退」に伴うそれとはまったく別の

ものであり，自らの持続可能性を維持（すなわち，「衰退」を回避）するために各主体が保有

している優れた能力・特性の1つであると考えられる． 

なお，都市における「退化」において，自然発生的に都市構造が経年的に変化していく中

で，自然と地域・都市そのものの持続可能性や各主体がその地で持続的に活動できる可能性

を高めている変化から，計画や事業等の取り組みを地域・都市に導入することにより各主体

が今後もその地で持続的に活動することができる可能性を高める変化まで，幅広い要素を包

含している．そこで， 

1) 都市構造が変化することにより，地域そのものの持続可能性や各種主体が今後もその場

で持続的に活動可能なものになること、あるいはその変化 

のように，都市構造に起因した都市における「退化」のことを「都市退化＜構造＞」と定義

する．一方，上記1)のような 

2) 都市退化＜構造＞につながることが想定される計画・事業そのもの，あるいはそれら実

際に導入すること 

を「都市退化＜手法＞」と定義する．なお既存研究にもあったように，コンパクトシティ形

成過程をはじめとした都市構造の経年的な変化の過程においては，居住者の日常生活での利

便性が低下する「都市構造リスク」が存在することが指摘されている．そのため，上記2)に

合わせて， 

3) 都市構造の変遷過程や変化後における各主体の活動等をサポートする計画・事業，ある

いはそれらを実際に導入すること 

も「都市退化＜手法＞」に含め，本論文での分析を行う． 

なお，上記2)3)を明確に区別することが困難な計画や事業も多く存在する．例えば，日常

生活の利便性を向上させる事業の1つとして第2章で整理したデマンド型交通があげられるが，

実際にデマンド型交通を都市に導入することにより，都市内に存在する居住者や施設等の都

市構造も，デマンド型交通の運行に合わせても変化する可能性も考えられる．そのため2)3)

を区別して都市退化＜手法＞の実態を把握するのではなく，都市退化＜手法＞を導入するこ

とによって得られる効果を幅広く検討することも，都市における「退化」の理解を深める上

で重要であると考えられる． 

 

3.1.3 都市における「退化」に関する性能 

都市における「退化」を検討する上で，実際に都市の中で発生した（あるいは発生が想定

される）都市における「退化」による変化が，そもそも各主体・都市構造における今後の持

続性を高めている可能性があるのかについて，判断する必要がある．また，その変化が持続

可能性を高めるものであると確認された場合においても，その程度や規模など，都市におけ

る「退化」の“性能”を検討することも，都市における「退化」を議論する上で必要不可欠

になると考えられる．そこで，都市における「退化」の定義を踏まえ，「人口減少にともなう
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周辺環境の変動に合わせることで，実際に各主体がその場で持続的に活動可能になるように，

①形態・構造や今まで備えていた機能，行ってきた活動を変化させる能力・特性の大きさ，

あるいは②その変動を受け入れる能力・特性の大きさ」のことを本研究における「退化性能」

と定義する．この「退化性能」を用いることで，実際に発生した（あるいは発生が想定され

る）変化が，各主体のその場で持続的に活動できるように変化であるか，判断することが可

能になると考えらえる． 

なお，上記定義内における“主体”とは，居住者個人や単一サービスのようなミクロな単

位のものから，都市のように複数の集合体を含んだマクロな単位のものまで多種多様である．

また時間軸に関しても，これまでの実態に着目するものから，今後起こりうる都市における

「退化」に着目するものまで，検討すべき期間は非常に幅広い．そのため，「退化性能」を議

論する上では，上記の主体・期間等のように，そもそも着目しなければいけない観点を整理

していくとともに，それぞれの観点にとって，どのような変化を退化性能が高いものである

と判断する可能性があるのか整理し，その知見を蓄積していくことが必要であると考えられ

る． 

 

 

3.2 都市における「退化」と「縮退」 

 

3.2.1 本論文における「縮退」の定義 

3.1.2 で整理した都市退化＜構造＞を検討するにあたり，該当地域・該当期間における都市

構造の変化を把握する必要がある．ただし，都市構造の変化の中には，人口減少期の日本に

おいて実際に人口が減少している地域から，いまだに人口を増加させている地域まで幅広く

存在する．また実際に人口が減少している地域においても，既存研究の縮退の中でも整理し

たように，土地そのものを縮小させるものから，土地の上に存在する施設やサービスを撤退

させているものまで，地域によって多種多様な変化が存在することが想定される．なお，人

口減少に関する課題を検討する上では，第 2 章でも整理した通り，単に人口減少だけではな

く，それに伴って低下する可能性が示唆されている居住者の利便性についても配慮する必要

がある．そこで本論文では全ての主体の活動の場となる“土地”そのもの，その土地の上に存

在する“居住者（人口）”，更には居住者の日常生活における利便性にかかわるものとして“都

市サービス施設数”，の 3 点に着目し，都市構造に以下 3 つのいずれかの経年的変化が生じる

ことを，「縮退」と定義する． 

1) 対象期間内において対象地域内の DID・市街化区域面積が減少すること 

2) 対象期間とした最終年次において，対象地域内の人口・都市サービス施設密度が DID，

市街化区域，市街化調整区域の順序で低くなる，かつ，少なくとも市街化区域外で経年

的に人口・都市サービス施設が経年的に増加していないとともに，DID・市街化区域面

積も拡大していないこと 

3) 対象期間内において，対象地域内の人口・都市サービス施設がともに減少すること 

ただし日本における縮退を検討するにあたり，政治体制・産業構造や戦禍などの政治・社

会的要因が主たる原因である都市構造の変化によるものは本論文における「縮退」から除く

ものとする．なお，自然災害等により上記 3)のような都市構造の変化が発生する可能性も考

えられる．ただし，そのインパクトが非常に大きいことが予想されるため，「縮退」を一般化

する分析・考察を行う上では，自然災害による影響の大きい被災地域を対象外とする．また

本論文における分析対象期間としては，高度経済成長の始まる前後における人口流出の影響

がない一方で，人口増加期において，人口流入を伴う市街地拡大をコントロールすることが
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導入目的の 1 つであった都市計画法（1968 年）制定以後の範囲から，分析や目的によって適

宜設定するものとする．なお，本論文における“都市サービス施設”とは「経済センサスの大

分類の中から農林水産を除く 17 種別に関する施設」と定義する． 

 

3.2.2 都市における「退化」と「縮退」の関係性 

前項で定義した「縮退」は，あくまで人口減少に伴って活動の場となる“土地”や都市の

利便性に関わる“都市サービス施設”が減少している地域を対象としていることになる．た

だし，これだけでは発生している都市構造の経年変化が都市退化＜構造＞に該当しているか

判断することができず，実際に各主体がその場で持続的に活動することのできる可能性を高

めているか，別途把握する必要がある．上記持続性に関する判断を行う上では，3.1.3 で定義

した退化性能を活用し，各主体によってその場で今後も持続的に活動することのできる可能

性を高める変化は，退化性能が高いものであると考えられる．そのような観点からも，3.1.3

でも記載した通り，対象とする主体等を整理したうえで，その知見を蓄積していくことが必

要であると考えられる． 

なお，前項で定義した「縮退」においては，人口・都市サービス施設数の減少率は各地域

によって大きく差異があることが予想される．また，人口・都市サービス施設数が減少して

いる原因も地域によって大きく異なることが予想される．また 1)2)は 3)と異なり，地域内の

人口・都市サービス施設が経年的に減少したとは限らない点には留意し，今後の分析を実施

する必要がある．ただし，1)においては都市面積そのものが減少しており，2)においては該

当地域の中でも中心的位置づけの区域に人口や都市サービス施設を集約させている可能性が

高い．人口減少に合わせて活用する土地をコントロールしている，あるいは第 2 章で整理し

たコンパクトシティを形成している可能性，という観点から見ると，そもそも 1)2)のような

都市構造の変化は，3)のような都市構造の変化よりも退化性能が高いものであると考えられ

る． 

 

 

3.3 都市における「退化」の検討に向けた分析フレームワーク 

 

3.3.1 都市退化＜構造＞に関する分析 

(a) これまでの都市構造の変遷に関する分析 

都市における「退化」を検討する上で二分した都市退化＜構造＞と都市退化＜手法＞のい

ずれにおいても，各主体が活動を行う上での基盤となる土地や都市構造の変遷を把握するこ

とは必要不可欠であると考えられるためである．そこで本論文においては，都市構造の経年

的変遷そのものが都市における「退化」である可能性について，まず検討していく． 

なお，前節で整理したように，都市退化＜構造＞を検討するためには，その都市構造の経

年的な変化が縮退であるかを確認したうえで，退化性能を用いて，その変化が各主体にとっ

て持続的に活動することのできる可能性を高めているか否か，検討する必要がある．本論文

においては都市退化＜構造＞の退化性能を判断する上での主体として，まず居住者に着目し

て分析を行う． 

ここで居住者の観点に着目する理由としては，人口減少期・人口減少地域においては，居

住者が重要なアクターであると考えたためである．具体的には，人口増加期においては，土

地そのものを開発し市街地を開発する動きが活発であった．その流れとしては，行政が一定

の枠組みを定め，その地の中で一部民間企業（デベロッパー等が該当）が需要等に応じて土

地そのものを開発し，その上に各主体が建築物を分布させてきた．この際，新規に開発する
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土地に居住者が存在しなくとも上記枠組みの中であれば開発することは可能であった．その

ため，人口増加期における都市計画においてはまずは土地を開発する必要があり，その主体

としては“行政”や“民間企業”が大きな影響力を持っていたと考えられる．一方，人口減

少期においても上記枠組みに一部変更があったものの，その枠組みの中で各主体が各々の活

動を行っている点には変わりはない．人口増加期と大きく異なるのは，人口減少期において

は縮退させる土地に既に居住者が存在していると同時に，地域コミュニティが成立している

地域から人口・都市サービス施設やサービスそのものが撤退する，という点である．換言す

ると，“居住者”は人口減少期において，生活する場や利便性という観点で大きな影響を受け

るとともに，人口減少期だからこそ考慮しなければならない新たなアクターである，という

ことである． 

なお，都市構造の変化により居住者がその地で持続的に活動できる可能性については，居

住者のその地での活動実態に着目する．また活動の中でも，地域で行う活動という観点から，

地域活動を行う上で必ず発生する移動に着目した分析を行う．なお，居住者の移動量を把握

するにあたり，居住者の交通行動等に配慮した圏域設定を行う必要がある．その一方で，人

口減少期における都市計画を検討する上では，地域コミュニティという観点からは，居住者

同士が触れ合う範囲や地域コミュニティを運営する上での圏域に対する配慮も必要になると

考えられる．以上を踏まえ，分析を行う上では複数の圏域設定を行い，分析を行う． 

また，本論文における縮退の定義において，中長期間を対象とした年次を対象とする必要

がある．特に，人口減少期における都市計画を検討するうえでは，第 2 章でもまとめたよう

に，各年代で都市計画の方向性が大きく異なり，その中でも 1990 年代は都市計画分野でも

人口減少に合わせた都市計画の必要性が説かれた，大きなターニングポイントになると考え

られる．上記年次を考慮し，それぞれの年代で発生した方向性の違いを把握することが出来

るように対象年次を設定していく（対象とする地域規模・対象年次の詳細については第 4 章

で検討・整理する）． 

 

(b) 現在の都市構造が生活に与える影響に関する分析 

(a)では，実際に発生した経年的な都市構造の変化が，居住者にとってその地での活動を持

続可能になるような変化であったか，居住者の移動量に着目して議論している．一方で，そ

もそもどのような都市構造が居住者にとって活動しやすいものであるのか，その傾向を把握

することも必要であると考えられる．上記傾向を把握することで，今後どのように都市構造

を変化させていくことが，居住者がその地で持続的に活動する可能性を高めることにつなが

るのか検討する上での参考情報となると考えられる．なお，居住者が日常生活を送る上では，

移動を伴わない活動も数多く存在する．そこで，居住者の移動量だけではなく，移動を伴わ

ない活動の実態について，個人ベースでの調査を実施し，都市構造の変遷や現在の都市構造

が居住者の移動や自宅での活動にどの程度影響があるのか，分析を行う． 

また，居住者がその地での持続的に活動できるかどうかは，その場所の活動のしやすさだ

けではなく，そもそもその地での生活の質等も大きく影響することが予想される．そこで，

居住者の生活の質として，生活全体に対する満足度も上記調査の中で把握し，都市構造の経

年的変化や現在の都市構造を居住者がどのように認識しているのかについて分析を行う．な

お，満足度を対象とした分析を行う上で，都市構造に関わる要因だけではなく，個人属性等

の要因も大きく影響することが予想され，対象とする個人属性によっても満足度の感じ方が

異なることが想定される．これは退化性能においても同様であり，都市退化＜構造＞におけ

る退化性能の感じ方にも個人差があることが予想される．個人ベースの調査を行う(b)の中で，

その個人差に関する知見も蓄積していく． 

 



 

17 

3.3.2 都市退化＜手法＞に関する分析 

都市退化＜手法＞を検討する上で，既存研究の中で出てきた都市構造リスクや都市構造が

変化したのちの各主体の活動を考慮すると，まず「都市構造の変遷過程や変化後の活動等を

サポートする計画・事業」に関する実態を把握する必要があると考えられる．ただし，第2

章でも整理した通り，人口減少期においては，居住者の絶対的なニーズ数が減り，整備が行

き届いた建物を新規に立地することは，経済的な観点や持続可能性という観点から見ても非

常に維持が困難であることが予想される．そこで本研究においては，対象となる地域におい

て既に実施されている計画・事業等の取り組みや，これまでは補完的な位置づけで実施され

ていた事業等の取り組みに着目し，そもそも取り組みそのものが地域の環境にあったもので

適したものであるか，検討する．その上で，取り組みによって実際にどの程度居住者の生活

が持続的なものになったのか，また，今後持続的なものにする可能性があるのかについて，

利用実態と今後の利用意向という観点から分析を行う．更に，今後更なる人口減少が懸念さ

れている中，取り組みそのものをどのように変化させていくことが居住者の活動だけではな

く，手法そのものを持続的なものにすることができるのか，利用促進という観点から分析を

行う． 

なお，実際に取り組まれてきた計画・事業の実態を把握する上で，人口減少や都市サービ

ス施設の減少の影響が顕著である地域を対象とすることにより，人口減少期という条件下に

おいて，よりその取り組みに反応しやすい属性を洗い出すことが可能であると考えられる．

そのため，本研究における「縮退」の定義には含めていないものの，人口減少・都市サービ

ス施設撤退が顕著に表れた，2011 年東日本大震災（以下，「本震災」とする）の被災地域を

対象に分析を行う．そのため，分析結果を考察する上では，震災の被害そのものの影響につ

いて十分に留意する必要がある． 

本震災を対象とするにあたり，地震の揺れによる道路状況の悪化などの直接的な被害のみ

ならず，物流の遮断等の間接的な被害が非常に多く報告されている．その結果，他地域と比

較して交通手段が途絶する，買い物活動が困難に直面するという今後の人口減少期において

も発生が予想されるリスク等を十分に認識している可能性が高いことが想定される．また，

3.3.1 でも整理したように，人口減少期になって新たにアクターとして登場した居住者に着目

するという観点も考慮し，対象とする取り組みとしては，全ての活動を行う上でのベースと

なる“モビリティ”に関するものと，老若男女を問わず実施されている活動として“買い物活

動”に関するものを抽出し分析する． 

これまでの分析を通して，都市退化＜手法＞の中でも，「都市退化＜構造＞につながる計

画・事業」を検討する際に必要となる着眼点を整理すると同時に，都市における「退化」全

体で共通となる観点を整理・検討していく． 

 

 

3.4 本論文の全体構成 

 

これまでの用語の整理や分析フレームワークを踏まえ，図 3-1 に本論文の全体構成を示す． 

まず第 4 章では，3.3.1(a)でも整理した通り，都市における「退化」の中でも，都市退化＜

構造＞に着目し，都市構造の経年的な変化の実態について把握を試みる．その際，本論文に

おける「縮退」の定義に基づき，縮退地域・非縮退地域を分類する．その上で，縮退地域に

おける都市構造の経年的変遷そのものの傾向を把握するために，縮退地域の類型化を行う．

類型化を通して，縮退に大きく寄与していると考えられる変数を抽出するとともに，どのよ

うな縮退地域が居住者の持続可能性を高めた可能性があるのか，検討していく．なお，実際
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に発生した都市構造の経年的変化が都市退化＜構造＞である可能性について，居住者の移動

量に着目する． 

第 5 章では 3.3.1(b)で明記した通り，そもそもどのような都市構造において居住者が活動

しやすいのか検討する．分析を行う上では，都市構造の経年変化に関する説明変数だけでは

なく，個人の生活環境の経年変化，現状の都市構造等はもちろん，居住者自身の個人属性も

説明変数として含め，個人の活動に影響を与える要因を検討する．これにより，都市構造の

経年的変化や現在の都市構造が居住者の活動に与える影響を把握できるだけではなく，個人

属性等他の属性と比較して，どの程度の影響力があるのかについても把握することができる．

なお，活動を分析する上では第 4 章で対象として移動だけではなく，移動を伴わない活動に

ついても対象とする．活動だけではなく，生活の質にも着目し，都市構造の変遷や現在の都

市構造が居住者の満足度形成にどの程度影響を与える可能性があるのか，検討する．以上の

分析を通して，そもそもどのような都市構造に変化させていくことが，居住者がその地で今

後も持続的に活動できる可能性を高めることにつながるのか，整理する． 

第 6 章では，3.3.2 で記載した通り，人口・都市サービス施設ともに著しく減少した地域に

おいて，都市退化＜手法＞の中でも「都市構造の変遷過程や変化後の活動等をサポートする

計画・事業」に着目し，実際に都市退化＜手法＞を導入することが日常生活を送る上での利

便性を維持・向上させるうえで有効であるか検証する．具体的には，都市退化＜手法＞とし

て，居住者の活動のベースとなる“モビリティ”と，日常生活を送る上で老若男女問わず行う

ことの多い“買い物”に関する支援サービスを実施した際の利用実態・利用意向・促進可能性

等について明らかにする．また，これら実態や意向形成に関わる居住者の要因を分析するこ

とで，各種属性ごとに都市退化＜手法＞の効果の程度を定量的に明らかにし，都市退化＜手

法＞の退化性能を向上させていくうえでの観点をあぶりだしていく． 

第 7 章では，これまでの第 2～6 章までの既存制度・研究のレビューや各用語の定義・本論

文での分析結果や考察を踏まえ，都市における「退化」全体で共通となる退化性能の着眼点

を整理・検討していく． 

第 8 章では本論文全体を通しての結論や考えられる今後の課題についてまとめる． 

 

1.　序論

2.　研究の位置づけ

3.　用語の整理および分析フレームワーク

8.　結論

4.　経年変化からみるこれまでの都市構造の変遷

5.　都市構造やその変遷にみる居住者の活動・意識の差異

6.　縮退地域における都市退化＜手法＞の影響

7.　都市における「退化」の性能に関する整理

 

図 3-1 全体構成 
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第 4 章 経年変化からみるこれまでの都市構造の変遷 
 

本章では，都市退化＜構造＞を検討する上で，これまで発生した都市構造の変遷について

把握を行う．その際，縮退の有無で対象地を二分したのち，縮退地域・非縮退地域それぞれ

について定量的に類型化を行う．その後，作成した類型地域の一部結果を対象に居住者の移

動量という観点から，その地域で発生した縮退が都市退化＜構造＞であるか，検討を行う．

本章で対象とする分析対象範囲や分析対象年次，データの概要等について 4.2 で説明し，

4.3・4.4・4.5 で実際の類型化結果を示し，これまでの都市構造の変遷を見るとともに，4.5

では居住者の移動量という観点から実際に都市退化＜構造＞について検討する．その上で本

章の結論を 4.6 に記載する． 

 

 

4.1 本章の目的 

 

第3章で指摘した通り，都市における「退化」を検討する上で，まず都市退化＜構造＞に

ついて，その実態を把握する．本章では，退化性能として居住者の移動量に着目し，縮退が

発生した地域の都市構造の経年的変遷が都市退化＜構造＞の可能性であるかどうかの検討を

行う． 

なお，居住者の移動量が維持・向上したことが，必ずしも居住者がその地で持続的に居住

できる可能性を高めているとは限らない点には留意し，分析・考察を行う必要がある．ただ

し，類似した経年的変遷を経た都市構造ごとに変遷そのものの実態や居住者の移動量をまと

めていくことで，相対的に都市退化＜構造＞の可能性が高い地域の傾向を検討していく．そ

こで，本章の分析を進める上では，まず縮退地域・非縮退地域に二分したのち，主成分分析

を用いることでそれぞれの地域に特徴のある要因を抽出する．その後，主成分分析で抽出さ

れた多様な説明変数が集約された主成分軸を用いてクラスター分析を行い，その結果を参考

に地域の類型化を行う．類型した地域ごとに都市構造の特徴を把握すると同時に，退化性能

として居住者の移動量を類型化地域ごとに把握し，どのような経年的都市構造の変遷を経た

地域において退化性能が高い可能性があるのか検討する． 

 

 

4.2 本章の分析フレームワーク 

 

4.2.1 分析対象範囲 

まず，本章で対象とする縮退の分析を行う上での分析対象規模について検討する．第 1・2

章でも記載した通り，本論文では人口減少期における今後の都市計画について検討すること

を目的としている．そのため，主に土地そのものや人口，都市サービス施設などの減少を伴

う 

1) 対象期間内において対象地域内の DID・市街化区域面積が減少すること 

2) 対象期間とした最終年次において，対象地域内の人口・都市サービス施設密度が DID，

市街化区域，市街化調整区域の順序で低くなる，かつ，少なくとも市街化区域外で経年

的に人口・都市サービス施設が経年的に増加していないこと 
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3) 対象期間内において，対象地域内の人口・都市サービス施設がともに減少すること 

を縮退と定義している． 

ただし，第 3 章でも述べたように，居住者（人口）という要素は人口減少期の都市計画を

考える上で非常に重要なアクターである．そこで，居住者同士が触れ合う機会が多い集合体

の中でも，最もミクロであり，地域コミュニティを運営する上での最小単位とされている農

村集落程度の範囲を，本研究では“共同圏”と定義し，共同圏における縮退の実態について

まず把握する．なお，上記共同圏として，本論文では主に農林水産省が実施している農林業

センサス内にある農村集落境界データを活用する．このデータは，農業という属地的なもの

に限らず、一定の土地（地理的な領域）と家（社会的な領域）とを成立要件とした地域社会

（ルーラルコミュニティ）であるという考え方のもと設定された領域であり，境界決定のた

めの判断基準として，主に以下の 3 点が考慮されたデータである． 

1) 1970 年までの行政区や実行組合の重なり 

2) 1970 年における各種集会・集団の活動範囲 

3) 1970 年における生活面の共同最小範囲 

ただし，人口や都市サービス施設の撤退が居住者に与える影響を検討するにあたり，居住

者は自身の周辺地域である共同圏だけではなく，より広域な地域の影響を受けていることが

予想される．そのため，本研究では共同圏より範囲の広い一定規模を有する地域についても，

縮退の実態把握を行う必要があると考える．そこで一次生活圏として，日常生活を営む上で

完結できる最小範囲として 1950 年前後の旧行政区域界を活用し 78)，この分析対象規模を本

研究における“生活圏”と定義する．なお上記生活圏において，日常生活を送る上で必要不

可欠な機能として買い物や医療・福祉，公共は，関連施設が必ず 1 つ以上存在していること

を確認している．つまり，その質や個人の嗜好にこだわらなければ，居住者は自身が居住し

ている生活圏で日常生活を送ることのできる，ということであり，日常生活を営む上でその

基本的な活動を送ることができる環境が整っている地域を，本研究での“生活圏”とみなすこ

とができる．なお，本研究における生活圏は現市区町村よりもミクロなスケールであり，現

市区町村単位で縮退等を議論する上では，現市区町村内における生活圏の分布を把握するこ

とで，現市区町村より詳細な縮退の実態を把握することができる． 

なお実際に各個人の日常生活において，自生活圏を超えてサービスを享受している者も多

く存在することが予想される．そこで単一の生活圏では享受（満足）することのできないサ

ービスを補完することのできる範囲を“補完圏”と定義し，本研究では単一の補完圏内に存

在する全生活圏を分析の対象とする．ただし，本章においては，第3章でも整理した通り，ま

ず退化性能として居住者の移動量に着目し，その地で発生した縮退が都市退化＜構造＞であ

るか検討を行う．上記分析を行う上では，居住者の交通行動等に配慮した圏域設定も必要と

なる．そこで「広域における計画単位として、また地域としてのまとまりのある交通計画を

検討する上での最小単位」とされているPT調査における計画基本ゾーンを，本論文では“交

通圏”と定義し，本分析で活用する．なおPT調査において，そのトリップが必ずしも補完目

的のトリップであるか等，トリップの質までは把握することができていない点には十分留意

し，考察を行う必要がある．なお，補完圏について，強い引力を持つ都市の影響が及ぶと考

えられる範囲がその最大範囲であると考えられる．後述する4.2.3でデータの詳細を記載する

が，本研究では東京PT調査を活用するため，その調査対象全域を補完圏での最大範囲として

いる．なお，本研究の補完圏である東京PT圏内の共同圏と生活圏の関係を確認すると，概ね

生活圏は共同圏30個程度の人口・面積規模である．共同圏・生活圏・補完圏のイメージを図

4-1に示す． 

なお，スケールの異なる複数の分析対象規模を設定することにより，生活圏以上において

はその圏域内の人口・都市サービス施設等の分布をより詳細に把握することができる．例え 
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共同圏 生活圏 補完圏

地域コミュニティ
運営上での最小範囲

人口：約200～600人
面積：約0.5～1.5㎢

生活圏は共同圏30個程度

生活圏では享受することのできない
サービスを補完

補完圏の最大圏域は
強い引力を持つ都市の影響が

及ぼされると考えられる範囲

医療・福祉・教育・商業・

交通等の一次機能
概ね、農村集落境界

概ね、旧行政区域（1950年前後）境界

質にこだわらなければ
圏域内で生活可能

交通圏

移動を考える上での最小範囲

概ね、計画基本ゾーン境界

交通圏は生活圏5個程度

 
図 4-1 分析対象範囲のイメージ 

 

ば，生活圏単位では人口減少している地域において，生活圏内の共同圏の分布を把握するこ

とで，生活圏全体で人口減少の傾向にあるのか，あるいは生活圏の中でも一部で人口減少等

が発生している可能性があるのか，把握することができる．これにより，第 3 章で定義した

縮退の中でも， 

3) 対象期間内において，対象地域内の人口・都市サービス施設がともに減少すること 

に該当する縮退が，対象地域内全域の傾向であるのか，対象地域内でも局所的な傾向である

のか分析することが可能になると考えられる． 

なお，それぞれの圏域の定義に従って境界域を設定した場合，一部でそのスケール感が逆

転する地域も存在しており，本章の考察を行う上では留意する必要がある（例えば，東京 23

区内においては，一部交通圏が生活圏よりもミクロである）． 

 

4.2.2 分析対象年次 

第 2 章の中でもまとめた通り，1998 年に 21 世紀の国土のグランドデザインやまちづくり

三法という形で，都市計画分野でも人口減少を踏まえた計画や手法の整備の必要性が明示さ

れた．そのため，人口減少を前提としている都市における「退化」を議論する上では，1998

年は大きなターニングポイントであったと考えられる．ただし，一般的に過疎地域と呼ばれ

る地域はそれ以前にも地方都市を中心に分布しており，実際にその対策として 1970 年代には

過疎地域対策緊急措置法が整備されており，人口が減少している地域自体は 1998 年以前より

存在している．そのため，対象とする圏域が 1998 年以前から継続的に人口が減少している地

域なのか否か，都市構造の経年的変遷を把握する必要のある縮退においては，考慮しなけれ

ばならない観点であると考えられる． 

一方，2008 年には日本全体で人口減少傾向に転じ，2010 年以降においては，実際に人口減

少を踏まえた計画や手法を検討する段階から，実際に都市の集約・縮退に向けた法制度が整

備される段階へと移行しており，縮退の傾向が大きく異なることが想定される。． 

以上を踏まえ都市退化＜構造＞を検討する上で，縮退の実態を把握するにあたり，本研究

では 1998 年を基準とした 2 期間を等間隔に設定する．具体的には 1988-1998 年と 1998-2008

年の 2 期間について分析を実施する．これにより，日本で人口減少を踏まえた計画・手法を

設定したのちの都市縮退の実態を把握することができると同時に，各圏域の人口減少のタイ

ミングなど圏域の特徴等を考慮した分析を実施することができると考えられる． 

 

4.2.3 トリップに関するデータ 

先述の通り，本章の分析では退化性能として居住者の活動の中でも，移動に着目する．そ

のため本研究では補完圏内の移動実態を把握することができるデータとして，東京 PT 調査

のトリップデータを活用する．なお，4.2.2 の分析対象年次に合わせ，東京 PT 圏調査のトリ
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ップデータのうち，1988 年以降のデータを 10 年間隔で 3 地点（1988・1998・2008 年）収集

している．なお，東京 PT 調査は 1988 年以降，本分析で対象とする補完圏を変更しておらず，

欠損なくトリップデータを収集することができる．ただし，平成の大合併の影響もあり交通

圏の一部においては，その範囲を経年的に変化させている圏域も存在している点には分析上

十分に留意する必要がある． 

 

4.2.4 人口に関するデータ 

経年的な人口分布の変化を把握するために，国土交通省国土政策局国土情報課や総務省統

計局がインターネット上で公開している国勢調査の結果を用いる．なお分析では，一般に公

開されているデータの中で最もミクロなレベルである 500m メッシュごとの人口データを整

備し，面積按分等を活用することで先述した圏域内の人口データを分析可能な状態に整備し

ている．データ収集年次は 4.2.2・4.2.3 を踏まえ，1990・2000・2010 年の 3 地点としている．

500m メッシュでの人口データは 1995 年次までしか一般に公開されておらず，1990 年につい

ては市区町村単位の男女年齢 5 階級別人口データのみが公開されている．そのため本研究で

は，1995 年時点の各圏域での人口を算出したのち，1990-1995 年期間における市区町村単位

男女別人口増減率を算出し，その増減率を 1995 年の各圏域の人口データに掛け合わせたもの

を 1990 年における各圏域の人口データとして整備し，分析に活用している． 

なお高齢者に関するデータについては，年次に限らず 500m メッシュでの人口データが一

般には公開されていない．そのため汎用性の高い一般公開データの中でも，最もミクロな小

地域レベルでの高齢者割合のデータを 1990・2000・2010 年で作成し，各圏域に合わせた高齢

者数・及び高齢者率を算出している． 

 

4.2.5 都市サービス施設に関するデータ 

経年的な都市サービス施設立地の変化を把握するために，本章の分析においては，経済セ

ンサス・基礎調査と事業所・企業統計調査のデータを 500m メッシュ単位で把握している．

なお，データ収集年次は前節までを踏まえ，1991・2001・2011 年の 3 地点としている．その

ため，2011 年については一般に公開されている経済センサスの 500m メッシュのデータを活

用している．また，2001 年については事業所・企業統計調査の 500m メッシュのデータをそ

のまま活用している．ただし，1991 年については，事業所・企業統計調査のデータは市区町

村単位の大分類別でのみ整備されている．そのため，市区町村単位都市サービス施設増減率

を 1996-2001 年・1991-1996 年の 2 期間で算出したのち，それぞれの数値を 2001 年の各圏域

での都市サービス施設数に掛け合わせた数値を，1991 年時点での都市サービス施設数として

データ整備し，分析に活用している．なお，ピンポイントで都市サービス施設の立地や業種

を把握する必要がある場合においては，該当年次の電子電話帳のデータを適宜活用している． 

なお空き家に関するデータは，年次に限らず500mメッシュ単位でのデータは一般に公開さ

れていない．そのため，先述した分析対象年次における住宅・土地統計調査の市区町村別デ

ータを活用している． 
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4.3 共同圏単位における縮退の実態とその要因 

 

4.3.1 共同圏単位における主成分分析 

共同圏そのものの特徴や共同圏レベルでの縮退に影響のある要因を明らかにすると同時に，

共同圏を類型化するにあたり多様な説明変数を集約させる，ということを目的に，まず整備

したデータを用いて主成分分析を行った． 

なお，人口減少期においてはそもそもその生活圏の人口増減程度によって共同圏の特徴や

用いる説明変数の影響程度が大きく異なる可能性が予想される．また，都市退化＜構造＞を

検討する上では，縮退地域の実際を把握する必要がある．そのため，縮退した共同圏と縮退

していない共同圏それぞれの特徴を明確にするために，第 3 章で定義した縮退の定義に従い，

“縮退共同圏”と“非縮退共同圏”に分類した上で主成分分析を行っている．これにより，

今後人口減少が進行していく中で，共同圏の縮退に大きく寄与した変数とその程度を明確に

することができ，今後実際に縮退していく可能性がある共同圏にとっての参考情報になりう

ると考えられる．なお，縮退地域を対象とした主成分分析を行う上で，縮退の定義の中の 

1) 対象期間内において対象地域内の DID・市街化区域面積が減少すること 

2) 対象期間とした最終年次において，対象地域内の人口・都市サービス施設密度が DID，

市街化区域，市街化調整区域の順序で低くなる，かつ，少なくとも市街化区域外で経年

的に人口・都市サービス施設が経年的に増加していないこと 

の 2 つに該当する共同圏は除外している．これは，上記定義によって縮退していると判断し

た共同圏においては，必ずしも人口や都市サービス施設が減少しているとは限らず， 

3) 対象期間内において，対象地域内の人口・都市サービス施設がともに減少すること 

と縮退の傾向が大きく異なる可能性がある点を留意したものである． 

主成分分析の結果，固有値が 1 を超過した主成分軸が，縮退共同圏では 6 つ，非縮退生共

同圏では 7 つ抽出され，いずれの共同圏を対象とした分析においても抽出した主成分軸によ

る累積寄与率が約8割程度となる説明力が得られた．表4-1に各主成分軸の名称とその結果，

および使用した説明変数とその出典を示す．なお各主成分得点算出においては，変数を平均

0，分散 1 に標準化してある．なお共同圏レベルでの縮退について分析を行う上で，トリップ

データに関するデータは活用していない．これは，共同圏はそもそも「地域コミュニティを

運営する上での最小単位」として設定した分析対象範囲であるため，日常生活を送る上では

他共同圏に移動することの影響が相対的に大きく，集中・発生トリップが抽出された主成分

軸に大きく寄与する可能性が懸念されたためである． 

以下，分析の結果から考えられる共同圏全体の傾向について記載する． 

1) そもそも．本分析の補完圏内に存在する共同圏において，縮退共同圏と非縮退共同圏の

割合はおよそ 4：9 の関係にある． 

2) 縮退共同圏第 1 軸を見ると，対象期間内において人口や都市サービス施設の立地数その

ものが大きく寄与している．ただしそれらの変化量を見ると，都市サービス施設は経年

的に減少し続けている一方で，人口は経年的に減少しているとは限らない．以上よりこ

の軸を「α-ⅰ.経年施設減少軸」と命名している．なお，本軸は人口・都市サービス施

設の絶対数も大きく寄与している傾向がみられる． 

3) 縮退共同圏第 2 軸において，対象としたどの年代においても高齢者が大きく寄与してい

るとともに，空き家率の影響が非常に大きい傾向が示唆された．また，都市計画区域に

関するダミー変数が負の値を示しており，1988-1998 年と 1998-2008 年で縮退に関するダ

ミー変数の正負が逆にある．以上のことより，縮退共同圏第 2 軸を「α-ⅱ.過疎軸」と 
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表 4-1 共同圏：主成分分析結果 

α-ⅰ. α-ⅱ. α-ⅲ. α-ⅳ. α-ⅴ. α-ⅵ. β-ⅰ. β-ⅱ. β-ⅲ. β-ⅳ. β-ⅴ. β-ⅵ. β-ⅶ.

経年施設
減少軸

過疎軸
縮退

密度軸
縮退

市区域軸
人口

変動軸
近年

開発軸
施設

減少軸
非縮退
密度軸

非縮退
市区域軸

都計外
高齢軸

過去
発展軸

単調
増加軸

過去
開発軸

2008年 0.946 -0.012 0.031 0.162 0.040 0.008 0.952 0.037 0.151 -0.032 -0.027 0.036 0.159

1998年 0.939 -0.015 0.035 0.167 0.041 0.005 0.942 0.027 0.156 -0.029 -0.021 0.034 0.175

1988年 0.932 -0.016 0.035 0.161 0.159 0.003 0.936 0.022 0.155 -0.025 0.136 0.024 0.149

2008年 -0.036 0.893 -0.147 -0.146 -0.005 0.037 -0.021 -0.189 -0.153 0.820 0.055 -0.093 0.002

1998年 0.009 0.906 -0.118 -0.220 -0.174 0.038 0.015 -0.098 -0.146 0.899 -0.237 -0.032 0.001

1988年 0.007 0.809 -0.108 -0.229 -0.133 -0.026 0.014 -0.105 -0.189 0.825 -0.165 -0.021 0.009

2008年 0.945 -0.006 0.209 0.017 0.009 0.027 0.879 0.210 0.023 -0.021 -0.046 0.017 -0.347

1998年 0.944 -0.007 0.221 0.011 0.008 0.026 0.888 0.210 0.013 -0.019 -0.044 0.007 -0.337

1988年 0.950 -0.004 0.215 0.009 0.009 0.026 0.881 0.202 0.013 -0.013 -0.039 0.008 -0.377

空家率 2010年 -0.020 0.637 -0.052 -0.094 0.000 0.048 -0.004 -0.088 -0.178 0.395 0.044 0.064 -0.100
住宅・土地

統計調査

2008年 0.148 -0.150 0.726 0.493 0.082 0.032 0.117 0.739 0.470 -0.096 0.087 0.100 0.225

1998年 0.111 -0.157 0.734 0.491 0.086 0.002 0.110 0.730 0.476 -0.089 0.100 0.091 0.233

1988年 0.048 -0.104 0.407 0.263 0.809 -0.010 0.104 0.507 0.353 -0.079 0.703 0.039 0.156

2008年 0.245 -0.056 0.919 0.203 0.040 0.018 0.182 0.932 0.182 -0.082 -0.002 0.039 -0.042

1998年 0.225 -0.056 0.924 0.194 0.043 -0.003 0.189 0.937 0.151 -0.071 -0.005 0.007 -0.051

1988年 0.262 -0.033 0.918 0.181 0.045 0.004 0.209 0.934 0.156 -0.058 0.002 0.002 -0.081

1998年-2008年 0.878 0.023 -0.025 0.085 0.022 0.038 0.910 0.123 0.091 -0.055 -0.077 0.053 -0.006

1988年-1998年 -0.183 0.010 -0.002 0.005 -0.921 0.009 0.169 0.030 0.027 -0.025 -0.869 0.058 0.164

1998年-2008年 -0.675 0.016 -0.297 0.065 -0.001 -0.004 -0.675 -0.129 0.152 -0.020 0.004 0.147 0.052

1988年-1998年 -0.906 -0.029 -0.117 0.012 -0.022 -0.027 -0.168 0.076 -0.008 -0.095 -0.074 -0.029 0.806

1998年-2008年 0.014 0.026 0.057 0.056 -0.006 0.627 -0.009 -0.010 0.053 0.034 -0.004 0.482 -0.091

1988年-1998年 -0.022 -0.036 -0.036 -0.025 0.908 0.005 0.040 -0.017 -0.080 -0.144 0.821 0.100 0.022

1998年-2008年 -0.012 0.070 0.010 0.049 -0.006 0.750 -0.011 -0.004 -0.034 -0.035 0.030 0.830 0.004

1988年-1998年 -0.063 -0.685 0.011 -0.054 -0.082 -0.226 0.023 0.167 -0.037 -0.231 0.042 0.741 0.140

2008年 0.036 -0.243 0.286 0.873 0.034 0.032 0.040 0.231 0.898 -0.230 0.004 -0.009 0.004

1998年 0.034 -0.205 0.293 0.881 0.036 0.030 0.042 0.238 0.903 -0.219 0.006 -0.019 0.009

1988年 0.038 -0.152 0.332 0.842 0.048 0.025 0.055 0.282 0.863 -0.174 0.018 -0.042 0.033

市区域 0.280 -0.253 0.144 0.788 0.033 0.036 0.175 0.148 0.718 -0.304 -0.038 0.095 -0.106

市調区域 0.121 -0.639 -0.168 0.290 -0.026 0.103 0.092 -0.199 0.094 -0.577 -0.044 0.144 0.023

1998年-2008年 -0.109 -0.468 0.077 0.072 -0.005 -0.710

1988年-1998年 0.084 0.726 -0.083 -0.032 0.004 0.447

9.850 6.133 3.416 2.272 1.888 1.198 8.698 5.216 2.615 2.071 1.669 1.341 1.163

31.775 19.784 11.019 7.329 6.090 3.865 29.993 17.985 9.018 7.140 5.757 4.623 4.009

31.775 51.558 62.577 69.906 75.996 79.861 29.993 47.978 56.996 64.136 69.892 74.516 78.525

注1.　絶対値が0.5以上で網掛太字、絶対値が0.3～0.5で網掛、うち負の値を下線で示す

注2.　因子抽出法：主成分分析｜回転法はKaiserの正規化に伴うバリマックス法を用いている

固有値

縮退共同圏（N=3,853） 非縮退共同圏（N=8,996）

備考

累積寄与率

経済センサス
事業所・企業

統計調査

国勢調査

経済センサス
事業所・企業

統計調査

国勢調査

経済センサス
事業所・企業

統計調査

寄与率

変
化
量

人口

特
性

高齢
者率

都計
区域

国勢調査

国勢調査

経済センサス
事業所・企業

統計調査

国土数値情報
(ダミー変数)

人口

施設

縮退

変
化
率

人口

施設

土
地
利
用

密
度

施設

DID

人口

施設

主成分軸

説明変数

 

 

命名している．この軸が正の地域においては，1988-1998 年の段階で縮退を経験した結

果，現在人口が少な一方で高齢者や空き家が多く存在することが考えられる． 

4) 縮退共同圏第 3 軸においては，いずれの対象年次においても人口・都市サービス施設の 

密度が高い正の値を示している．ただし後述するが，非縮退共同圏においても同様の傾

向を示す主成分軸があることを考慮し，縮退共同圏第 3 軸を「α-ⅲ.縮退密度軸」と命

名している． 

5) 縮退共同圏第 4 軸において，いずれの対象年次においても DID に関するダミー変数が正

の値を示している．また，市街化区域の有無によって設定したダミー変数も DID と同様

の傾向を示している．そのため，本軸は市街化区域の有無を大きく反映した軸であるこ

とが想定されるため，「α-ⅳ.縮退市区域軸」と命名した．なお，DID の存在が大きく寄

与していることもあり，人口密度も本軸に寄与している傾向にある． 

6) 縮退共同圏第 5 軸において，過去の人口に関する変数が大きく寄与している．具体的に

は，1988-1998 年における人口変化率と 1988 年時の人口の絶対数が同様の傾向を示して

いる．以上を踏まえ，本軸を「α-ⅴ.人口変動軸」と命名した． 

7) 縮退共同圏第 6 軸において，1998-2008 年の人口・都市サービス施設の変化率が同様の

傾向を示すとともに，非常に大きく寄与していることが分かる．そのため，1998-2008

年において縮退していない地域は，本軸が正になることが想定される．以上を踏まえ，

本軸は「α-ⅵ.近年開発軸」と判断した． 

8) 非縮退共同圏第 1 軸においては，いずれの対象年次においても人口・都市サービス施設

の立地数が大きく寄与している．ただし，それらの変化量を見ると，1998-2008 年の人
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口と都市サービス施設が逆の傾向にある．つまり本軸は，人口か都市サービス施設のい

ずれかが近年逆の傾向を示していることを表している．以上を踏まえ，本軸を「β-ⅰ.

施設減少軸」と命名した． 

9) なお，縮退共同圏・非縮退共同圏いずれの主成分第 1 軸において，ほぼ同様の傾向を示

している一方で，最も大きく異なるとしては 1988-1998 年の都市サービス施設の変化量

があげられる． 

10) 非縮退共同圏第 2 軸は，いずれの対象年次においても人口・都市サービス施設の密度が

大きく寄与している．そのため，「β-ⅱ.非縮退密度軸」であると判断した．なお，縮退

共同圏においては，「β-ⅱ.非縮退密度軸」と同様の傾向にある「α-ⅲ.縮退密度軸」が

第 3 主成分軸として抽出されている． 

11) 非縮退共同圏第 3 軸は，いずれの対象年次においても DID に関するダミー変数が正の値

を示している．また，市街化区域の有無によって設定したダミー変数も DID と同様の傾

向を示している．そのため，本軸は市街化区域の有無を大きく反映した軸であることが

想定されるため，「β-ⅲ.非縮退市区域軸」と命名した．類似した主成分軸は，縮退共同

圏の第 4 主成分軸として抽出されている． 

12) 非縮退共同圏第 4 軸は，いずれの対象年次においても高齢者が大きく寄与してると同時

に，空き家率もその影響力が大きい．また，都市計画区域に関するダミー変数がいずれ

も上記高齢者・空き家率の係数と逆の傾向にある．本軸の値が正の地域は都市計画区域

外の高齢者率・空き家率の高い地域であることが想定される．以上を踏まえ，「β-ⅳ.都

計外高齢軸」と命名した． 

13) 非縮退共同圏第 5 軸において，1990 年時点の人口密度が正であるのに対して，1988-1998

年における人口の変化量が負，変化率が正となっている．本軸が正である場合は，1988

年当時は人口が多かったものの，経年的時大幅にその量を低下させてきた，と考えるこ

とができる．そのため本軸を「β-ⅴ.過去発展軸」であると判断した． 

14) 非縮退共同圏第 6 軸において，都市サービス施設の変化率が経年的に単調であり，1998

年以降は人口においても都市サービス施設の変化と同様の傾向にある．以上を踏まえ，

「β-ⅵ.単調増加軸」であると判断した． 

15) 非縮退共同圏第 7 軸において，1988-1998 年の都市サービス施設の変化率が大きく寄与

した結果，都市サービス施設の絶対数にまで大きく影響を与えている軸であることが分

かる．そのため「β-ⅶ.過去開発軸」と命名した． 

縮退共同圏と非縮退共同圏の主成分分析の結果を比較すると，非縮退共同圏においては寄

与率が 4 番目であった高齢者や空き家率に関する主成分軸が，縮退共同圏においては第 2 軸

として抽出されている．また，縮退共同圏において第 3 軸で抽出された密度に関する主成分

軸が，非縮退共同圏においては第 2 軸として抽出されている．共同圏レベルでの縮退の有無

においては，人口や都市サービス施設の絶対数より，共同圏でそれらの密度を保てているか

否かが，要因の 1 つとして考えられる． 

 

4.3.2 共同圏単位における類型化地域の作成 

対象とした東京 PT 圏内の共同圏において，4.3.1 で算出した主成分得点を用いクラスター

分析を行い，その結果を参考に共同圏レベルにおいて類型化地域の作成を行った．これによ

り，類似した都市構造の変遷を経た共同圏が本論文における補完圏にどのように分布してい

るか把握することが可能である．その結果を，“縮退共同圏”“非縮退共同圏”それぞれにつ

いて表 4-2・表 4-3 に示す．表中の数値は，それぞれに該当した共同圏における各主成分軸

の平均主成分得点を示している．また，図 4-2・図 4-3 にそれぞれ縮退共同圏・非縮退共同

圏の分布を示す．なお縮退共同圏においては，4.3.1 の分析で除外した 
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1) 対象期間内において対象地域内の DID・市街化区域面積が減少すること 

2) 対象期間とした最終年次において，対象地域内の人口・都市サービス施設密度が DID，

市街化区域，市街化調整区域の順序で低くなる，かつ，少なくとも市街化区域外で経年

的に人口・都市サービス施設が経年的に増加していないこと 

と定義した共同圏に該当する地域のサンプル数やその分布をそれぞれ表 4-2 と図 4-2 に示し

ているに示している．以下それぞれの図表の考察を記載する． 

1) 縮退している共同圏の中でも「α-Ⅰ.高密度型」のように縮退していても，共同圏内に

多くの人口や都市サービス施設が立地し，それらの密度が高い共同圏が確認された．こ 

 

表 4-2 縮退共同圏：クラスター分析結果 

α-ⅰ. α-ⅱ. α-ⅲ. α-ⅳ. α-ⅴ. α-ⅵ.

経年施設
減少軸

過疎軸
縮退

密度軸
縮退

市区域軸
人口

変動軸
近年

開発軸

α-Ⅰ.
高密度型 0.076 -0.413 0.547 1.379 0.044 -0.007 968

α-Ⅱ. 地方
縮退型 -0.009 -0.540 -0.185 -0.702 -0.098 -0.475 1461

α-Ⅲ. 過去
縮退型

-0.124 -0.158 -0.319 -0.579 0.871 3.156 110

α-Ⅳ. 過疎
高齢型

-0.044 1.129 -0.209 -0.229 0.005 0.331 1068

α-Ⅴ. DID型

(共同圏)
91

α-Ⅵ. 集約型
(共同圏)

246

サンプル
数

縮退共同圏

主成分軸

 

 

 

図 4-2 縮退共同圏分布 
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のような共同圏においては，α-ⅲ.縮退密度軸やα-ⅳ.縮退市区域軸がともに正となって

おり，市街化区域内の密度が高く保たれている可能性が考えられる．ただし，α-ⅵ.近

年開発軸が負となっており，近年緩やかに人口や都市サービス施設が減少していること

が予想される．本類型の分布を図 4-2 で確認すると，東京郊外や神奈川県・埼玉県の中

でも東京都に距離的に近接している地域に連続して分布している傾向にある．なお，点

在するα-Ⅰ.高密度型の実態を確認すると，公民館やバス停などの施設が立地している

傾向がみられた． 

2) 「α-Ⅱ.地方縮退型」の実態を見ると，α-Ⅰ.高密度型と比較して連続して分布しにくく，

公民館やバス停などの施設も立地していない傾向が見られる．また，α-ⅰ.経年施設減

少軸やα-ⅴ.人口変動軸が負となっており，緩やかながら人口・都市サービス施設とも 

 

表 4-3 非縮退共同圏：クラスター分析結果 

β-ⅰ. β-ⅱ. β-ⅲ. β-ⅳ. β-ⅴ. β-ⅵ. β-ⅶ.

施設
減少軸

非縮退
密度軸

非縮退
市区域軸

都計外
高齢軸

過去
発展軸

単調
増加軸

過去
開発軸

β-Ⅰ. 高密
施設増型

0.016 2.419 0.771 -0.056 0.181 0.007 0.548 672

β-Ⅱ. 都計内
発展型

0.056 -0.185 1.139 -0.326 -0.096 -0.041 -0.101 3,000

β-Ⅲ. 地方
非縮退型

-0.041 -0.215 -0.881 -0.543 0.060 0.099 -0.042 3,383

β-Ⅳ. 高齢
分散型

-0.021 -0.177 -0.491 1.470 -0.018 -0.112 0.041 1,941

サンプル
数

非縮退共同圏

主成分軸

 

 

 
図 4-3 非縮退共同圏分布 
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に経年的に減少している傾向が見られる． 

3) 特徴的な縮退共同圏として，「α-Ⅲ.過去縮退型」があげられる．これはα-ⅵ.近年開発

軸が大きく正の値を取っており，近年人口や都市サービス施設を増加させている傾向に

ある．なお，分布を確認すると「α-Ⅳ.過疎高齢型」と隣接している傾向にあり，周辺

が経年的に縮退している可能性がある中，近年新規に都市サービス施設等が立地したこ

とにより，人口や都市サービス施設が増加してきている可能性が考えられる． 

4) 非縮退共同圏の分布をみると，東京都心から鉄道や道路沿線上に「β-Ⅰ.高密施設増型」

が分布し，そこから経年的に人口・都市サービス施設を増加していると考えられる「β-

Ⅱ.都計内発展型」が連続的に分布する．β-ⅶ.過去開発軸の符号から判断すると，β-Ⅰ.

高密施設増型は 1988 年から人口や都市サービス施設の集積が見られ，β-Ⅱ.都計内発展

型は 1998 年以降に人口・都市サービス施設の立地が目立った地域類型であることが想

定される． 

5) 「β-Ⅳ.高齢分散型」のように，人口と都市サービス施設が同時に減少していないもの

の，経年的に高齢者率や空き家率が高まっている非縮退共同圏も存在する．このような

類型は「α-Ⅳ.過疎高齢型」と連続的に分布している傾向がみられる。 



 

29 

 

4.4 生活圏単位における縮退の実態とその要因 

 

4.4.1 生活圏単位における主成分分析 

一次生活圏として設定した生活圏における都市構造の経年的変遷を把握するにあたり，

4.3.1 と同様，“縮退生活圏”と“非縮退生活圏”に分類し，その上で主成分分析を行い，縮

退に大きく寄与する要因について検討する．また，共同圏と生活圏を比較することで，都市

構造の経年的変遷を把握する上で，規模によって留意する点が存在するかについても把握す

る．なお，共同圏の分析時と同様，本項の主成分分析を行う上でも，縮退の定義の中の 

1) 対象期間内において対象地域内の DID・市街化区域面積が減少すること 

2) 対象期間とした最終年次において，対象地域内の人口・都市サービス施設密度が DID，

市街化区域，市街化調整区域の順序で低くなる，かつ，少なくとも市街化区域外で経年

的に人口・都市サービス施設が経年的に増加していないこと 

の 2 つに該当する生活圏は除外している． 

主成分分析の結果，固有値が 1 を超過した主成分軸が，縮退生活圏では 6 つ，非縮退生活

圏では 7 つ抽出され，いずれの生活圏を対象とした分析においても抽出した主成分軸におけ

る累積寄与率が 8 割以上の説明力が得られた．表 4-4 に各主成分軸の名称とその結果，およ

び使用した説明変数とその出典を示す．なお各主成分得点算出においては，変数を平均 0，

分散 1 に標準化してある． 

以下，分析の結果から考えられる生活圏全体の傾向について記載する． 

1) 縮退生活圏第 1 軸を見ると，対象期間内において人口や都市サービス施設の立地数が大

きく寄与している．ただしそれらの変化量を見ると，都市サービス施設は経年的に減少

し続けている一方で，人口は経年的に増加傾向にある．以上よりこの軸を「a-ⅰ.経年施

設減少軸」と命名している．なお，縮退生活圏第 1 軸と縮退共同圏第 1 軸において，ほ

ぼ同様の傾向が示された． 

2) 縮退生活圏第 2 軸においては，いずれの対象年次においても人口・都市サービス施設の

密が大きく寄与している．そのため，本軸を「a-ⅱ.縮退密度軸」と判断している．なお，

縮退密度軸は共同圏においても抽出されており，共同圏の分析においては第 4 主成分軸

として抽出されている．分析対象が変化したことにより都市構造に大きく寄与する地域

属性にも差異が生じている．また，生活圏規模で縮退の実態を把握する際には，人口・

都市サービス施設に関する密度が重要となる可能性が考えられる． 

3) 縮退生活圏第 3 軸は，いずれの対象年次においても高齢者率が大きく寄与し，空き家率

も同様の傾向にある．また，都市計画区域に関するダミー変数は高齢者・空き家率とは

逆の傾向を示している．以上より，「a-ⅲ.過疎軸」であると判断した． 

4) 縮退生活圏第 4 軸において，DID と都市計画区域に関するダミーが大きく寄与している．

そのため，本軸を「a-ⅳ.縮退市区域軸」であると判断した． 

5) 縮退生活圏第 5 軸において，過去の人口に関する変数が大きく寄与している．具体的に

は，1988-1998 年における人口変化率と 1988 年時の人口の絶対数の符号についてが逆の

関係が見られる．変化率が大きいものの変化量が小さい地域であることから，都市規模

が小さい地域が影響を受けることが想定される．以上を踏まえ，本軸を「a-ⅴ.人口変動

軸」と命名した． 

6) 縮退生活圏第 6 軸において，1988-1998 年と 1998-2008 年における都市サービス施設の増

減率が逆の傾向を示している．なお，この傾向はその地域が縮退したタイミングと同様

の傾向にあり，「a-ⅵ.過去縮退軸」であると判断した． 
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表 4-4 生活圏：主成分分析結果 

a-ⅰ. a-ⅱ. a-ⅲ. a-ⅳ. a-ⅴ. a-ⅵ. b-ⅰ. b-ⅱ. b-ⅲ. b-ⅳ. b-ⅴ. b-ⅵ. b-ⅶ.

経年施設
減少軸

縮退
密度軸

過疎軸
縮退

市区域軸
人口

変動軸
過去

縮退軸
施設

減少軸
非縮退
密度軸

非縮退
市区域軸

都計外
高齢者軸

成長軸
過去

発展軸
開発軸

2008年 0.919 0.003 -0.090 0.133 0.044 0.117 0.927 0.057 0.142 -0.064 0.075 0.065 0.264

1998年 0.910 0.003 -0.090 0.148 0.048 0.109 0.916 0.052 0.144 -0.058 0.082 0.060 0.277

1988年 0.721 0.002 -0.105 0.129 0.599 0.104 0.920 0.054 0.138 -0.060 0.080 -0.064 0.259

2008年 -0.158 -0.044 0.868 -0.181 0.020 0.054 -0.146 -0.013 -0.174 0.834 0.016 -0.153 -0.021

1998年 -0.033 0.024 0.876 -0.285 -0.186 0.077 -0.014 0.049 -0.224 0.882 -0.033 0.242 -0.122

1988年 -0.042 -0.056 0.772 -0.241 -0.138 0.000 -0.016 -0.158 -0.257 0.798 -0.014 0.159 -0.172

2008年 0.955 0.020 -0.007 0.148 -0.010 0.036 0.910 0.159 0.131 -0.054 0.046 0.060 -0.258

1998年 0.957 0.022 0.000 0.155 -0.012 0.019 0.916 0.159 0.120 -0.045 0.045 0.055 -0.270

1988年 0.963 0.023 0.000 0.145 -0.007 0.043 0.909 0.157 0.111 -0.039 0.043 0.048 -0.310

空家率 2010年 -0.044 -0.042 0.736 -0.041 0.028 -0.033 -0.051 -0.080 -0.214 0.227 -0.080 0.003 -0.332
住宅・土地

統計調査

2008年 0.012 0.993 -0.020 -0.035 -0.004 0.009 0.055 0.970 0.017 -0.019 0.046 0.025 0.157

1998年 0.003 0.995 -0.018 -0.035 -0.004 0.006 0.028 0.970 0.002 -0.010 0.045 0.019 0.157

1988年 0.001 0.986 -0.013 -0.030 0.043 0.015 0.029 0.940 0.009 -0.015 0.039 -0.189 0.153

2008年 0.037 0.995 -0.001 -0.021 -0.010 0.004 0.177 0.963 0.020 -0.023 0.032 0.041 -0.128

1998年 0.031 0.995 0.000 -0.022 -0.009 -0.006 0.204 0.946 0.021 -0.021 0.040 0.043 -0.157

1988年 0.032 0.994 0.003 -0.020 -0.008 -0.002 0.201 0.949 0.013 -0.014 0.038 0.039 -0.171

1998年-2008年 0.839 0.002 -0.068 -0.035 -0.001 0.184 0.883 0.096 0.103 -0.114 -0.003 0.108 0.097

1988年-1998年 -0.043 0.000 0.059 -0.026 -0.937 -0.035 0.244 -0.002 0.080 -0.002 0.036 0.895 0.204

1998年-2008年 -0.700 -0.035 -0.079 -0.184 0.040 0.174 -0.602 -0.090 0.088 -0.097 -0.008 0.040 0.320

1988年-1998年 -0.828 -0.024 -0.001 -0.015 -0.053 -0.266 -0.085 -0.011 0.119 -0.100 0.021 0.107 0.711

1998年-2008年 -0.230 -0.029 0.069 -0.177 0.017 -0.228 0.003 0.031 -0.058 -0.050 0.880 -0.067 0.070

1988年-1998年 -0.033 0.002 -0.065 0.081 0.883 0.015 0.035 0.008 -0.028 -0.138 0.138 -0.928 0.044

1998年-2008年 0.040 0.071 0.131 -0.100 0.031 -0.729 0.119 0.073 0.136 -0.095 0.908 0.002 0.036

1988年-1998年 0.143 0.078 0.247 -0.008 0.157 0.627 0.095 0.088 0.098 -0.055 0.904 -0.045 -0.023

2008年 0.179 -0.051 -0.282 0.902 0.040 0.041 0.146 0.013 0.931 -0.209 0.021 0.044 0.086

1998年 0.176 -0.051 -0.251 0.911 0.041 0.041 0.153 0.021 0.939 -0.198 0.025 0.042 0.093

1988年 0.204 -0.041 -0.139 0.872 0.070 0.093 0.190 0.041 0.891 -0.168 0.051 0.027 0.135

市区域 0.221 -0.042 -0.352 0.816 0.053 0.084 0.112 -0.049 0.642 -0.454 0.218 0.020 0.016

市調区域 0.018 0.005 -0.671 0.299 -0.007 0.024 0.017 -0.038 0.141 -0.576 0.401 0.024 0.014

1998年-2008年 -0.401 0.017 -0.243 -0.061 0.023 -0.672

1988年-1998年 0.231 0.141 0.682 0.032 0.025 0.435

8.498 6.041 4.932 2.079 1.971 1.288 8.361 5.046 4.126 2.477 1.898 1.345 1.150

27.412 19.487 15.911 6.706 6.358 4.154 28.832 17.400 14.228 8.540 6.546 4.638 3.966

27.412 46.899 62.810 69.516 75.875 80.029 28.832 46.232 60.460 69.000 75.546 80.184 84.150

注1.　絶対値が0.5以上で網掛太字、絶対値が0.3～0.5で網掛、うち負の値を下線で示す

注2.　因子抽出法：主成分分析｜回転法はKaiserの正規化に伴うバリマックス法を用いている

固有値

縮退生活圏（N=520） 非縮退生活圏（N=820）

備考

累積寄与率

経済センサス
事業所・企業

統計調査

国勢調査

経済センサス
事業所・企業

統計調査

国勢調査

経済センサス
事業所・企業

統計調査

寄与率

変
化
量

人口

特
性

高齢
者率

都計
区域

国勢調査

国勢調査

経済センサス
事業所・企業

統計調査

国土数値情報
(ダミー変数)

人口

施設

縮退

変
化
率

人口

施設

土
地
利
用

密
度

施設

DID

人口

施設

主成分軸

説明変数

 

 

7) 非縮退生活圏第 1 軸において，いずれの対象年次においても人口・都市サービス施設の

立地数が大きく寄与している．ただし，それらの変化量を見ると，1998-2008 年の人口

と都市サービス施設が逆の傾向にある．つまり本軸は，人口か都市サービス施設のいず

れかが近年逆の傾向を示していることを表している．以上を踏まえ，本軸を「b-ⅰ.施設

減少軸」と命名した．なお，本軸は非縮退共同圏とほぼ同様の傾向を示している． 

8) 非縮退生活圏第 2 軸において，いずれの対象年次においても人口・都市サービス施設の

密度が大きく寄与している．以上より，「b-ⅱ.非縮退密度軸」と判断した．なお，本軸

も非縮退共同圏と同様の傾向を示している． 

9) 非縮退生活圏第 3 軸において，各年次の DID や市街化区域に関するダミーが大きく寄

与している．そのため，「b-ⅲ.非縮退市区域軸」と判断している．なお，本軸も非縮退

共同圏と同様の軸名を設定したが，人口密度において全く異なる傾向を示している．共

同圏においては人口密度も高く寄与していたが，生活圏においては人口密度の係数は非

常に低い傾向が示唆されている． 

10) 非縮退生活圏第 4 軸において，いずれの対象年次においても高齢者の寄与率が高く，ま

た，都市計画区域に関するダミーが上記高齢者に関する変数とは逆の傾向にある．その

ため，「b-ⅳ.都計外高齢者軸」と判断した．本軸も非縮退共同圏と同様であるものの，

空き家率において異なる傾向にある． 

11) 非縮退生活圏第 5 軸において，継続的に都市サービス施設の変化率が大きく影響してい

ると同時に，1998-2008 年における人口の変化率も，上記都市サービス施設の変化率と

同様の傾向にある．そのため，「b-ⅴ.成長軸」であると判断した． 
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12) 非縮退生活圏第 6 軸において，1988-1998 年の人口変化量と，人口変化率に逆の関係が

見られる．本軸が正であれば，変化量は大きいものの変化率は小さい地域であることか

ら，都市の規模が大きい地域が該当することが考えられる．以上を踏まえ，「b-ⅵ.過去

発展軸」と命名している． 

13) 非縮退生活圏第7軸において1988-1998年の都市サービス施設変化量が大きい場合にお

いては，1988 年時点の都市サービス施設の絶対数が低い傾向にある．ただし，人口・都

市サービス施設の変化量・変化率ともに常に正で，空き家率も低い傾向にある．そのた

め，「b-ⅶ.開発軸」であると判断した． 

 

4.4.2 生活圏単位における類型化地域の作成 

共同圏での分析同様，生活圏においても対象とした東京 PT 圏内の生活圏において，主成

分得点を用いてクラスター分析を行い，類型化を試みた．その結果を，縮退生活圏・非縮退

生活圏それぞれについて表 4-5・表 4-6 に示す．表中の数値は，それぞれに該当する生活圏

における各主成分軸の平均主成分得点を示している．縮退生活圏・非縮退生活圏それぞれの

分布を図 4-4・図 4-5 に示す．また，それぞれの類型生活圏を構成する各類型共同圏の割合

について図 4-6 に示す．これにより縮退が生活圏全体の傾向であるのか，その一部でのみ発

生している可能性があるのか，検討する．なお縮退生活圏においては，4.4.1 の分析で除外し

た 

1) 対象期間内において対象地域内の DID・市街化区域面積が減少すること 

2) 対象期間とした最終年次において，対象地域内の人口・都市サービス施設密度が DID，

市街化区域，市街化調整区域の順序で低くなる，かつ，少なくとも市街化区域外で経年

的に人口・都市サービス施設が経年的に増加していないこと 

と定義した生活圏に該当する地域のサンプル数やその分布をそれぞれ表 4-5 と図 4-4 に示し

ている．以下それぞれの図表の考察を記載する． 

1) 表 4-5 において，a-ⅱ.縮退密度軸が正である「a-Ⅰ.高密縮退型」と「a-Ⅱ.中心縮退型」

を比較すると，いずれも縮退生活圏の中では人口・都市サービス施設の密度は高いもの

の，a-Ⅱ.中心縮退型は a-ⅰ.経年施設減少軸が正を示していることから，人口・都市サー

ビス施設の立地数そのものが大きいことが想定される．また，a-ⅵ.過去縮退軸から判断

すると，a-Ⅰ.高密縮退型は近年緩やかに縮退してきた地域であることが想定される．な

お図 4-4 で a-Ⅱ.中心縮退型の分布を確認すると，東京 23 区内や神奈川県内にしか分布

していない． 

2) 表 4-5 において，a-ⅱ.縮退密度軸が負である「a-Ⅲ.都計内縮退型」と「a-Ⅳ.地方部縮退

型」を比較すると，a-Ⅳ.地方部縮退型は 1988 年には人口・都市サービス施設ともに減少

傾向にあり，その結果として高齢化率や空き家率と関係の強い a-ⅲ.過疎軸も正となって

いることが考えられる．分布を図 4-4 で確認すると，a-Ⅳ.地方部縮退型は連続的に分布

している一方で，a-Ⅲ.都計内縮退型は a-Ⅰ.高密縮退型に隣接して分布している傾向が見

られる． 

3) 図 4-5 から判断すると，東京の都心に近い地域において「b-Ⅰ.都心型」が分布し，都心

から離れるにしたがって「b-Ⅱ.高密成長型」「b-Ⅲ.値区域発達型」「b-Ⅳ.高齢郊外型」と

連続的に分布している傾向が見られる． 

4) 表 4-6 より，b-Ⅰ.都心型と b-Ⅱ.高密成長型を比較すると，b-Ⅱ.高密成長型における b-

ⅵ.開発軸が正となっており，1998 年以降に人口や都市サービス施設の立地が増加してい

る傾向にあることが分かる． 

5) 図 4-6 において，a-Ⅳ.地方縮退型を除いた縮退生活圏の構成類型共同圏の割合を見ると，

約 3~4 割は縮退共同圏であるものの，その多くは非縮退共同圏であることが分かる．一
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方，非縮退生活圏に着目すると，b-Ⅱ.高密成長型を除いた非縮退生活圏において，約 2~3

割程度は縮退共同圏によって構成されている．共同圏と生活圏の関係において，生活圏

内に約 3 割程度縮退共同圏を包含しているか否かが，生活圏レベルでの縮退・非縮退の

1 つの境目である可能性があると考えられる． 

6) 図 4-6 において，a-Ⅳ.地方部縮退型と b-Ⅱ.高密成長型においては上記 5)の傾向が見られ

ない．具体的には，a-Ⅳ.地方部縮退型においては約 7 割程度が縮退共同圏によって構成 

 

 

表 4-5 縮退生活圏：クラスター分析結果 

a-ⅰ. a-ⅱ. a-ⅲ. a-ⅳ. a-ⅴ. a-ⅵ.

経年施設
減少軸

縮退
密度軸

過疎軸
縮退

市区域軸
人口

変動軸
過去

縮退軸

a-Ⅰ. 高密
縮退型

-0.120 0.175 -0.578 -0.899 0.021 -0.271 160

a-Ⅱ. 中心
縮退型

4.369 0.092 -0.171 0.363 0.206 1.280 18

a-Ⅲ. 都計内
縮退型

-0.244 -0.081 -0.463 1.260 -0.065 -0.275 137

a-Ⅳ. 地方部
縮退型

-0.171 -0.123 1.046 -0.233 0.012 0.382 152

a-Ⅴ. DID型

(生活圏)
7

a-Ⅵ. 集約型
(生活圏)

53

サンプル
数

縮退生活圏

主成分軸

 
 

 

図 4-4 縮退生活圏分布 
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されており，その多くがα-Ⅳ.過疎高齢型である．一方，b-Ⅱ.高密成長型においては，

約 9 割程度が非縮退共同圏によって構成されており，その多くがβ-Ⅰ.高密施設増型，

β-Ⅱ.都計内発展型である． 

 

 

 

表 4-6 非縮退生活圏：クラスター分析結果 

b-ⅰ. b-ⅱ. b-ⅲ. b-ⅳ. b-ⅴ. b-ⅵ. b-ⅶ.

施設
減少軸

非縮退
密度軸

非縮退
市区域軸

都計外
高齢者軸

成長軸
過去

発展軸
開発軸

b-Ⅰ.
都心型 0.596 -0.029 -0.266 0.412 -2.591 0.047 -0.526 86

b-Ⅱ. 高密
成長型

0.860 0.151 0.431 -0.352 0.087 -0.295 1.119 124

b-Ⅲ. 市区域
発達型

-0.276 -0.092 0.281 -0.371 0.277 0.066 -0.187 444

b-Ⅳ. 高齢
郊外型

-0.213 0.149 -0.935 1.042 0.537 0.020 -0.064 166

サンプル
数

主成分軸

非縮退生活圏

 

 

 

 

 
図 4-5 非縮退生活圏分布 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

a-Ⅰ.高密縮退型(N=160)

a-Ⅱ.中心縮退型(N=18)

a-Ⅲ.都計内縮退型(N=137)

a-Ⅳ.地方縮退型(N=152)

a-Ⅴ.DID型（生活圏）(N=7)

a-Ⅵ.集約型（生活圏）(N=53)

b-Ⅰ.都心型(N=86)

b-Ⅱ.高密成長型(N=124)

b-Ⅲ.市区域発達型(N=444)

b-Ⅳ.高齢郊外型(N=166)

χ2 自由度 P値

28532.2 81 0.001 残差分析： **1%有意 *5%有意

α-Ⅰ.高密度型

α-Ⅱ.地方縮退型

α-Ⅲ.過去縮退型

α-Ⅳ.過疎高齢型

α-Ⅴ.DID型（共同圏）

α-Ⅵ.集約型（共同圏）

β-Ⅰ.高密施設増型

β-Ⅱ.都計内発展型

β-Ⅲ.地方非縮退型

β-Ⅳ.高齢分散型

**

**

  

  

** ** **

** **

**   

  

****

**

**

****

  

  ** **

**

** **

**

 

図 4-6 生活圏：類型共同圏構成割合 
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4.5 交通圏単位における縮退の実態とその要因 

 

4.5.1 交通圏単位における主成分分析 

都市退化＜構造＞を検討するにあたり，本研究では退化性能として居住者の移動量に着目

する．そのため，交通圏においても都市構造の経年変遷に関わる説明変数を用いて，都市構

造変遷そのものやそれに寄与する要因等を明らかにしたうえで，それぞれの交通圏で居住者

の移動量を把握する．交通圏を類型化するにあたり，4.3.1・4.4.1 と同様，“縮退交通圏”と

“非縮退交通圏”に分類し，その上で主成分分析を行っている．なお，交通圏を対象とした

主成分分析を実施する上では，そもそも該当する交通圏でどのような交通活動が行われてい

るのか，その傾向を把握するためにトリップに関わる説明変数を追加したうえで分析してい

る． 

主成分分析の結果，固有値が 1 を超過した主成分軸が，縮退交通圏では 8 つ，非縮退交通

圏では 9 つ抽出され，いずれの生活圏を対象とした分析においても抽出した主成分軸におけ

る累積寄与率が 8 割を超える説明力が得られた．表 4-7 に各主成分軸の名称とその結果，お

よび使用した説明変数とその出典を示す．なお各主成分得点算出においては，変数を平均 0，

分散 1 に標準化してある． 

以下，分析の結果から考えられる交通圏全体の傾向について記載する． 

1) 縮退交通圏第 1 軸を見ると，都市サービス施設の立地数，および密度が大きく寄与して

いる．また，公共交通と自動車の分担率が逆の傾向を示しており，本軸が正の地域は公

共交通の分担率が高い．更に，通勤・通学の内々・発生トリップ以外のトリップに関す

る影響も大きい傾向にある．以上を踏まえ，「A-ⅰ.施設高密移動軸」と命名している．  

2) 縮退交通圏第 2 軸においていずれの時点においても人口の影響が大きい．また，内々・

発生トリップの私用・通勤通学が大きく寄与しており，自地域が発地となる活動が盛ん

である可能性が考えられる．以上を踏まえ「A-ⅱ.地区内活発軸」であると考えられる． 

3) 縮退交通圏第 3 軸において，人口の絶対数，およびその密度が大きく寄与している．ま

た，縮退交通圏の中では近年は相対的に人口減少が緩やかな可能性が高い．また，自動

車の分担率に関する変数が負の値を取っており，本軸が正の地域においては公共交通や

徒歩等を活用していることが想定される．以上を踏まえ，「A-ⅲ.公共交通人口高密軸」

であると判断した． 

4) 縮退交通圏第 4 軸において，DID や市街化区域に関するダミー変数が正の値となってい

る．また，高齢者率はいずれの時点においても負の値となっている．以上を踏まえ，「A-

ⅳ.非高齢市区域軸」と命名した．自動車の分担率が低いことも特徴としてあげられる． 

5) 縮退交通圏第 5 軸において，高齢者率、および空き家率が正の値である．その一方で，

人口・都市サービス施設の密度，および変化量・変化率ともに負の値である．以上を踏

まえ，本軸を「A-ⅴ.高齢縮退軸」であると判断した．ただし，縮退に関する変数に着目

すると，1998-2008 年において負の値を取っており，近年縮退の傾向が緩やかになった

ことが想定される． 

6) 縮退交通圏第 6 軸において人口の変化量・変化率ともに大きい．その一方で，1998-2008

年における縮退ダミーが負の値を取っており，近年は人口の変化量・変化率が緩やかに

なっている可能性が考えられる．以上より，「A-ⅵ.人口変化軸」と命名している． 

7) 縮退交通圏第 7 軸においては，都市サービス施設の密度の影響が大きい一方で，変化率

や変化量は 1998-2008 年で負の値となっている．本軸が正の場合は，都市サービス施設

の密度は相対的に高いものの，近年その減少が著しい地域である可能性が考えられる． 
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表 4-7 交通圏：主成分分析結果 

A-ⅰ. A-ⅱ. A-ⅲ. A-ⅳ. A-ⅴ. A-ⅵ. A-ⅶ. A-ⅷ. B-ⅰ. B-ⅱ. B-ⅲ. B-ⅳ. B-ⅴ. B-ⅵ. B-ⅶ. B-ⅷ. B-ⅸ.

施設高密
移動軸

地区内
活発軸

公共交通
人口高密軸

非高齢
市区域軸

高齢
縮退軸

人口
変化軸

施設
変化軸

人口
回復軸

活発軸
低密

自動車軸
高齢

郊外軸
非高齢

市区域軸
経年

増加軸
市区域外
人口軸

高齢
人口軸

過去
施設軸

空き家
増加軸

2008年 0.044 0.892 0.378 0.080 -0.095 0.061 -0.006 -0.036 0.809 0.341 -0.380 -0.113 0.077 0.122 0.085 -0.060 -0.121

1998年 0.008 0.915 0.316 0.088 -0.085 0.041 0.005 -0.061 0.792 0.388 -0.367 -0.154 0.037 0.073 0.076 -0.046 -0.120

1988年 0.013 0.913 0.320 0.088 -0.081 -0.017 0.018 -0.056 0.803 0.346 -0.358 -0.190 0.081 0.030 0.039 -0.055 -0.146

2008年 -0.417 -0.053 -0.448 -0.319 0.541 -0.195 0.066 -0.071 -0.073 0.317 0.312 -0.398 0.285 -0.296 0.128 0.364 -0.085

1998年 0.032 -0.231 -0.219 -0.352 0.735 -0.262 0.112 -0.051 0.083 -0.133 0.459 -0.501 0.407 -0.058 0.347 0.251 0.028

1988年 0.179 -0.343 -0.174 -0.299 0.686 -0.149 0.121 -0.010 0.042 -0.065 0.502 -0.449 0.294 0.017 0.425 0.262 -0.010

2008年 0.871 0.226 0.278 0.072 0.027 -0.007 0.132 0.174 0.929 -0.028 0.205 0.064 -0.094 0.030 0.060 -0.065 -0.143

1998年 0.857 0.234 0.285 0.078 0.028 -0.023 0.196 0.170 0.922 -0.036 0.213 -0.004 -0.170 -0.003 0.054 -0.050 -0.138

1988年 0.837 0.250 0.320 0.080 0.052 -0.046 0.195 0.174 0.908 -0.101 0.246 -0.032 -0.114 -0.028 0.069 -0.117 -0.126

2010年 0.461 -0.297 -0.247 0.071 0.469 0.202 0.016 -0.023 -0.155 0.272 0.367 0.014 -0.095 0.080 0.393 -0.212 0.308
住宅・土地

統計調査

2008年 0.078 0.278 0.887 0.109 -0.121 -0.101 0.138 0.021 0.356 -0.724 -0.346 -0.299 -0.123 0.149 0.074 -0.151 -0.013

1998年 0.025 0.324 0.867 0.116 -0.130 -0.125 0.146 -0.053 0.360 -0.676 -0.385 -0.354 -0.151 0.115 0.061 -0.169 -0.005

1988年 0.026 0.319 0.866 0.114 -0.126 -0.149 0.151 -0.053 0.373 -0.689 -0.357 -0.364 -0.122 0.095 0.049 -0.166 -0.012

2008年 0.718 -0.286 0.244 0.078 -0.062 0.153 0.397 0.240 0.361 -0.747 0.293 0.053 -0.232 0.081 0.033 0.057 -0.078

1998年 0.701 -0.283 0.242 0.080 -0.069 0.150 0.437 0.235 0.365 -0.747 0.289 0.016 -0.278 0.068 0.029 0.061 -0.075

1988年 0.699 -0.279 0.267 0.082 -0.059 0.135 0.434 0.241 0.378 -0.751 0.311 0.014 -0.251 0.058 0.035 0.031 -0.072

1998年-2008年 0.331 0.165 0.690 -0.040 -0.119 0.197 -0.102 0.196 0.466 -0.178 -0.258 0.242 0.313 0.405 0.097 -0.125 -0.063

1988年-1998年 -0.081 -0.185 -0.137 -0.018 -0.044 0.837 -0.188 -0.060 0.273 0.489 -0.239 0.198 -0.317 0.356 0.317 0.054 0.148

1998年-2008年 -0.477 -0.225 -0.249 -0.103 -0.028 0.143 -0.651 -0.081 -0.041 0.068 -0.080 0.529 0.611 0.252 0.041 -0.106 -0.024

1988年-1998年 -0.288 -0.334 -0.572 -0.070 -0.291 0.276 -0.113 -0.156 0.087 0.493 -0.255 0.206 -0.418 0.189 -0.108 0.501 -0.087

1998年-2008年 0.525 -0.149 0.371 0.125 -0.118 0.302 0.132 0.483 0.003 -0.268 0.024 0.309 0.191 0.192 0.062 0.352 0.035

1988年-1998年 -0.034 0.095 0.013 0.088 -0.161 0.875 0.029 0.217 -0.166 0.296 0.044 0.139 -0.336 0.431 0.425 -0.019 0.466

1998年-2008年 0.075 -0.050 -0.094 0.052 -0.197 0.109 -0.721 0.085 -0.156 0.009 -0.097 0.559 0.616 0.157 0.006 -0.045 0.029

1988年-1998年 0.030 -0.175 -0.649 -0.207 -0.479 0.178 0.002 -0.067 -0.196 0.394 -0.066 0.320 -0.378 0.218 -0.192 0.396 -0.078

2008年 0.214 0.213 0.299 0.850 -0.071 0.053 0.020 -0.027 0.286 -0.208 -0.460 0.389 -0.081 -0.550 0.307 0.066 0.033

1998年 0.221 0.221 0.283 0.848 -0.079 0.003 0.030 -0.021 0.278 -0.221 -0.473 0.396 -0.069 -0.553 0.285 0.087 -0.038

1988年 0.236 0.230 0.342 0.821 -0.096 0.051 0.026 -0.035 0.320 -0.248 -0.493 0.359 -0.076 -0.461 0.231 0.033 -0.008

市区域 0.221 0.153 0.422 0.509 -0.326 -0.002 -0.071 0.017 -0.117 0.602 -0.068 0.213 0.116 -0.023 -0.118 -0.114 0.084

市調区域 -0.321 -0.042 -0.197 -0.093 -0.063 0.137 -0.039 0.608 0.148 -0.146 -0.339 0.306 -0.080 -0.235 0.079 -0.056 0.122

1998年-2008年 -0.163 -0.190 -0.717 -0.172 -0.025 -0.407 -0.001 -0.125

1988年-1998年 0.093 0.182 0.487 0.218 0.454 0.246 0.190 -0.088

2008年 0.698 -0.158 0.568 0.225 -0.100 -0.004 0.035 -0.224 0.352 -0.838 -0.123 0.080 0.162 0.088 -0.069 0.167 0.083

1998年 0.758 -0.184 0.489 0.188 -0.093 0.009 0.058 -0.221 0.367 -0.830 -0.078 0.091 0.158 0.075 -0.053 0.207 0.078

1988年 0.757 -0.171 0.466 0.176 -0.071 0.028 0.076 -0.271 0.366 -0.811 -0.080 0.073 0.163 0.045 -0.073 0.225 0.108

2008年 -0.389 -0.089 -0.801 -0.307 0.124 -0.003 -0.058 0.185 -0.423 0.737 0.444 0.068 -0.053 -0.068 0.018 -0.019 -0.028

1998年 -0.397 -0.096 -0.783 -0.322 0.127 0.003 -0.079 0.203 -0.443 0.726 0.418 0.124 -0.033 -0.055 0.019 -0.031 -0.033

1988年 -0.355 -0.108 -0.767 -0.342 0.123 0.001 -0.074 0.243 -0.422 0.646 0.474 0.143 -0.037 -0.009 0.038 -0.065 -0.061

2008年 0.627 0.700 0.125 0.151 -0.002 0.004 0.115 -0.048 0.886 0.323 -0.127 0.021 0.024 0.108 0.064 0.077 -0.114

1998年 0.484 0.813 0.137 0.102 -0.031 -0.015 0.154 -0.062 0.881 0.353 -0.125 -0.084 0.028 0.028 -0.031 0.069 0.038

1988年 0.582 0.714 0.182 0.097 -0.037 -0.066 0.173 -0.080 0.859 0.256 -0.118 -0.149 0.061 -0.088 -0.153 0.064 0.241

2008年 0.038 0.893 -0.172 0.204 0.058 0.002 -0.025 0.159 0.721 0.581 -0.178 0.001 -0.005 0.050 0.118 -0.025 -0.179

1998年 -0.018 0.931 -0.142 0.070 0.043 -0.091 -0.013 0.115 0.713 0.599 -0.108 -0.067 -0.020 -0.051 0.007 -0.017 -0.037

1988年 -0.002 0.925 -0.110 0.067 0.023 -0.120 0.005 0.100 0.692 0.569 -0.118 -0.091 0.033 -0.166 -0.112 -0.007 0.130

2008年 0.851 0.314 -0.168 0.141 0.104 -0.094 -0.048 0.064 0.812 0.306 0.266 0.103 -0.073 -0.046 0.087 0.008 -0.193

1998年 0.767 0.400 -0.196 0.026 0.189 -0.148 -0.024 0.180 0.822 0.309 0.335 0.004 -0.057 -0.060 0.026 -0.016 -0.045

1988年 0.808 0.283 -0.253 -0.005 0.155 -0.133 -0.021 0.172 0.737 0.321 0.390 -0.028 -0.064 -0.186 -0.030 0.014 0.083

2008年 0.826 0.427 0.243 0.136 -0.045 0.033 0.062 -0.159 0.957 0.104 -0.075 0.048 0.054 0.114 0.059 0.047 -0.081

1998年 0.695 0.600 0.276 0.088 -0.076 0.015 0.102 -0.189 0.939 0.186 -0.103 -0.081 0.060 0.026 -0.047 0.054 0.080

1988年 0.804 0.441 0.267 0.087 -0.059 -0.023 0.104 -0.188 0.906 0.071 -0.070 -0.138 0.077 -0.083 -0.158 0.042 0.266

2008年 0.042 0.891 0.365 0.092 -0.107 0.061 -0.020 -0.034 0.801 0.346 -0.391 -0.098 0.077 0.134 0.083 -0.067 -0.114

1998年 -0.025 0.916 0.303 0.039 -0.116 0.013 -0.016 -0.090 0.782 0.417 -0.318 -0.152 0.070 0.011 -0.039 -0.039 0.032

1988年 0.006 0.894 0.332 0.045 -0.119 -0.019 0.010 -0.114 0.750 0.354 -0.302 -0.202 0.118 -0.120 -0.155 -0.033 0.215

2008年 0.962 -0.061 0.116 0.098 0.019 0.003 -0.075 -0.056 0.826 -0.188 0.370 0.238 0.031 0.029 0.035 -0.101 -0.117

1998年 0.975 0.019 0.133 0.060 0.034 -0.011 -0.035 0.000 0.891 -0.121 0.346 0.115 0.006 -0.016 -0.037 -0.099 -0.003

1988年 0.972 -0.068 0.101 0.065 0.030 -0.003 -0.017 0.008 0.836 -0.151 0.420 0.094 -0.009 -0.111 -0.077 -0.115 0.107

2008年 0.829 0.339 0.171 0.116 -0.065 0.036 0.211 -0.167 0.914 0.025 0.004 0.097 0.002 0.143 0.028 0.142 -0.045

1998年 0.750 0.470 0.181 0.087 -0.094 0.021 0.239 -0.200 0.907 0.088 -0.004 -0.027 -0.015 0.056 -0.069 0.152 0.114

1988年 0.801 0.344 0.186 0.080 -0.084 0.003 0.265 -0.196 0.883 -0.004 0.019 -0.097 0.000 -0.051 -0.167 0.132 0.277

2008年 0.757 0.381 0.102 0.065 -0.007 -0.006 -0.106 -0.178 0.842 0.109 -0.119 0.022 0.083 0.141 0.075 0.093 -0.050

1998年 0.976 -0.025 0.094 0.068 0.005 -0.003 -0.066 -0.083 0.867 -0.128 0.342 0.190 0.011 0.001 -0.050 -0.011 0.034

1988年 0.974 -0.033 0.078 0.068 0.001 0.003 -0.060 -0.081 0.872 -0.107 0.319 0.126 0.017 -0.099 -0.125 -0.034 0.153

2008年 0.950 -0.175 0.053 0.091 0.021 0.000 -0.103 -0.092 0.674 -0.307 0.492 0.340 0.032 0.032 0.010 -0.077 -0.072

1998年 0.980 -0.063 0.089 0.067 0.030 -0.013 -0.019 -0.024 0.836 -0.185 0.433 0.187 -0.024 -0.013 -0.038 -0.058 0.004

1988年 0.974 -0.115 0.067 0.064 0.031 0.001 -0.010 -0.009 0.799 -0.194 0.483 0.147 -0.037 -0.094 -0.076 -0.086 0.098

28.201 11.759 6.757 3.306 2.208 1.681 1.465 1.202 25.682 11.001 5.679 3.104 2.261 1.989 1.322 1.296 1.011

44.065 18.373 10.558 5.166 3.450 2.626 2.290 1.879 41.422 17.744 9.160 5.006 3.647 3.207 2.132 2.090 1.631

44.065 62.437 72.995 78.161 81.611 84.238 86.527 88.406 41.422 59.167 68.327 73.333 76.980 80.187 82.319 84.409 86.041

注1.　絶対値が0.5以上で網掛太字、絶対値が0.3～0.5で網掛、うち負の値を下線で示す

注2.　因子抽出法：主成分分析｜回転法はKaiserの正規化に伴うバリマックス法を用いている
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そのため，「A-ⅶ.施設変化軸」と判断した． 

8) 非縮退交通圏第 8 軸において，1998-2008 年の人口変化率のみ大きく寄与していること

が分かる．そのため，「人口回復軸」と命名した． 

9) 非縮退交通圏第 1 軸において，人口・都市サービス施設ともに正の値を示している．ま

た，人口・都市サービス施設の密度も高い傾向にある．また，トリップに関する変数は

いずれも大きく正の値となっている．以上を踏まえ，地域全体としては人や物にあふれ，

移動が活発な「B-ⅰ.活発軸」であると判断した． 

10) 非縮退交通圏第 2 軸において，人口・都市サービス施設の密度がいずれの時点において

も負となっている．また，公共交通と自動車の分担率の符号が反対となっている．トリ

ップに関しては，特に内々・発生トリップの通勤・通学に関する変数が大きく寄与して

いる．以上より本軸を「B-ⅱ.低密自動車軸」と命名した． 
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11) 非縮退交通圏第 3 軸において，人口の絶対数，およびその密度が負の値となっている．

その一方で高齢者率や空き家率に関する変数が正の傾向を示している．DID に関する変

数が負であり，自動車分担率に関する変数が正となっており，郊外で自動車を利用して

いることが想定される．以上を踏まえ，「B-ⅲ.高齢郊外軸」であると判断した． 

12) 非縮退交通圏第 4 軸において，DID や市街化調整区域の変数が正の影響を示している場

合，高齢者率が低くなる傾向に見られる．ただし，人口密度は低い一方で，都市サービ

ス施設は増加傾向にある．そのため，都市計画区域内で都市サービス施設が増加した場

合本軸が正の値となることが想定される．以上を踏まえ，「B-ⅳ.非高齢市区域軸」と命

名した． 

13) 非縮退交通圏第 5 軸において人口・都市サービス施設の変化量・変化率が 1988-1998 年

と 1998-2008 年で逆の傾向をしめしている．本軸が正の地域においては，1988-1998 年と

比較して 1998-2008 年は人口・都市サービス施設ともに大幅に増加したことが予想され

る．そのため，「B-ⅴ.経年増加軸」と判断した． 

14) 非縮退交通圏第 6 軸において，土地利用に関する変数が全て負となっている一方で，人

口の変化量・変化率ともに正の値となっている．そのため，「B-ⅵ.市区域外人口軸」と

命名している． 

15) 非縮退交通圏第 7 軸において，高齢者率や空き家率が正の値となっている．また，

1988-1998 年においては人口の変化量・変化率ともに正の値となっている．かつて人口

が増加したことにより，現在の高齢者率等が高い地域において本軸が正となる可能性が

高い．以上より，「B-ⅶ.高齢人口軸」であると判断した． 

16) 非縮退交通圏第 8 軸において，1988-1998 年において都市サービス施設の変化量・変化

率ともに正である．本軸が正の地域においては，1988-1998 年に都市サービス施設が増

加傾向にあると考えられたため，「B-ⅷ.過去施設軸」であると考えられる． 

17) 非縮退交通圏第 9 軸において，1988-1998 年に人口が増加したことにより，現在の空き

家率が高くなった地域において本軸は正の値となる．そのため，「B-ⅸ.空き家増加軸」

であると考えられる． 

なお，縮退交通圏と非縮退交通圏のサンプルサイズを確認すると，おおよそ 1：5 の関係と

なっている．共同圏レベルではおおよそ 4：9 での関係であることを確認しており，ミクロレ

ベルで縮退していると判断された地域も，マクロレベルで判断すると必ずしも縮退している

とは限らない可能性がある，ということである． 

 

4.5.2 交通圏単位における類型化地域の作成 

対象とした東京 PT 圏内の交通圏において，前項の主成分得点を用い，クラスター分析を

実施し，その結果を参考に類型地域の作成を行った．その結果を，縮退交通圏・非縮退交通

圏それぞれについて表 4-8・表 4-9 に示す．また，それぞれの分布を図 4-7・図 4-8 に示す．

以下に考察を記載する．なお，4.4.2 同様，類型交通圏を構成する各類型生活圏の割合につい

て図 4-9 に示す．以下，考察を記載する． 

1) 表 4-8 において，「A-Ⅱ.都心活発型」や「A-Ⅲ.地方活発型」のように，縮退交通圏の中

にも居住者の移動が活発な圏域が存在する可能性が明らかとなった．ただし，「A-Ⅱ.都

心活発型」は人口・都市サービス施設の立地数や密度が大きい傾向にある一方で，「A-

Ⅲ.地方活発型」は必ずしも都市サービス施設が多く立地しているとは限らない．そのた

め，活動量が向上している原因として，都市サービス施設が撤退したことにより，移動

することが余儀なくされた地域も存在する点には留意する必要がある． 

2) 表 4-9 より，非縮退交通圏の中で，トリップの影響を最も大きいと考えられる B-ⅰ.活

発軸が正の値となるのは，「B-Ⅱ.高密活発型」のみである．ただし，B-ⅰ.活発軸は人口
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や都市サービス施設の絶対数も大きく影響する軸であることに留意する必要がある． 

3) 図 4-9 より，縮退交通圏の構成類型生活圏の割合を見ると，約 6 割は縮退生活圏である

ことが分かる．一方，非縮退生活圏に着目すると，約 3 割程度は縮退生活圏によって構

成されている． 

4) 生活圏と比較すると，交通圏で見た場合においては縮退生活圏が連続して分布した結果，

縮退交通圏を形成する傾向が見られる．ただし，そもそも縮退交通圏に分類される交通

圏自体が少ない．具体的には，全交通圏が 592 であるのに対して，縮退交通圏に分類さ

れるのは 117 である． 

 

4.5.3 交通圏でみる居住者の移動実態 

本項では地域居住者全体の地域活動量の実態やその変遷について把握する．これにより，  

 

表 4-8 縮退交通圏：クラスター分析結果 

A-ⅰ. A-ⅱ. A-ⅲ. A-ⅳ. A-ⅴ. A-ⅵ. A-ⅶ. A-ⅷ.

施設高密
移動軸

地区内
活発軸

公共交通
人口高密軸

非高齢
市区域軸

高齢
縮退軸

人口
変化軸

施設
変化軸

人口
回復軸

A-Ⅰ. 高密
縮退型

-0.350 -0.531 0.293 0.599 0.034 -0.047 0.087 -0.033 45

A-Ⅱ. 都心
活発型

0.824 0.487 0.616 -0.095 -0.087 -0.196 -0.007 -0.061 34

A-Ⅲ. 地方
活発型

-0.164 0.815 -1.078 0.600 -0.077 0.552 -0.143 0.123 25

A-Ⅳ. 地方
高齢型

-0.499 -0.497 -0.698 -1.984 0.166 -0.124 -0.046 0.062 18

サンプル
数

縮退交通圏

主成分軸

 
 

 

図 4-7 縮退交通圏分布 
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都市構造が変遷していく中で，居住者が今後もその地で持続的に活動できる可能性を高めて

いるか否か，検討する．特に，人口減少に合わせて都市構造もダウンサイジングしていくこ

との影響を把握するために，まず縮退交通圏と非縮退交通圏を比較し，居住者の地域活動量

そのものと，経年的な変化量の把握を行っており，その結果を図 4-10・図 4-11 に示す．ま

た非縮退交通圏においても，圏域全体では人口・都市サービス施設が同時に減少していなく

とも，局所的には縮退している地域を包含している交通圏も存在する．そこで，非縮退交通

圏内にどの程度縮退共同圏を含有しているか，その割合別に居住者の地域活動量そのものと

経年的変化量の把握を行っており，その結果を図 4-12～図 4-14 に示す．なお，いずれの図

4-10～図 4-14 においても移動の中でも多くの居住者が共通して行う私用トリップについて

結果を示している．なお，対象地域における 2008 年の一人当たり私用トリップの平均は約

0.7【回/日】，1988 年は約 0.6【回/日】となっており，対象期間内においては経年的に増加傾 

 

表 4-9 非縮退交通圏：クラスター分析結果 

B-ⅰ. B-ⅱ. B-ⅲ. B-ⅳ. B-ⅴ. B-ⅵ. B-ⅶ. B-ⅷ. B-ⅸ.

活発軸
低密

自動車軸
高齢

郊外軸
非高齢

市区域軸
経年

高密軸
市区域外
人口軸

高齢
人口軸

過去
施設軸

空家
増加軸

B-Ⅰ. 郊外
開発型

-0.580 0.290 1.270 0.052 -0.633 -0.065 0.063 0.095 -0.225 93

B-Ⅱ. 高密
活発型

1.049 -0.036 0.202 0.053 0.045 0.002 -0.142 -0.164 0.421 129

B-Ⅲ. 高密
非自動車型

-0.293 -0.135 -0.140 -0.764 0.977 0.026 0.067 0.483 -0.148 100

B-Ⅳ. 地方
非縮退型

-0.340 -0.057 -0.851 0.423 -0.292 0.020 0.038 -0.235 -0.121 156

サンプル
数

主成分軸

非縮退交通圏

 
 

 

図 4-8 非縮退交通圏分布 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A-Ⅰ.高密縮退型(N=45)

A-Ⅱ.都心活発型(N=34)

A-Ⅲ.地方活発型(N=25)

A-Ⅳ.地方高齢型(N=18)

B-Ⅰ.郊外開発型(N=93)

B-Ⅱ.高密活発型(N=129)

B-Ⅲ.高密非自動車型(N=100)

B-Ⅳ.地方非縮退型(N=156)

χ2 自由度 P値

3503.44 63 0.001 残差分析：   1 有意  5 有意

a-Ⅰ.高密縮退型

a-Ⅱ.中心縮退型 a-Ⅳ.過去縮退型

a-Ⅲ.市区域内縮退型

a-Ⅴ.DID型（生活圏）

a-Ⅵ.集約型（生活圏）

b-Ⅰ.都心型

b-Ⅱ.高密成長型

b-Ⅲ.市区域発達型

b-Ⅳ.高齢郊外型

**

**

**

**

**

  

****

**

**

**

**

**

  

**

**

**

**

**

**

**

  

 

図 4-9 生活圏：類型共同圏構成割合 

 

向にある点は考察する上で留意する必要がある．以下に考察を記載する． 

1) 図 4-10・図 4-11 から，そもそも縮退交通圏と非縮退交通圏を比較した場合，縮退交通

圏の方が地域活動量が多い傾向がみられる．特に，縮退交通圏において一人当たりの私

用トリップが 1.0【回/日】の割合は正に有意である一方，非縮退交通圏において一人当

たり私用トリップが 0.5【回/日】に満たないものが負に有意である結果が得られた．ま

た図 4-10 と図 4-11 を比較すると，この傾向は経年的に強まっている傾向にあり，地域

活動量という観点からすると，人口減少に伴って都市サービス施設も減少している縮退

地域の方が居住者が持続的に活動できる可能性を高めていると判断することもできる．

ただし，縮退交通圏を構成する縮退共同圏としてはα-Ⅳ.過疎高齢型が多い．地域全体

としての活動量は増加しているものの，一人一人の 1 回の地域活動を行う負担は重い可

能性については十分考慮する必要がある． 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

縮退交通圏(N=117)

非縮退交通圏(N=475)

**

**

0.5【回/日】未満

0.5～0.7【回/日】未満

0.7～1.0【回/日】未満

1.0【回/日】以上

χ2 自由値 P値

11.11 3 0.01 残差分析：**1%有意 *5%有意
 

図 4-10 縮退有無別：2008 年一人当たり私用トリップ数 
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2) 図 4-12 から，非縮退交通圏において縮退共同圏の割合が 0-2 割程度の交通圏において，

地域活動量が低い傾向にある．その一方で，縮退共同圏の割合が 2 割以上になると，全

く縮退共同圏を含まない非縮退交通圏と同等かそれ以上の地域活動量になる傾向にある． 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

縮退交通圏(N=117)

非縮退交通圏(N=475)

**

**

0.5【回/日】未満

0.5～0.7【回/日】未満

0.7～1.0【回/日】未満

1.0【回/日】以上

χ2 自由値 P値

12.53 3 0.01 残差分析：**1%有意 *5%有意

*

 

図 4-11 縮退有無別：1988 年一人当たり私用トリップ数 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

なし(N=437)

20％未満(N=129)

20～40％未満(N=242)

40％以上(N=210) **

**

0.5【回/日】未満

0.5～0.7【回/日】未満

0.7～1.0【回/日】未満

1.0【回/日】以上

*

χ2 自由値 P値

71.34 15 0.01 残差分析：**1%有意 *5%有意

*

 

図 4-12 非縮退交通圏：縮退地域含有割合別一人当たり私用トリップ数（2008 年） 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

なし(N=201)

20％未満(N=66)

20～40％未満(N=242)

40％以上(N=210) **

0.5【回/日】未満

0.5～0.7【回/日】未満

0.7～1.0【回/日】未満

1.0【回/日】以上

χ2 自由値 P値

23.03 15 0.05 残差分析：**1%有意 *5%有意
 

図 4-13 非縮退交通圏：縮退地域含有割合別一人当たり私用トリップ数（1998 年） 
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特に，クロス表の残差分析の結果を見ると，縮退共同圏を含まない非縮退交通圏におい

てはどのカテゴリも統計的に有意ではなかったものの，縮退共同圏の含有率が 2 以上の

非縮退交通圏では平均以上の地域活動量の地域が正に有意である傾向が得られた．図

4-12・図 4-13・図 4-14 を比較すると，上記傾向は経年的に強まっている可能性も考え

られる． 

3) 元々のサンプル数もあるものの，上記 2)の傾向はα-Ⅱ.地方縮退型の共同圏を多く含有

する交通圏に多く見られる．中心性を有さない共同圏において縮退することは，ミクロ

に見た場合はその共同圏に居住している者の利便性を低下させている可能性があるもの

の，マクロでいると，地域全体の地域活動量増加につながる可能性がある． 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

なし(N=437)

20％未満(N=129)

20～40％未満(N=242)

40％以上(N=210) **

0.5【回/日】未満

0.5～0.7【回/日】未満

0.7～1.0【回/日】未満

1.0【回/日】以上

χ2 自由値 P値

66.77 15 0.01 残差分析：**1%有意 *5%有意

**

**

*

*

 

図 4-14 非縮退交通圏：縮退地域含有割合別一人当たり私用トリップ数（1988 年） 



 

43 

 

4.6 小括 

 

本章では都市退化＜構造＞を検討するにあたり，類型化地域を作成することで，経年的な

都市構造の変遷の傾向を把握した．また退化性能として居住者の移動に着目し，退化性能の

高い都市退化＜構造＞の傾向について検討した．設定したそれぞれの分析規模ごとに，得ら

れた成果を以下にまとめていく． 

共同圏単位での分析 

1) 縮退共同圏と非縮退共同圏の主成分分析の結果を比較すると，非縮退共同圏においては

密度に関する変数，縮退共同圏においては高齢者や空き家率に関する主成分軸が，大き

な違いとして抽出された．また，密度に関する軸にも差異があり，共同圏レベルでの縮

退の有無においては，人口や都市サービス施設の絶対数より，共同圏でそれらの密度を

保てているか否かが，要因の 1 つとして考えられる． 

2) 縮退共同圏を対象とした主成分分析の結果，人口・都市サービス施設ともに縮退共同圏

の中では相対的にその分布数が多く，人口の減少幅が小さいという条件が最も説明力を

持つ主成分第 1 軸に抽出された．1988-2008 年における本研究で定義した都市縮退にお

いて，その程度は比較的緩やかなものであると考えられる．ただし縮退共同圏主成分第

1 軸において，都市サービス施設経年的増加率は常に負となっており，人口減少率の幅

と比較すると都市サービス施設の減少率が高かったことが考えられる． 

 

 

生活圏単位での分析 

1) 縮退・非縮退，いずれの第 1 主成分軸においても人口や都市サービス施設の絶対数その

ものの影響が大きい．ただし，非縮退生活圏においては，絶対数が大きいと同時に密度

の影響も大きく，絶対数と密度に大きな関連性が見られる．その一方で，縮退生活圏に

おいては絶対数と密度に相関はなく，絶対数が少なくとも集積した都市構造を形成して

いる可能性がある，ということである．また，それぞれの第 1 主成分軸において，経年

的な都市サービス施設の立地数に大きな差異が見られる． 

2) 縮退生活圏においても人口・都市サービス施設の絶対数は減少しているものの，密度を

一定水準で維持している類型と，密度を大幅に低下させている類型に大きく二分される．

上記 2 分類を地図上で確認すると，密度を一定水準で保つことのできている類型は，周

辺に非縮退生活圏に囲まれているケースが多い．一方で，後者についてはまとまって分

布している場合が多い傾向が見られた． 

3) 非縮退生活圏においても，大きく密度を高めながら人口・都市サービス施設を増加させ

ている生活圏と，人口・都市サービス施設数は増加しているものの拡大・拡散の結果密

度が低下している生活圏に大きく二分される． 

4) 非縮退生活圏全体の傾向としては，約2~3割程度は縮退共同圏によって構成されている．

ミクロで見ると縮退と判断される地域においても，マクロな圏域においては縮退してい

るとは限らない可能性が示唆された．一方で非縮退生活圏の構成類型共同圏の割合を見

ると，約3~4割は縮退共同圏であるものの，残りの約6割程度は非縮退共同圏であること

が分かる．上記4)も考慮すると，本研究においては，生活圏内に約3割程度縮退共同圏を

包含しているか否かが，生活圏レベルでの縮退・非縮退の1つの境目である可能性がある

と考えられる． 
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交通圏単位での分析 

1) 本章では，「人口減少期・人口減少地域において，周辺環境の変動に合わせることで，各

主体の形態・構造や今まで備えていた機能，行ってきた活動を，今後もその場で持続可

能なものへと変化させること」という都市における「退化」に対して，その性能を居住

者の活動量という観点から分析することを目的としていた．その結果，そもそも縮退交

通圏と非縮退交通圏を比較した場合，縮退交通圏の方が地域活動量が多い傾向が示唆さ

れた．換言すると，一般的にネガティブな事象として認識されやすい縮退は，必ずしも

地域活動量を低下させておらず，その地で持続的に活動する可能性という観点からする

と，縮退地域の方が非縮退地域よりもその可能性を高めている可能性が示唆された． 

2) 交通圏規模で縮退していない地域同士を比較した場合においても，縮退共同圏の含有率

が 4 割程度の交通圏において最も地域活動量が多くなる傾向が見られた．日本において

は今後も集約型都市構造を目指す自治体は多く存在する．今後実際にその政策を検討す

るにあたり，集積する地区だけではなく撤退する地区についても検討し，実際に計画的

に撤退させていくことで，今後居住者がその場で持続的に活動できる可能性をより高め

ていくことができると考えられる． 

3) ただし，本分析結果はダウンサイジングを前提とした都市構造の変容を強要するものや

都市の活動を押さえつけようとしているものでは決してない．あくまで今後の都市の形

態を検討する上で，ダウンサイジングすることが 1 つの選択肢として存在する可能性が

あり，その可能性を認識していくことが今後の都市計画で必要であることを示したもの

である．その一方で，“退化論”が定着していない現状においては，どうしてもダウンサ

イジングが利便性低下を必ず伴うものと誤認識されやすいものである．生活圏の分析の

中でも明らかになった通り，「ミクロスケールで縮退していても，マクロスケールでは縮

退していない」というようなスケールの違いによって居住している地域が縮退していな

いと認識してもらうことも，ダウンサイジングを受容性を高める工夫の 1 つとして有効

であると考えられる． 
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第 5 章 都市構造やその変遷にみる居住者の活動・

意識の差異 
 

本章では，そもそもどのような都市構造がその地に居住している者の活動量を高めること

につながるのか，検討する．その上では，都市構造の経年的変遷はもちろん，現在の都市構

造に関わる地域属性や，個人属性等も考慮した分析を行う．なお，第 4 章では主に居住者の

移動量に着目したが，実際居住者が日常生活を送る上では，移動を伴わないような自宅での

活動にも時間を割いている．そのため，移動を伴うような外出活動だけではなく，自宅の中

での活動についても，都市構造が与える影響について定量的に把握する．さらに，居住者が

その地で持続的な活動を送る上では，生活の質等も考慮する必要がある．そこで，本章では

居住者の意識についても，都市構造の経年的変遷や現在の都市構造が，どの程度影響を与え

ているのか，定量的に分析を行う．本章の構成としては，5.1 で本章の目的を示し，5.2 で分

析のフレームワークを検討し，本章で使用する用語定義や使用データの説明を記載する．そ

の後，5.3 では活動，5.4・5.5 では意識，にそれぞれ着目した分析結果を示し，都市退化＜

構造＞に関する退化性能を検討する上での着眼点を整理していく． 

 

 

5.1 本章の目的 

 

第 4 章では，主に居住者の移動量という観点からその地での都市構造の変遷が居住者にと

って持続可能なものであったか，分析を行った．本章では，上記のような変遷を経た現在の

都市構造において，居住者がどのような活動を行っているか，という観点からも分析を行う

ことで，そもそもどのような都市構造が居住者がその場で持続的に活動できる可能性を高め

ているのか，検討していく．また居住者の活動においては，必ずしも移動を伴わない活動も

含まれており，経年的な都市構造の変遷や現在の都市構造の実態が，移動を伴わない活動に

どの程度影響を与えているか，という観点も，退化性能の 1 つであると考えられる．そこで，

居住者の移動量だけではなく，移動を伴わない活動等の実態について独自にアンケート調査

を実施し，都市構造の変遷や現在の都市構造が居住者の外出活動や自宅での活動にどの程度

影響があるのか，分析を行う． 

また，居住者がその地での持続的に活動するかどうかは，活動のしやすさだけではなく，

そもそもその地での生活の質等も大きく影響することが予想される．そこで，生活の質とし

て生活全体に対する満足度に着目し，都市構造の経年的変化や現在の都市構造が居住者の満

足度に与える影響についても分析を行う．なお，満足度を対象とした分析を行う上で，都市

構造に関わる要因だけではなく，個人属性等の要因も大きく影響する可能性が高い．そのた

め，都市構造に関する変数と個人属性に関する変数を同時に用いた要因分析を行っていくこ

とで，都市構造が居住者の活動に対して相対的にどの程度の影響力を持っているのかについ

ても把握していく． 

なお今後の都市構造を検討する上では，そもそも都市構造が今後どのように変化する可能

性があるのか，という観点も重要である．ただし第 2 章でも記載した通り，2010 年に入り都

市の集約・縮退の推進につながると考えられる法・制度整備が進められてきている．そこで

本研究では，上記のような法・制度を推進していくうえで，人口減少という前提の下，日常
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生活を送る上で居住者の利便性が向上すると考えられる都市構造の変化が居住者の今後の活

動意向にどのような影響を与えるのか，定量的に明らかにする．これにより都市退化＜手法

＞を検討する際の参考情報となると考えられる． 

なお，都市構造の変化を把握する上での対象年次を設定する上では，2013 年を基準とする．

これは，第 2 章でも整理した通り，都市の集約や縮退に関する法・制度の多くが 2014 年より

国から提示され，その中の 1 つである立地適正化計画は実際に多くの自治体で活用する意向

が示されており，居住者を対象としたパブリックコメントも実施されている（2017 年 7 月 31

日時点：357 都市が立地適正化計画適応を検討，その内 100 都市以上がパブリックコメント

を実施済）ことが理由としてあげられる．上記換言すると，都市の集約・縮退を検討する上

で，2014 年は自治体や居住者，都市構造に大きな影響を与える可能性のある年次と考えられ

る，ということである．また，2014 年にはいわゆる“増田レポート 86)”が提示され，居住者

をはじめとした多くの主体に対して，人口減少に関する大きなインパクトを与えた年次でも

ある． 

なお今後の都市構造を検討する上では，第 3 章でも記載した通り，人口減少という前提の

下，日常生活を送る上で居住者の利便性が向上すると考えられる都市構造の変化が居住者の

今後の活動意向にどのような影響を与えるのか，という観点からからも分析を行う．要因分

析を行う上では，日常生活を送る上での利便性が向上すると考えられる都市構造の変化が今

後の居住者の活動意向に強く影響する要因を明確に提示するために，被説明変数については

都市構造の変化が居住者の利便性を向上させるうえで「効果が大きい」「効果が小さい」と二

分した分析を実施する．そのため，分析手法としては判別分析・数量化Ⅱ類分析を活用する． 
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5.2 本章の分析フレームワーク 

 

5.2.1 本章における「活動」と「意識」 

本章で対象とする居住者の活動について，移動の有無で大きく二分する．まず，何か行動

を行う上で自宅からの移動を伴い，実際に居住者が自宅以外の場所で行う活動を“地域活動”

と定義する．本章では，上記“地域活動”の量を測る指標として，その前提となる移動の回

数である「外出頻度」を活用とする．次に，何か行動を行う上で自宅からの移動を伴わず，

居住者の自宅で行うことのできる活動を「自宅活動」と定義する．本章の分析においては，

自宅活動の量を計る指標として，「睡眠を除く，自宅内で目的をもって行う行動に費やした時

間」とする．なお本章の分析において，明記がない場合を除いて“地域活動”と“自宅活動”

の二つを総称したものを“活動”と表記する．  

また本章では，5.1 でも記載した通り，都市構造が居住者の意識にもどのような影響を与

えるのか把握する．そこで意識を時間軸によって大きく二分する．まず，過去や現在につい

ては自身が経験した事象を対象とするため，どのように認識したか，という観点から意識を

把握する．本研究においては，上記を「満足度」によって把握する．一方将来に関する意識

については，まだ自身が経験していないことを対象としており，事象の今後の可能性を想像

したうえでの認識となる．本研究においては，各個人が想定した事象と現在を比較した際に，

活動がどのように変わるか，という「活動意向」によって将来の意識を把握する．なお，「今

後の活動量が増加する可能性がある」ことを「活動意向が高まる」と表記するものとする． 

 

5.2.2 web アンケート調査概要 

都市構造に限らず，個人のライフステージなどの経年的変化が居住者の活動・意識に与え

る影響を定量的に把握するためには，幅広い個人属性・地域属性の者を対象とする必要があ

る．そこで本研究では全国を対象に web アンケート調査を実施した．なお今後の都市構造を

検討する上で，実際に都市内で経済活動や移動などを多く行うものを対象とする必要がある．

また，人口減少期における都市構造の変遷・個人のライフステージの経年的変化の影響を明

確に把握するという観点から，都市構造・ライフステージの経年変化の期間を 5 年と設定し，

web アンケート調査の対象者も直近でライフステージの変化を経験した可能性が高い生産年

齢（18-65 歳）としている．表 5-1 にアンケート調査の概要を示す．アンケート調査におい

ては，基本的な個人属性の他に各種満足度や生活時間、直近 5 年における回答者の意識や活

動の変化そのものに関する質問も設けている．なお，直近 5 年というのは，5.1 で記載した

2014 年を含む期間を経年変化として把握できるように考慮したものである．またライフステ

ージの経年的な変化として「子育て状況」」「介護状況」「転居経験」を質問している（以下，

上記 3 つをまとめて本研究のライフステージとする）．なお，回答者の現在と 5 年前の郵便番

号を本アンケート調査の中で聞いており，後述する人口・都市サービス施設などを把握する

際に活用している． 

また本 web アンケート調査を実施するにあたり，web を活用しているという特性上，高齢

な者ほどサンプルが確保しにくくなる可能性が想定された．そのため，まず無作為に抽出し

た 9,396 サンプルに対してスクリーニング調査を行い，本調査を行う際に年齢・性別毎に層

別抽出を行うことで，各サンプル数を確保している．具体的には，年齢（18－25 歳，26-30

歳，31-35 歳，36-40 歳，41-45 歳，46-50 歳，51-55 歳 56-60 歳．61-65 歳の計 9 項目），性別(男，

女の計 2 項目)，を掛け合わせ，合計 18 つのグループを作成し，各グループごとに層別抽出

することで各項目のサンプル数を確保した． 
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ただし，今回 web 上でアンケートを実施したことで，回答者にインターネットを利用する

者という偏りは排除できていない可能性が考えられる．具体的には，インターネットをよく

活用し，外出頻度が低い者のサンプルが多くなっている可能性がある．そのため，本アンケ

ート調査の結果を総務省が実施した生活時間調査 87)と比較を行っている．その結果，年齢別・

性別の外出頻度の傾向が概ね同様の結果となっている．すなわち，本アンケート調査はサン

プルの代表性が一定水準で確保できているものである，と考えられる．一方で，本アンケー

ト調査は web 調査形式であるために，ネットを利用しない者の活動の傾向，特にインターネ

ットという静的な活動さえも行わないほど活動量の少ない者の傾向は把握できない，という

ことに留意して考察を行う必要がある． 

 

5.2.3 地域属性等に関するデータの概要 

5.1 や 5.2.2 でも記載した通り，本章においては 2013-2017 年を分析対象とする．なお，分

析対象規模としては人口・都市サービス施設の両者が居住地周辺に与える影響を把握する上

では，一定規模の範囲を対象としたデータも用いた分析を行う必要があると考えた．そのた

め，本章では自宅周辺の都市サービス施設の影響を把握する上で最もミクロであるとされて

いる 88)町丁目レベルでデータの整備を行った．具体的には，人口に関しては 2015 年・2010

年の国勢調査のデータを町丁目レベルで把握し，2010 年を基準とした「経年変化：人口増減

率」を算出している．同様に，都市サービス施設については 2014 年経済センサス基礎調査・

2009 年活動調査からそれぞれ町丁目レベルで事業所・施設数を把握した．その後，2009 年を

基準とした「経年変化：都市サービス施設増減率」を算出した．なお，経年的変化量以外に

も各町丁目レベルでの一人当たり享受都市サービス施設数も算出している．上記町丁目レベ

ルで把握した人口・都市サービス施設に関するデータを web アンケート調査中にある郵便番

号を活用し，それぞれの分析で使用できるようにデータを整備した． 

 

表 5-1 個人の生活に関わる web アンケート調査概要 

調査対象
国内に居住している
楽天リサーチ登録者のうち
生産年齢（18～65歳）・男女

調査形式 web調査（楽天リサーチ）

実施期間
2017年1月31日
　　       　 ～2017年2月8日

配布分数
スクリーニング：9,396部
本調査：1,080部

有効回答数 1,068部

調査項目

・生活時間配分
・移動活動実態
・居住者の意識

　（各種満足度など）
・経年変化

　（意識・活動など）
・個人属性
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5.3 都市構造の経年変化が個人の活動に与える影響とその要因 

 

5.3.1 地域活動の量に影響を与える要因 

まず個人の活動量や活動時間の中でも，「移動」を伴う地域活動について，第 4 章で対象と

した都市構造の経年的変遷以外の要因がどの程度影響を与えているのか，その実態と要因を

定量的に明らかにする．分析としては，“外出頻度”を被説明変数とする数量化Ⅰ類分析を行

った．使用する説明変数については，アンケート回答者の個人属性の他に，web アンケート

調査内で把握した回答者のライフステージの経年的変化，5.2.3 で作成した人口・都市サービ

ス施設や公共交通の運行頻度に関する現在のデータ・経年的変化量に関するデータを説明変

数として使用している．外出頻度に関する要因分析の結果を図 5-1 に示す．なお web アンケ

ート調査において，「外出頻度」は平日・休日で分けて質問しているが，本分析においてはそ

の区別なく 1 週間の外出頻度を連続変数として算出している．アンケート回答者における 1

日平均移動回数は約 1.8 回程度である．図 5-1 を考察する上では，説明変数と被説明変数間

でクロス表を適宜作成している．クロス表においては χ2検定を実施し，5%以内で統計的に有

意な結果が得られた場合はさらにクロス集計表の残差分析まで実施している．なお，本章の

以降の考察を記載するにあたり特に明記がない場合においては，χ2 検定やクロス表の残差分

析において統計的に有意な結果が得られたことが前提であることとする． 

なお図 5-1 をはじめとした本章における要因分析において，サンプル数が少ない小分類が

存在する．ただし，例えば最寄りのバス停までの距離を把握している者と把握していない者

では，外出頻度はもちろん，満足度に関する傾向は大きく異なる可能性が考えられる．その

差異の傾向も明確にするため，上記傾向に該当する小分類も含めたうえで分析を実施してい

る．その影響力が全体の中でも大きい傾向にあるため，他の説明変数の影響が小さく算出さ

れる可能性もあり，考察をする際には上記を十分に留意する必要がある．以下に考察を記載

する． 

1) 最も外出頻度に大きく影響を与えている要因は個人の「雇用形態・労働時間」であり，

正社員の者や労働時間が長い者の外出頻度が高く，無職の者の外出頻度が極端に低い傾

向が示された．また「一ケ月あたりの自由に使える金額」のように，きわめて個人属性

の影響を色濃く受ける可能性の高い変数におけるレンジ値も大きく，外出頻度が個人属

性の影響を大きく受けるものである可能性を考慮する必要がある． 

2) 「年齢」に着目すると，30～49 歳の者の外出頻度が低い傾向が示された．なお，「年齢」

と「外出頻度」の関係をクロス表で確認した．その結果を図 5-2 に示す．本アンケート

調査において外出頻度が 0【回/日】の者の割合は 30～49 歳の者が多かった．一方で．外

出頻度が 1.0【回/日】未満の者に着目すると，50～65 歳の者の割合が最も多い傾向が確

認された．また公共交通に対する満足度によっても外出頻度に違いが見られ，個人の属

性だけではなく，その者の意識も外出頻度に大きく影響を与えている可能性が考えられ

る． 

3) 現状の地域属性の「一人当たり享受都市サービス施設数」に着目すると，極端に都市サ

ービス施設が少ないことは人口減少期においてもその外出頻度を低くする傾向にある．

ただし，χ2 検定の結果，そもそも上記は統計的な有意性が見られず，「一人当たり享受

都市サービス施設数」が外出頻度に与える影響は大きくないと考えられる．つまり，一

人当たり享受都市サービス施設数が多いことが必ずしも外出頻度を高めるとは限らない

傾向が示唆された，と考えられる． 

4) 経年変化に関する説明変数に着目すると，「地域：都市サービス施設増減率」のレンジ値 
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係数

237
475
356
530
538
79

177
262
129
62
50

8時間未満 39
8時間以上 40

22
140
68

マイカー 531
ファミリーカー 269

268
677
391
547
521
386
682
228
349
201
290
187
259

438
184
953
115
203
390

330

145
670
348
33
17

860
88
25
95

227
497
249
65

453
303
138
89
38
47

5年以上 237
5年未満 52
5年未満 164
5年以上 615
5年以上 72
5年未満 17
5年未満 482
5年以上 497

802
266
335
492
220
21

121
168
142
149
15
43
79
40
25
33
14

239
237
307
303
221
120
216
390
341

外出頻度：低 高
重相関係数：0.29

大分類 小分類 レンジ サンプル

現状

基礎
情報

年齢
18～30歳

2.9731～50歳

移動
自動車保有

自動車
保有

51～65歳

性別
男性

0.93
女性

雇用形態
労働時間

正社員 上段：8時間未満
中段：8時間
下段：8時間より
　　　　　　　 長い

11.15
非正規

1.57
保有なし

連続歩行
可能距離

1.5ｋｍ以上
1.24

1.5ｋｍ未満

自営

雇用形態不明
専業主婦・主夫
無職

居住
居住形態

戸建て
0.09

集合住宅

持ち家
持ち家

0.63
その他

1時間以内

1～3時間未満
3時間以上

生きがい
あり

1.31
なし

特性

1カ月当たりの
自由に使える金額

1万円未満

3.79
1～3万円
3～5万円

5万円以上

平日ネット
利用時間

利用しない

0.59

買物施設までの
所有時間

10分未満

3.01
10～20分未満
20分以上
行かない

地域

1人当たり享受
都市サービス

施設数
（町丁目レベル）

6.00×10
-2

以上

1.64
（3.00～6.00）×10-2未満

（1.50～3.00）×10
-2

未満

1.50×10-2未満

路線バス
運行頻度

（町丁目レベル）

2.0【本/時】以上

2.80
1.0～2.0【本/時】未満
～1.0【本/時】未満
バス停なし

バス停までの
所有時間

10分未満

1.02
10～20分未満
20分以上
分からない

経年
変化

ライフ
ステー

ジ

子育て
実施中

3.38
実施中
ではない

鉄道までの
所有時間

10分未満

2.02

10～20分未満
20～30分未満
30～60分未満
60分以上

分からない

介護
実施中

1.96
実施中
ではない

居住年数
5年以上

0.62
5年未満

5.32

仕事環境

人間関係

趣味環境

居住環境

身体機能
変わらない

活動

5年前から見た
外出回数

減少

9.45
変化なし
増加
行っていない

5年前と比べた
活動変化原因

家庭環境

上段：今が良い
下段：昔が良い

1.00～1.10未満
0.90～1.00未満

0.90未満

地域

人口増減率
（町丁目レベル）

1.05以上

1.71
1.00～1.05未満
0.95～1.00未満
0.95未満

都市サービス施設
増減率

（町丁目レベル）

1.10以上

4.78

定数項 13.13

0 5-5

 

図 5-1 地域活動に関する要因分析（数量化Ⅰ類） 



 

51 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2【回/日】以上

(N=420)

1.5～2.0【回/日】未満
(N=252)

1.0～1.5【回/日】未満
(N=200)

0.5～1.0【回/日】未満
(N=100)

0～0.5【回/日】未満

(N=62)

0【回/日】(N=34)

18～29歳 30～49歳 50～64歳

満足不満交通満足度：

χ2値
58.25

自由度
20

P値
p<0.001

残差分析： **1%有意 *5%有意

**

**

*

**

 

図 5-2 外出頻度別：年齢割合 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.10以上(N=120)

1.00～1.10未満
(N=216)

0.90～1.00未満

(N=390)

0.90未満(N=341)

0【回/日】

0～0.5【回/日】未満

0.5～1.0【回/日】未満

1.0～1.5【回/日】未満

1.5～2.0【回/日】未満

2.0【回/日】以上
χ2値

20.01

自由度

15

P値
0.17 残差分析： **1%有意 *5%有意  

図 5-3 都市サービス施設増加率別：外出頻度 

 

が大きい．より詳細にみると，その増加率が 1.10 以上の場合においてのみ外出頻度が増

加している．これは，外出の目的地となりえる都市サービス施設が著しく増加したこと

が影響していることが予想される． 

5) 上記 4)の傾向をより詳細に把握するために，「外出頻度」と「都市サービス施設増減率」 

の関係をクロス表で確認した．その結果を図 5-3 に示す．そもそも，χ2検定において有

意性が見られなかったものの，「都市サービス施設増加率」が 1.10 以上の地域に居住し

ている者において，他の地域の者より外出頻度が特に高い（外出頻度が 3.0【回/日】以

上）者の割合が多い傾向がみられた．なおこのような地域の都市サービス施設の“質”

を電子電話帳を用いて確認すると，比較的規模の小さい小売業に関する施設の増加が多

い傾向が見られた．一方で 1.0【回/日】の者の割合は，「都市サービス施設増加率」によ

らずほぼ一定数（約 2 割程度）である．増加させる都市サービス施設の質やその手法に

よっては居住者の外出頻度を増加させる効果があるものの，外出回数が一定数以下の者

に対しては都市サービス施設の増加が外出回数の増加にはつながりにくい可能性がある

と考えられる．人口減少期においては，必ずしも都市サービス施設を経年的に増加させ

ずとも外出頻度を増やすことができる可能性が確認できたと考えられる． 

6) 都市構造に関連する説明変数に着目すると，最もレンジ値が大きい説明変数は「地域：

都市サービス施設増減率」であり，χ2検定よりこの結果が 5%以内で統計的に有意であ

ることが確認された．これは，実際に地域活動を行っている者は都市構造の経年的変遷

に気が付きやすい傾向にあることが原因の 1 つであると考えられる． 
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以上のように，地域属性に着目すると，経年的な都市サービス施設の増減率やバス停まで

の距離など，利便性に関わる指標については一部統計的に有意な結果が得られた．しかし全

体の傾向として，個人属性と地域属性を比較した場合において，レンジ値・統計的有意性の

いずれにから判断しても，そもそも個人属性の方が外出頻度に大きく影響を与えている可能

性が示唆された．つまり，本論文では退化性能として居住者の活動量に着目しているが，実

際に都市構造の変化により居住者がその地で持続的に活動できる可能性を高めている否かは，

最終的には個人の属性や意識によってその程度が異なることが想定される，ということであ

る． 

 

5.3.2 自宅活動の量に影響を与える要因 

次に移動を伴わない自宅活動について，その量の大小に寄与する要因について定量的に明

らかにする．前項同様，人口減少期における各属性・要因が外出頻度に与える影響を把握す

ると同時に，その属性・要因内の差を明らかにするために，“自宅活動”を被説明変数とする

数量化Ⅰ類分析を行い，その結果を図 5-4 に示す．本分析で用いた web アンケート調査にお

ける自宅活動の一日平均実施時間は約 4 時間 40 分となっており，図 5-4 における費やす時間

の“多い”・“少ない”はこの数値が基準となっている．なお，各個人が費やしている自宅活

動において，その時間が各個人にとって十分であるか否か，については考慮されていない．

そのため，あくまでどのような属性の者が自宅内で費やす時間が多い傾向にあるか，につい

て分析したものである点には留意する必要がある．図 5-4 を考察する上では，説明変数と被

説明変数間でクロス表を適宜作成している．クロス表においては χ2検定を実施し，5%以内で

統計的に有意な結果が得られた場合はさらにクロス集計表の残差分析まで実施している．以

下に考察を記載する． 

1) 自宅内活動においても地域活動同様，個人の「雇用形態・労働時間」の影響が大きい．

特に主婦において自宅活動に割く時間が多い傾向にある．ただし，その詳細を見ると，

「家事」や「子育て」等に割く時間の割合が高く，個人の趣味のためには活用できてい

ない傾向にある．また，自宅活動を行わなければならないため，相対的に地域活動に割

く時間も減少していることが予想される． 

2) また，「年齢」に着目すると，18～30 歳の者が自宅活動を多く行っている傾向にある．

ただし，実際に行っている自宅活動の詳細をみると，他の年代と比較しその種類が少な

く，多くの者が「家事」と「仕事」，あるいは「仕事」と「趣味」という 2 種類の組み合

わせである傾向にある． 

3) 都市構造に関連する説明変数に着目すると，レンジ値が大きい説明変数は「地域：買い

物施設までの所要時間」や「地域：路線バス運行頻度」のように，現状の利便性に関わ

る変数であり，χ2検定より，この結果が統計的に 5%以内で有意であることも確認して

いる．これは，自宅で活動を行うにあたり趣味等を行う上で必要となる物が手に入りや

すい者の方が，自宅活動も行いやすい可能性が高いことが理由として考えられる． 

4) 都市サービス施設を細分化し，「小売業関連施設増減率」と「自宅活動」の関係を見ると，

その増加率が 1.00～1.10 の場合において，自宅活動に費やす時間が増加し，1.10 以上に

なると自宅活動は減少する傾向にある．これは，移動の目的地が著しく増加することに

より地域活動が増加した結果として，自宅活動が減少することが理由として考えられる． 

5) 都市構造に関連する変数の中でも，経年的な変化に関連する説明変数に着目すると，人

口・都市サービス施設の経年的増加率は 5%以内で統計的に有意な結果が得られなかった．

つまり，本研究においては自宅活動量と都市構造の経年的変化量には統計的な有意性は

なく，個人属性の影響の方が自宅活動量に大きく寄与している可能性が示唆された，と

いうことである．ただし本分析において，5 年という短いスパンでの分析であること， 
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係数

237
475
356
530
538
79

177
262
129
62
50

8時間未満 39
8時間以上 40

22
140
68

マイカー 531
ファミリーカー 269

268
677
391
547
521
386
682
228
349
201
290

187

259

438

184
953
115
203

390

330

145

670
348
33
17

860
88
25
95

227
497
249
65

453
303
138
89
38
47

5年以上 237
5年未満 52
5年未満 164
5年以上 615
5年以上 72
5年未満 17
5年未満 482
5年以上 497

802
266
335
492
220
21

121
168
142
149
15
43
79
40
25
33
14

239
237
307
303
221
120
216
390
341

自宅活動：少 多
重相関係数：0.38

大分類 小分類 レンジ サンプル

現状

基礎
情報

年齢
18～30歳

2.5731～50歳

移動
自動車保有

自動車
保有

51～65歳

性別
男性

1.35
女性

雇用形態
労働時間

正社員 上段：8時間未満
中段：8時間
下段：8時間より
　　　　　　　 長い

8.40

非正規

0.65
保有なし

連続歩行
可能距離

1.5ｋｍ以上
0.37

1.5ｋｍ未満

自営

雇用形態不明
専業主婦・主夫
無職

居住
居住形態

戸建て
0.59

集合住宅

持ち家
持ち家

0.26
その他

1時間以内

1～3時間未満
3時間以上

生きがい
あり

1.18
なし

特性

1カ月当たりの
自由に使える金額

1万円未満

2.04
1～3万円
3～5万円

5万円以上

平日ネット
利用時間

利用しない

4.00

地域

1人当たり享受
都市サービス

施設数
（町丁目レベル）

6.00×10-2以上

3.46
（3.00～6.00）×10-2未満

（1.50～3.00）×10
-2

未満

1.50×10-2未満

買物施設までの
所有時間

10分未満

3.33
10～20分未満
20分以上
行かない

バス停までの
所有時間

10分未満

4.74
10～20分未満
20分以上
分からない

鉄道までの
所有時間

10分未満

3.40

10～20分未満
20～30分未満
30～60分未満
60分以上

分からない

路線バス
運行頻度

（町丁目レベル）

2.0【本/時】以上

3.55
1.0～2.0【本/時】未満
～1.0【本/時】未満
バス停なし

居住年数
5年以上

0.40
5年未満

活動

5年前から見た
外出回数

減少

2.92
変化なし
増加

ライフ
ステー

ジ

子育て
実施中

3.70
実施中
ではない

介護
実施中

1.21
実施中
ではない

行っていない

5年前と比べた
活動変化原因

家庭環境

上段：今が良い
下段：昔が良い

9.31

仕事環境

人間関係

趣味環境

居住環境

身体機能

0.29
1.00～1.10未満
0.90～1.00未満

0.90未満
定数項 16.94

変わらない

地域

人口増減率
（町丁目レベル）

1.05以上

2.04
1.00～1.05未満
0.95～1.00未満
0.95未満

都市サービス施設
増減率

（町丁目レベル）

1.10以上

経年
変化

0 5-5

 

図 5-4 自宅内活動に関する要因分析（数量化Ⅰ類） 
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定性的な説明変数を設定していないこと，などにより経年変化に関連する説明変数の影

響力が小さく算出されている可能性については，留意する必要がある． 

以上のように，自宅活動の量という観点においては，都市構造の経年的変化量より，現在

の生活利便性に関わる都市構造の変数の影響が相対的に大きい．これは地域活動の傾向とは

反対であり，活動の中でもその種類によって退化性能は異なる傾向を示している，というこ

とである．ただし，いずれの活動においても都市構造に関わる変数よりも個人属性等に関わ

る変数の方がレンジ値が大きく，その影響力が大きい傾向が示された．地域活動と同様に，

いかにその性能の高い都市退化＜構造＞が発生した場合においても，最終的にその変化がど

の程度の性能として受け入られるかは個人属性によって異なる，という点についてを十分に

考慮して都市における「退化」に関する政策等を検討する必要がある． 
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5.4 人口減少期における個人の意識に関する実態とその程度 

 

5.4.1 都市構造の変遷が個人の意識に与える影響 

本節では個人の意識に着目し，人口減少期における都市構造と個人の意識の関係について

分析を行う．具体的には，実施した web アンケート調査内における「日常生活全体に対する

満足度（以下，「生活満足度」とする）」を個人の意識に関する代替指標と設定し，生活満足

度を被説明変数とした要因分析を実施する．説明変数は図 5-1・図 5-4 と同様の説明変数を

用いる．これにより，用各説明変数ごとの「外出頻度」と「生活満足度」の傾向とを比較で

きるようにした．現在の生活満足度に関する要因分析の結果を図 5-5 に示す．なお web アン

ケート調査において，現在の「生活満足度」を 100 点満点で質問している．また，図 5-1・

図 5-4 同様，各属性・要因が満足度に与える影響を把握すると同時に，その属性・要因内の

差を明らかにするために，分析手法としては数量化Ⅰ類分析を用い要因分析を行っている．

なお，満足度においては個人属性によってその傾向は大きく異なるだけではなく，現状の生

活利便性が低いことを受け入れた結果として個人の満足度が高くなる可能性も考えられる点

には考察を行う上で十分留意する必要がある．なお，図 5-5 を考察する上では，説明変数と

被説明変数間でクロス表を適宜作成している．クロス表においては χ2検定を実施し，5%以内

で統計的に有意な結果が得られた場合はさらにクロス集計表の残差分析まで実施している．

以下に分析の考察を記載する． 

1) 図 5-5 においてレンジ値より判断すると，最も影響力の大きい変数は「5 年前と比べた

活動変化原因」であり，現在の生活満足度においてはその中でも人間関係の変化が大き

く寄与している．特に，家庭・仕事・人間関係においてそのレンジ幅が大きいとともに，

クロス表の残差分析においても現在の家庭・仕事・人間関係が良いと感じている者の方

が現在の生活満足度も高くなることが統計的に有意である結果が得られた． 

2) 個人属性に着目すると，図 5-5 において「生きがい」の有無が非常に大きな影響を与え

ており，クロス表の残差分析の結果を考慮すると，生きがいを持っていない者において

現状の満足度は極めて低くなる傾向にある． 

3) 地域属性に着目すると，図 5-5 においても「鉄道駅までの所要時間」が意識に大きく影

響を与えている可能性が示された．そもそも鉄道の存在を認識することができない者ほ

ど満足度が低下する傾向が示された．なお，鉄道までの所要時間が 30 分以上の者の満足

度も大きく算出される傾向にある．これは，上記のような者は実態として公共交通まで

のアクセスが悪い地域に居住しており，日常的に自動車を活用していることが原因の 1

つであると考えられる． 

4) 「一人当たり享受都市サービス施設数」は満足度に大きく影響を与えていないと同時に，

χ2検定の結果 5％以内で統計的に有意な結果が得られなかった．必ずしも施設増加率が

高いことが生活満足度に直結しない可能性が示唆された．ただし，サンプルが少なく，

統計的な有意性は見られなかったものの，教育や福祉に関連する施設を電子電話帳で把

握した結果，上記施設が居住町丁目に存在している者ほど，生活満足度も高い傾向にあ

る． 

5) 図 5-5 中の経年変化に関する説明変数に着目すると，「ライフステージ：子育て」が生活

満足度に大きく影響を与えている傾向が示唆された．なお都市構造の経年的な変化に着

目すると，「地域：都市サービス施設増減率」が大きく増減する（その増加率が 1.10 以

上，または，0.90 未満）ことが生活満足度の低下につながる可能性がある．その一方，

都市サービス施設増減の程度が小さい（その増加率が 0.90 以上 1.10 未満）と，その増減 
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係数

237
475
356
530
538
79

177
262
129
62
50

8時間未満 39
8時間以上 40

22
140
68

マイカー 531
ファミリーカー 269

268
677
391
547
521
386
682
228
349
201
290
187
259
438
184
953
115
203

390

330

145

670
348
33
17

860
88
25
95

453
303
138
89
38
47

5年以上 237
5年未満 52
5年未満 164
5年以上 615
5年以上 72
5年未満 17
5年未満 482
5年以上 497

802
266
335
492
220
21

121
168
142
149
15
43
79
40
25
33
14

239
237
307
303
221
120
216
390
341

不満 満足
重相関係数：0.47

行っていない
増加
変化なし
減少

バス停までの
所有時間

1人当たり享受
都市サービス

施設数
（町丁目レベル）

生きがい

平日ネット
利用時間

2.30

5.44

7.16

10.05

4.30

7.94

居住年数

介護

子育て

10分未満
分からない
20分以上
10～20分未満
10分未満
行かない

51～65歳
31～50歳
18～30歳

自営

非正規

1カ月当たりの
自由に使える金額

持ち家

居住形態

連続歩行
可能距離

自動車保有

雇用形態
労働時間

性別

年齢

無職
専業主婦・主夫
雇用形態不明

自動車
保有
保有なし

1～3万円
1万円未満

定数項

男性
女性

買物施設までの
所有時間

鉄道までの
所有時間

基礎
情報

現状

都市サービス施設
増減率

（町丁目レベル）

人口増減率
（町丁目レベル）

5年前と比べた
活動変化原因

5年前から見た
外出回数

地域

経年
変化

地域

特性

移動

居住

3.09

18.02

9.45

6.26

4.96

5.03

1.44

上段：8時間未満
中段：8時間
下段：8時間より
　　　　　　　 長い

分からない
60分以上
30～60分未満
20～30分未満
10～20分未満

居住環境

趣味環境

人間関係

仕事環境

実施中
ではない

実施中

実施中
ではない

集合住宅

その他
持ち家

正社員

3.43

2.72

16.99

2.70

8.45

0.28

2.82

1.00～1.05未満
1.05以上

1.50×10-2未満

（1.50～3.00）×10-2未満

（3.00～6.00）×10-2未満

6.00×10
-2

以上

戸建て
1.5ｋｍ未満
1.5ｋｍ以上

なし
あり
3時間以上
1～3時間未満
1時間以内
利用しない
5万円以上
3～5万円

0.95未満
0.95～1.00未満

20分以上
10～20分未満
10分未満

変わらない
身体機能

実施中

5年未満
5年以上

家庭環境

上段：今が良い
下段：昔が良い

0.90未満

0.90～1.00未満
1.00～1.10未満
1.10以上

58.37

4.03

大分類 小分類 レンジ サンプル

ライフ
ステー

ジ

活動

0-10 -5 5

 
図 5-5 現在の生活満足度に関する要因分析（数量化Ⅰ類） 
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に関わらず生活満足度が向上する傾向が示唆された．ただし，「地域：都市サービス施設

増減率」においてはレンジ値が小さいと同時に，クロス表の残差分析の結果，増減率の

違いによる 5%以内の有意な差異は見られなかった．満足度においても，地域属性よりも

個人属性の影響力が大きい可能性が想定される． 

以上のように，経年的変化に関する説明変数に着目すると，最も大きく「生活満足度」に

影響を与える要因としては，「ライフステージ：子育て」である傾向が示された．都市構造の

経年的変化に着目すると，「地域：都市サービス施設増減率」の影響力が大きいものの，都市

サービス施設が減少することが必ずしも生活満足度の低下にはつながらず，同様の傾向は人

口減少においても確認された．ただし，都市サービス施設の種類にまで着目すると，教育・

福祉施設の撤退は，満足度に大きな影響を与える可能性がある．少子高齢化社会において，

都市サービス施設を現状のまま維持し続けることは困難であるケースも想定され，都市サー

ビス施設を計画的に撤退させる事例も今後発生することが予想される．ただし，教育・福祉

などに関する施設を撤退させるということは，都市の撤退の在り方としては居住者の満足度

を低下させるものであり，実際に上記施設を撤退する場合には十分注意する必要がある．そ

の一方で，少子化社会において小学校の統廃合が見られる現在，その絶対数を維持すること

も非常に難しい．そのため，上記学校統廃合が見られるような地域においては都市退化＜手

法＞としてモビリティサービス等の他方面における支援策を充実させることで，地域全体と

しての満足度や生活利便性を維持する等の配慮が必要であると考えられる． 

 

5.4.2 過去の満足度から見る都市構造の変遷に対する個人の意識の変化 

本項では現在と 5 年前を比較し，どちらの方が日常生活全体に対する満足度が高いか分析

を行う．これにより，各説明変数が経年的な満足度の変化にどの程度の影響を与えているの

か定量的に明らかにすることができる． 

被説明変数として，web アンケート調査内の設問を活用し「現在に満足している」・「過去

に満足している」と 2 分した被説明変数を作成している．そのため本節では数量化Ⅱ類分析

を用いている．分析結果を図 5-6 に示す．なお，図 5-5 と図 5-6 を比較することで，図 5-5

で使用した説明変数の影響度そのものの経年変化についても把握することが可能である．図

5-6 に関する考察を以下に記載する． 

1) 図 5-6 においてレンジ値より判断すると，最も影響力の大きい変数は「5 年前と比べた

活動変化原因」であり，現在の生活満足度の要因分析と同様，人間関係の変化が大きく

寄与している． 

2) 都市構造に関わる変数に着目すると，「地域：人口増減率」「地域：都市サービス施設増

減率」は，経年的な満足度の変化に大きく寄与しない傾向が示された．一方で，「地域：

鉄道までの所要時間」「地域：買い物施設までの所要時間」のように，現在の利便性に関

わる都市構造において，所要時間が著しく大きい場合や，そもそも所要時間を把握して

いないことが，現在が満足であると判断する上で大きな妨げになっている可能性が示唆

された． 

3) 「特性：生きがい」において，そもそも生きがいを持っていない者が現在を満足である

と認識しにくい傾向が見られる．上記 2)と合わせて考察すると，経年的な満足度の変化

を判断する上では，過去時点の満足度に関わらず，自身の生活を満足と感じる上で妨げ

となる要素が現時点において存在することにより，現在と比較して過去時点における満

足度が高かったと認識しやすい傾向にあることが想定される． 

4) 上記 1)であげた「5 年前と比べた活動変化原因」について，その小分類ごとに傾向を見

ると，「趣味環境」「居住環境」のように地域とのかかわりが強い項目において，過去時

点の上記環境が良かったことが，現在の生活全体の満足度が高いと判断している傾向に 
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60分以上
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1.10以上
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地域

家庭環境

上段：今が良い
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身体機能
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施設数
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実施中
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実施中
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実施中
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0.38
5年未満
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0.66

5年前と比べた
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図 5-6 現在・過去を比較した生活満足度に関する要因分析（数量化Ⅱ類） 
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ある．この結果を 3)の観点から見ると，過去時点の満足度に関わらず，上記のような地

域属性に関わる環境を満足と感じる上で妨げとなる要素が現時点で存在していることが

上記傾向の原因であると考えられる． 

以上のように，人口が減少している中で，都市サービス施設を減少させていくことによる

居住者の満足度の変化は大きくないことが予想される．ただし，現状の都市構造における生

活利便性が満足度に影響を与える可能性が示唆されており，人口減少に合わせて都市構造を

「どれだけ」ダウンサイジングさせていくということではなく，「何を」ダウンサイジングさ

せていくかを十分に検討する必要があると考えられる． 
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5.5 居住者の今後の活動意向とその要因 

 

5.5.1 居住者の今後の活動意向 

本節では，都市構造の変化が今後の居住者の活動意向に影響を与えるのか，その実態を把

握する．なお，地域活動に大きく影響を与える可能性があると考えらえれる都市構造の変化

を検討するにあたり，前節までの要因分析の結果を踏まえ，外出頻度に大きく影響を与えて

いた「最寄り鉄道までの所要時間」・「1 か月あたり自由に使うことのできる金額」という項

目に配慮し， 

A) 最寄り鉄道が自分が不便さを感じない程度まで近接して立地する場合 

B) 公共交通の運賃が自分が不便だと感じない程度まで安価になる場合 

を web アンケート調査回答者に想定してもらい，今後の活動意向について把握している．ま

た，公共交通そのものの利便性を向上させるものと比較できるよう， 

C) 公共交通が自分が不便だと感じない程度まで運行頻度が増加する場合 

について想定してもらい，上記 A)B)と同様に今後の活動意向について把握している． 

また，自宅活動に大きく影響を与える可能性についても，前章の要因分析を踏まえ，「職種」

や「職場環境」・「生きがい」や「趣味環境」・「家庭環境」という項目に配慮し， 

D) 同じような職種の人たちが集まりやすい施設が近所に立地する場合 

E) 同じような趣味の人たちが集まりやすい施設が近所に立地する場合 

F) 似たような家庭環境の人たちが集まりやすい施設が近所に立地する場合 

について想定してもらい，今後の活動意向について把握している． 

なお上記 A)~F)において，そのいずれの各項目において利便性が最も向上する可能性が高

い条件（不便さを感じない程度まで各項目が改善された場合）での個人の反応の程度を把握

している．各都市構造等の変化に類似した変化が実際に発生する場合において，最も効果が

大きいと想定される属性をあぶりだすことができると考えられる．ただし，実際に A)～F)

に関わる都市構造の変化につながる施策等を検討する場合には，利用実態や経済状況等にあ

わせて各地域に導入する必要があり，その程度（運行頻度・運賃設定など）も十分に検討す

る必要がある． 

上記 A)～C)と D)～F)による今後の活動意向の変化についてアンケート調査の結果につい

てそれぞれ図 5-7・図 5-8 に示す．なお，いずれの図表においても，χ2検定を行い，5%以内

で統計的に有意な結果が得られた．そのため，それぞれの都市構造の変化ごとにクロス集計

表の残差分析を実施している．以下にそれぞれの表の考察を記載する． 

1) 図 5-7 において，最も活動意向が高まるのは地域活動，自宅活動ともに「公共交通の運

賃が自分が不便だと感じない程度まで安価になる場合」であり，地域活動においては約

3 割の者の活動意向が高まる傾向が示された． 

2) 「最寄り鉄道が自分が不便さを感じない程度まで近接して立地する」のような新たに施

設等を整備する大きな都市構造の変化は必ずしも居住者の今後の活動意向に影響を与え

るとは限らない可能性があるとともに，上記のような大きな都市構造の変化に対して 6

割以上の者が今後の活動意向が高まるとは判断しない可能性が示唆された． 

3) 図 5-8 より，自宅活動に大きく影響すると想定した都市構造の変化について，地域活動

に関する活動意向を高める効果があり，「同じような趣味の人たちが集まりやすい施設が

近所に立地」させることにより，3 割以上の者が外出活動が増加する可能性が示唆され

た．今後の都市退化＜手法＞等を考える上では，ハード面での整備だけではなく，人と

のつながりなどのソフト面での対策を行うことで，公共交通の利便性を最も効果が大き 
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図 5-7 周辺モビリティの変動による活動意向の変化 
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図 5-8 周辺施設整備の変動による活動意向の変化 

 

いと想定されるまでその利便性を高めたときと同等の効果を得ることができる可能性が

本アンケート調査より示された． 

4) なお，図 5-7 と図 5-8 を比較するとモビリティに関連する都市構造の変化が活動意向を 

高める上ではより多くの者が反応する，という結果が得られた． 

 

5.5.2 今後の活動意向に寄与する要因分析 

次に，5.5.1 の中でもそれぞれの活動において活動意向が高まる者の割合が最も多かった

「公共交通の運賃が自分が不便だと感じない程度まで安価になる場合」と「同じような趣味

の人たちが集まりやすい施設が近所に立地する場合」において，どのような属性の者が今後

の活動意向が高まりやすいのか把握するために，要因分析を実施する．具体的には，「公共交

通の運賃が自分が不便だと感じない程度まで安価になる」ことにより今後の地域活動・自宅

活動を行おうとする意欲が高まる者，および，「同じような趣味の人たちが集まりやすい施設

が近所に立地する」ことにより今後の地域活動・自宅活動を行おうとする意欲が高まる者そ

れぞれにおいて，都市構造の変化により居住者の利便性を向上させるうえで「効果が大きい」
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者と「効果が小さい」者に二分した被説明変数を整備し，どのような要因がそれぞれの都市

構造の変化に大きく寄与しているか分析を行った．それぞれの要因分析の結果について図

5-9～図 5-12 に示す．なお，説明変数については前節までの要因分析で用いた説明変数に「外

出頻度」と「自宅内活動時間」を加えている．以下，それぞれの図の考察を記載する． 

1) 図 5-9～図 5-12 のいずれにおいても，最も大きな要因としては「経年変化：活動：5 年

前と比べた活動変化要因」が該当する．今後の活動意向については，そのものの経験そ

のものが大きく影響しており，退化性能も個人の経験によってその捉え方が大きく異な

ることが予想される．ただし「経年変化：活動：5 年前と比べた活動変化要因」や「経

年変化：活動：5 年前から見た外出回数」においては，サンプル数が少ない小分類にお

いて今後の活動意向が高まらない傾向にある点には留意する必要がある． 

2) 図 5-9 の「現状：地域：買い物施設までの所要時間」「現状：地域：鉄道までの所要時間」

をみると，著しく利便性が低い地域においては公共交通の運賃を安価にしても地域活動

意向が高まらない傾向を示している．これは，もともと交通の利便性が低い地域におい

ては自動車を利用することが前提となっているため，公共交通に関する施策を実施して

も効果が薄いことが原因として考えられる． 

3) 図 5-9 の「経年変化：地域」をみると，経年的な人口・都市サービス施設の増減率は影

響力が小さく，χ2 検定でも統計的に有意な結果は得られなかった．地域属性に関する

変数において公共交通の運賃を安価にしても地域活動の意向が高まる傾向を示すものは

少なく，公共交通の運賃を安価にして地域活動意向が高まるか否かは，個人属性や個人

の意識が大きく影響している傾向にあると考えられる． 

4) 図 5-10 において「現状：地域」という項目に着目すると，「鉄道までの所要時間」以外

の項目においては，現状の利便性が低いと考えられる地域に居住している者の今後の自

宅活動意向が高まる傾向にある．また「経年変化：地域：都市サービス施設増減率」を

みると，経年的に都市サービス施設が減少している地域に居住している者の自宅活動意

向を高める傾向を示している． 

5) 図 5-10 の「現状：基礎情報：雇用形態・労働時間」をみると，正社員である者が有意に

自宅活動意向が高まる傾向が示された．これは，他の属性の者と比較して定期的に公共

交通を利用している傾向にある可能性が高いことが原因として考えられる． 

6) 図 5-11 において，縮退という観点から見ると，人口・都市サービス施設の経年的増減率

で全く逆の傾向が示された．趣味活動を行う上では都市サービス施設の充実よりも，そ

もそもともに活動を行うことができるような居住者を確保することが重要であると考え

られる． 

7) 図 5-11 においても図 5-9・図 5-10 に，地域属性の中では現状の利便性に関わる項目の

レンジ値が大きい結果となっており，現状の都市サービス施設の絶対数よりも，利便性

を確保することが活動意向を高める上で重要である可能性が考えられる． 

8) 図 5-12 の「経年変化：5 年前と比べた活動変化原因」に着目すると，5 年前と比較して

人間関係が悪化したと考える者において，同じ趣味の人たちが集まる施設を作ることで

自宅活動意向が著しく高まる可能性が示唆された．趣味活動のように自身の指向性が強

い活動においては，それまでの経験が今後の活動意向に大きく影響する可能性が考えら

れる． 

9) 図 5-12 において，「経年変化：5 年前と比べた活動変化原因」の次にレンジ値が大きい

項目は「現状：地域：バス停までの所要時間」となっており，他の施策と比較して利便

性に関わる変数が「現状：基礎情報：雇用形態・労働時間」や「現状：特性：生きがい」

のような個人属性よりも大きく寄与する可能性が示唆された．一般的には活動意向を高 
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都市サービス

施設数
（町丁目レベル）

6.00×10
-2

以上

0.23
（3.00～6.00）×10

-2
未満

（1.50～3.00）×10
-2

未満

1.50×10-2未満

買物施設までの
所有時間

10分未満

0.50

鉄道までの
所有時間

10分未満

0.76

10～20分未満
20～30分未満
30～60分未満
60分以上
分からない

10～20分未満
20分以上
行かない

バス停までの
所有時間

10分未満

0.29

1時間以内
1～3時間未満
3時間以上

生きがい
あり

0.29
なし

特性

1カ月当たりの
自由に使える金額

1万円未満

0.23
1～3万円
3～5万円
5万円以上

平日ネット
利用時間

利用しない

0.45

居住
居住形態

戸建て
0.05

集合住宅

持ち家
持ち家

0.00
その他

0.22
3.0【時間/日】未満

自営

雇用形態不明
専業主婦・主夫
無職

外出頻度
2.0【回/日】以上

移動
自動車保有

自動車
保有 0.43
保有なし

連続歩行
可能距離

1.5ｋｍ以上
0.04

1.5ｋｍ未満

大分類 小分類 レンジ サンプル

現状

基礎
情報

年齢
18～30歳

0.0931～50歳
51～65歳

性別
男性

0.13
女性

雇用形態
労働時間

正社員 上段：8時間未満
中段：8時間
下段：8時間より
　　　　　　　 長い

0.61
非正規

0.32
2.0【回/日】未満

自宅内活動時間
3.0【時間/日】以上

0-0.5 0.5 1.0

 
図 5-9 公共交通運賃価格の安価化による地域活動意向の変化 
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係数

237
475
356
530
538
79

177
262
129
62
50

8時間未満 39
8時間以上 40

22
140
68

693
375
654
414

マイカー 531
ファミリーカー 269

268
677
391
547
521
386
682
228
349
201

290

187

259

438
184
953
115
203

390

330

145

670
348
33
17

860
88
25
95

453
303
138
89
38
47

5年以上 237
5年未満 52
5年未満 164
5年以上 615
5年以上 72
5年未満 17
5年未満 482
5年以上 497

802
266
335
492
220
21

121
168
142
149
15
43
79
40
25
33
14

239
237
307
303
221
120
216
390
341

活動意向
小 大

相関比：0.25

0.65
1.00～1.10未満

0.90～1.00未満

0.90未満

変わらない

地域

人口増減率
（町丁目レベル）

1.05以上

0.51
1.00～1.05未満

0.95～1.00未満

0.95未満

都市サービス施設
増減率

（町丁目レベル）

1.10以上

5年前と比べた
活動変化原因

家庭環境

上段：今が良い
下段：昔が良い

2.68

仕事環境

人間関係

趣味環境

居住環境

身体機能

10～20分未満
20分以上
分からない

経年
変化

ライフ
ステージ

子育て
実施中

0.26
実施中
ではない

介護
実施中

0.08
実施中
ではない

居住年数
5年以上

0.04
5年未満

活動

5年前から見た
外出回数

減少

0.62
変化なし
増加

行っていない

地域

1人当たり享受
都市サービス

施設数
（町丁目レベル）

6.00×10-2以上

0.58
（3.00～6.00）×10

-2
未満

（1.50～3.00）×10-2未満

1.50×10-2未満

買物施設までの
所有時間

10分未満

1.68

鉄道までの
所有時間

10分未満

0.78

10～20分未満
20～30分未満
30～60分未満
60分以上
分からない

10～20分未満
20分以上
行かない

バス停までの
所有時間

10分未満

1.07

1時間以内
1～3時間未満
3時間以上

生きがい
あり

0.43
なし

特性

1カ月当たりの
自由に使える金額

1万円未満

0.34
1～3万円
3～5万円

5万円以上

平日ネット
利用時間

利用しない

0.41

居住
居住形態

戸建て
0.47

集合住宅

持ち家
持ち家

0.41
その他

0.20
3.0【時間/日】未満

自営

雇用形態不明
専業主婦・主夫
無職

外出頻度
2.0【回/日】以上

移動
自動車保有

自動車
保有 0.01
保有なし

連続歩行
可能距離

1.5ｋｍ以上
0.23

1.5ｋｍ未満

大分類 小分類 レンジ サンプル

現状

基礎
情報

年齢
18～30歳

0.6031～50歳
51～65歳

性別
男性

0.38
女性

雇用形態
労働時間

正社員 上段：8時間未満
中段：8時間
下段：8時間より
　　　　　　　 長い

1.54

非正規

0.13
2.0【回/日】未満

自宅内活動時間
3.0【時間/日】以上

0-0.5 0.5 1.0

 

図 5-10 公共交通運賃価格の安価化による自宅活動意向の変化 
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係数

237
475
356
530
538
79

177
262
129
62
50

8時間未満 39
8時間以上 40

22
140
68

693
375
654
414

マイカー 531
ファミリーカー 269

268
677
391
547
521
386
682
228
349
201

290

187

259

438
184
953
115
203

390

330

145

670
348
33
17

860
88
25
95

453
303
138
89
38
47

5年以上 237
5年未満 52
5年未満 164
5年以上 615
5年以上 72
5年未満 17
5年未満 482
5年以上 497

802
266
335
492
220
21

121
168
142
149
15
43
79
40
25
33
14

239
237
307
303
221
120
216
390
341

活動意向
小 大

相関比：0.25

0.59
1.00～1.10未満

0.90～1.00未満

0.90未満

変わらない

地域

人口増減率
（町丁目レベル）

1.05以上

0.41
1.00～1.05未満

0.95～1.00未満

0.95未満

都市サービス施設
増減率

（町丁目レベル）

1.10以上

5年前と比べた
活動変化原因

家庭環境

上段：今が良い
下段：昔が良い

1.68

仕事環境

人間関係

趣味環境

居住環境

身体機能

10～20分未満
20分以上
分からない

経年
変化

ライフ
ステージ

子育て
実施中

0.23
実施中
ではない

介護
実施中

0.11
実施中
ではない

居住年数
5年以上

0.22
5年未満

活動

5年前から見た
外出回数

減少

0.85
変化なし
増加

行っていない

地域

1人当たり享受
都市サービス

施設数
（町丁目レベル）

6.00×10-2以上

0.34
（3.00～6.00）×10

-2
未満

（1.50～3.00）×10-2未満

1.50×10-2未満

買物施設までの
所有時間

10分未満

0.61

鉄道までの
所有時間

10分未満

0.58

10～20分未満
20～30分未満
30～60分未満
60分以上
分からない

10～20分未満
20分以上
行かない

バス停までの
所有時間

10分未満

0.30

1時間以内
1～3時間未満
3時間以上

生きがい
あり

0.77
なし

特性

1カ月当たりの
自由に使える金額

1万円未満

0.37
1～3万円
3～5万円

5万円以上

平日ネット
利用時間

利用しない

0.31

居住
居住形態

戸建て
0.37

集合住宅

持ち家
持ち家

0.16
その他

0.09
3.0【時間/日】未満

自営

雇用形態不明
専業主婦・主夫
無職

外出頻度
2.0【回/日】以上

移動
自動車保有

自動車
保有 0.25
保有なし

連続歩行
可能距離

1.5ｋｍ以上
0.01

1.5ｋｍ未満

大分類 小分類 レンジ サンプル

現状

基礎
情報

年齢
18～30歳

0.4331～50歳
51～65歳

性別
男性

0.15
女性

雇用形態
労働時間

正社員 上段：8時間未満
中段：8時間
下段：8時間より
　　　　　　　 長い

0.91

非正規

0.17
2.0【回/日】未満

自宅内活動時間
3.0【時間/日】以上

0-0.5 0.5

 

図 5-11 同じ趣味の人たちが集まる施設を作ることによる地域活動意向の変化 
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係数

237
475
356
530
538
79

177
262
129
62
50

8時間未満 39
8時間以上 40

22
140
68

693
375
654
414

マイカー 531
ファミリーカー 269

268
677
391
547
521
386
682
228
349
201

290

187

259

438
184
953
115
203

390

330

145

670
348
33
17

860
88
25
95

453
303
138
89
38
47

5年以上 237
5年未満 52
5年未満 164
5年以上 615
5年以上 72
5年未満 17
5年未満 482
5年以上 497

802
266
335
492
220
21

121
168
142
149
15
43
79
40
25
33
14

239
237
307
303
221
120
216
390
341

活動意向
小 大

相関比：0.25

0.41
1.00～1.10未満

0.90～1.00未満

0.90未満

変わらない

地域

人口増減率
（町丁目レベル）

1.05以上

0.60
1.00～1.05未満

0.95～1.00未満

0.95未満

都市サービス施設
増減率

（町丁目レベル）

1.10以上

5年前と比べた
活動変化原因

家庭環境

上段：今が良い
下段：昔が良い

2.95

仕事環境

人間関係

趣味環境

居住環境

身体機能

10～20分未満
20分以上
分からない

経年
変化

ライフ
ステージ

子育て
実施中

0.31
実施中
ではない

介護
実施中

0.25
実施中
ではない

居住年数
5年以上

0.08
5年未満

活動

5年前から見た
外出回数

減少

0.54
変化なし
増加

行っていない

地域

1人当たり享受
都市サービス

施設数
（町丁目レベル）

6.00×10-2以上

0.14
（3.00～6.00）×10

-2
未満

（1.50～3.00）×10-2未満

1.50×10-2未満

買物施設までの
所有時間

10分未満

0.58

鉄道までの
所有時間

10分未満

1.22

10～20分未満
20～30分未満
30～60分未満
60分以上
分からない

10～20分未満
20分以上
行かない

バス停までの
所有時間

10分未満

1.95

1時間以内
1～3時間未満
3時間以上

生きがい
あり

0.78
なし

特性

1カ月当たりの
自由に使える金額

1万円未満

0.19
1～3万円
3～5万円

5万円以上

平日ネット
利用時間

利用しない

0.98

居住
居住形態

戸建て
0.17

集合住宅

持ち家
持ち家

0.08
その他

0.02
3.0【時間/日】未満

自営

雇用形態不明
専業主婦・主夫
無職

外出頻度
2.0【回/日】以上

移動
自動車保有

自動車
保有 0.32
保有なし

連続歩行
可能距離

1.5ｋｍ以上
0.09

1.5ｋｍ未満

大分類 小分類 レンジ サンプル

現状

基礎
情報

年齢
18～30歳

0.5331～50歳
51～65歳

性別
男性

0.54
女性

雇用形態
労働時間

正社員 上段：8時間未満
中段：8時間
下段：8時間より
　　　　　　　 長い

0.75

非正規

0.01
2.0【回/日】未満

自宅内活動時間
3.0【時間/日】以上

0 1.0

 
図 5-12 同じ趣味の人たちが集まる施設を作ることによる自宅活動意向の変化 
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める要因は個人属性によるものが多い一方，施策によっては利便性の影響が個人属性よ

りも大きいものも存在する，1 つ 1 つの施策に対して，得られる効果や反応する属性の

傾向を把握していくことが，都市における「退化」を広く認識し，受け入られやすくす

るうえで重要になると考えられる． 



 

68 

 

5.6 小括 

 

本章では，そもそもどのような都市構造が居住者によって活動しやすいものであるか，居

住者の地域活動や自宅活動，生活の質（満足度）や今後の活動意向という観点から分析を行

った．本章の分析で得られた成果を以下にまとめる． 

1) 都市構造の経年変化に着目すると，居住者の活動・意識のどちらにおいても，人口・都

市サービス施設が減少しているからと言って，活動量や満足度の低下に直結するとは限

らない傾向がみられた．ただし，都市サービス施設の種類にまで着目すると，教育・福

祉施設の増減は，活動量や満足度に大きな影響を与える可能性がある．少子高齢化社会

において，現在の都市サービス施設数を維持し続けることは困難なことが予想され，あ

る一定数を撤退することが今後求められると考えられる．ただし，教育・福祉などに関

する施設を撤退させるということは，居住者の満足度や外出頻度を低下させる可能性が

あり，実際に施設等を撤退させる場合には十分注意する必要がある．なお，上記地域に

おいてはモビリティサービス等に関連した支援策等を実施し，地域全体としての利便性

の確保等を行う必要があると考えられる． 

2) そもそも個人の活動量は職業や所得等の個人に関わる属性によるものが大きい．そのた

め，どんなに優れた都市における「退化」に関連する施策を検討・実施した場合におい

ても，全ての主体・全ての行動において，その性能を高いと感じられる訳ではない，と

いうことである．また，上記のように個人属性により性能のとらえ方が異なること自体

が，そもそも都市における「退化」を受け入れにくくしている要因の1つであると考えら

れる．ただし，都市構造の変化プロセスの違いが都市における「退化」の性能に全く影

響を及ぼしていないわけではなく，現在の生活に関連する利便性を維持していきながら

都市構造を変容していくことが活動量や活動意向を高める上で重要である可能性が本分

析より示唆されている．そのため，居住者やサービスの撤退の影響を受けやすいミクロ

な範囲だけでは維持できない生活利便性をマクロな範囲でどのように保っていくか，の

ような補完等の観点が都市における「退化」を受け入られやすくするうえで重要である

と考えられる． 

3) 活動の種類別にみていくと，移動を行ったうえで地域で行う活動においては，経年的な

都市構造の変化の中でも，都市サービス施設の影響を受けやすい傾向にある．一方，移

動を伴わない居住者自身の自宅で行う活動においては，経年的な都市構造の変化よりも，

現在の都市サービス施設の立地数や公共交通の利便性の影響が大きい傾向が見られた．

地域で行う活動においては目的地となりえる都市サービス施設が増加することにより移

動が活発になる可能性が考えられる．その一方で，自宅で行う活動は経年的に都市サー

ビス施設が減少していようとも，自宅での活動を行う上で必要となる都市サービス施設

が立地しているか否か，ということが自宅活動を行う上で重要であると判断されている

可能性があると考えられる． 

4) 経年的な満足度の変化を判断する上では，特に地域属性において，過去や現在の満足度

の程度に関わらず，自身の生活を満足と感じるうえで妨げとなる要素が現時点において

存在することが，満足度を判断する上で重要な要素である可能性が示唆された．新規に

居住者の日常生活の利便性向上が期待される施設等を増設することにより居住者の生活

満足度が向上することは当然想定される．しかし，人口減少期において居住者の満足度

を高めるという観点からすると，日常生活を満足と感じる上で障害となりうる事象を排

除することにより現在の生活満足度を維持・向上させる，という観点がより一層重要に
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なると考えられる． 

5) 居住者の今後の公共交通利用意向に着目すると，今後自動車利用が困難になる可能性の

高い者であっても，公共交通の利便性が向上する施策を行ってもその利用意向は向上し

にくい傾向が示唆された．現状として公共交通が活用されていないことを考慮すると，

現状の活動・意識のままでは，本当に公共交通が必要となるときには，その地域の公共

交通が衰退している可能性も十分考えられる．実際に外出に関する困難に直面する以前

から，自身の意識や活動を改めていくことも今後必要になると考えられることも縮退そ

のものや支援策を検討する上で重要な観点である． 
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第 6 章 縮退地域における都市退化＜手法＞の影響 
 

本章では都市退化＜手法＞の中でも，「都市構造の変遷過程や変化後の活動等をサポートす

る計画・事業」に着目し，利用実態・利用意向・促進可能性や，それらにかかわる要因分析

を行う中で，都市退化＜手法＞の性能について検討を行う．これにより，都市退化＜手法＞

はもちろん，都市における「退化」を整理・検討する上での着眼点などをあぶりだす．なお，

具体的な事業としては，第 4・5 章でも着目してきた居住者の活動という観点から，6.3 では

全ての活動のベースとなる“モビリティ”，6.4 では老若男女を問わずに行う必要性が高い“買

い物”活動を対象とし，それぞれを支援するサービスの利用実態・利用意向・促進可能性に

ついてアンケート調査を基にした分析した結果を提示する． 

 

 

6.1 本章の目的 

 

本章では都市退化＜手法＞の中でも，「都市構造の変遷過程や変化後の活動等をサポートす

る計画や事業」に着目し，その性能について検討を行う．具体的には，そもそも取り組みそ

のものが地域の環境にあったもので適したものであるか，検討する．その上で，取り組みに

よって実際にどの程度居住者の生活が持続的なものになったのか，また，今後持続的なもの

にする可能性があるのかについて，利用実態と今後の利用意向という観点から分析を行う．

更に，今後更なる人口減少が懸念されている中，取り組みそのものをどのように変化させて

いくことが居住者の活動だけではなく，手法そのものを持続的なものにすることができるの

か，利用促進という観点から分析を行う．本章の分析を進める上で，人口減少や都市サービ

ス施設の減少の影響が顕著である地域を対象とし，上記取り組みにより反応しやすい個人・

地域属性をあぶりだす必要があると考えられる．そこで本章の分析においては，本論文の第3

章で定義した「縮退」の中には含めていないものの，人口減少・都市サービス施設撤退が顕

著に表れた東日本大震災の被災地域を対象に分析を行う．そのため，考察する上では，震災

の被害そのものの影響に十分留意する必要がある．また，第2・3章でも整理した通り，人口

減少期・人口減少地域においてはそもそもニーズの絶対数自体もこれまでと比較すると減少

しており，新規な取り組みとして，整備が行き届いた建物等を新設すること等は維持・管理

の面からも困難な可能性が考えられる．そのため，本章では既に調査対象地で実施されてき

た取り組みや，サービスの維持・管理等が比較的容易であると想定される取り組み等につい

て，その効果等を重点的に検討していく． 

本震災においては，地震の揺れによる道路状況の悪化などの直接的な被害のみならず，物

流の遮断等の間接的な被害が非常に多く報告されている．その結果，他地域の居住者と比較

して本調査の対象者は交通手段が途絶する，買い物活動の困難に直面する，という今後の人

口減少期においても発生が予想されるリスク等を十分に認識している可能性が高いことが想

定される．また，第 4・5 章でも対象とした居住者という観点も考慮し，全ての活動を行う上

でのベースとなる“モビリティ”と，老若男女を問わず実施されている活動として“買い物”に

関する支援策を抽出しその実態を分析することで，今後幅広く適応可能な知見を得ることが

できると考えられる． 

なお“モビリティ”においては，より幅広い居住者の移動に関する利便性を向上することが

できるよう，それぞれの地域に合ったサービスの条件を検討することが今後求められる．そ
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のため，単一のモビリティサービスの実態を把握するだけではなく，複数のモビリティに関

連するサービスを対象とした調査・研究を行うことが必要であると考えられる．そのため，

地方部の中でも現在公共交通が十分に運行されていない一方，今後急激な高齢化が進行する

ため，自動車以外の移動手段の確保が重要であると考えられる被災地域を対象に，現地調査

や居住者に対してアンケート調査等を実施する．その上で，複数のモビリティに関連したサ

ービスに対する今後の利用意向やその要因について相対的・定量的に明らかにする．これら

の分析より，各居住地・各地域に合ったモビリティに関連するサービスを検討する際の一助

となると考えられる．また，これらの分析を通して，都市退化＜手法＞の退化性能を検討す

る上での着眼点のあぶり出しも行う．なお，対象とするモビリティサービスについては，対

象地で既に実施されているサービスや導入が予定されているサービス，導入が期待されてい

るサービスという観点から，その内容や定義を後述する． 

また，“買い物活動”において，第 2 章でも記載した通り，今後そのサービス拡大が期待さ

れる「移動販売」「ネットショッピング」に加え，日常的買い物活動そのものをサポートする

「お届けサービス（商業施設等で購入した商品を有料で運搬するサービス）」の 3 サービスを

まとめて，本論文における「買い物支援サービス」と定義する．それぞれの買い物支援サー

ビスにおいて特性があり，一部ニーズの高い地域にはそれぞれの買い物支援サービスを実施

する民間事業者参入が進んでいる．「買い物弱者（買い物難民）応援マニュアル」にも，多く

の買い物支援サービスの成功事例が記載されており，実際に居住者の日常的買い物活動利便

性が向上していることが報告されている．一方で，移動販売等においては単独のビジネスと

しての成立は難しく，行政等の支援 19)が必要であるなど，それぞれの買い物支援サービスに

おいて課題も指摘されている．そこで，より多くの居住者の利便性を向上することができる

よう，それぞれの地域に合った買い物支援サービスの条件をあぶりだすことが必要であると

考えられる． 

以上のような問題意識より，アンケート調査を通して買い物支援サービスの利用実態や利

用環境について明らかにする．その上で，居住者の個人属性・地域属性など多くの説明変数

を用いて，それぞれの買い物支援サービス利用意向の要因について明らかにする．これらの

調査・分析を通して，日常的買い物活動の利便性を向上させるため，それぞれの居住地・地

域に合った退化策としての買い物支援サービスを検討する際の一助とする．また，モビリテ

ィサービス同様，都市退化＜手法＞に関する退化性能を検討する上での着眼点のあぶり出し

も行う． 
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6.2 本章の分析フレームワーク 

 

6.2.1 分析対象地 

本調査では，本震災による被災地域の中でも福島県いわき市を分析対象地域として分析を

行う．なお，買い物活動に関する分析はいわき市全域，モビリティに関する分析については，

いわき市の中でも特に三和地区を対象とする．対象地選定理由を以下に記載する． 

1) いわき市は本震災において，地震の揺れによる道路状況の悪化などの直接的な被害のみ

ならず，物流の遮断等の間接的な被害も多く経験した．その結果，他地域の居住者と比

較して交通手段が途絶する，買い物活動が困難に直面する，など今後の少子高齢化社会

での発生が予想されるリスク等を十分に認識している居住者が多く存在する可能性が高

い． 

2) 三和地区は，いわき市内にある 11 地区の中でも最も面積が大きく，その 8 割以上が山地

である．更に高齢者（本章では，65 歳以上を「高齢者」として定義する）割合も 40%を

超えており，日常生活における移動に困難を抱えている者が多く存在する．そのため，

居住者の日常生活における移動への意識が，他地区より高いことが予想される．そのた

め，三和地区でモビリティに関する調査を行うことによって，モビリティに関連する居

住者の率直な意見を数多く把握することができると考えられる．なお，三和地区の面積

は約 214.9km2（いわき市の約 1/6 程度），人口は 3,479 人（平成 26 年 8 月時点）となっ

ている． 

なお，いわき市全体の人口はおよそ 32.6 万人（平成 26 年 8 月時点），面積はおよそ 1,231km²

と非常に広大であり，中心地市街地から中山間地域まで，性格な異なる多様な地域を内包し

ている．そのため，いわき市で得られた知見はその他の市町村など，広く活用することので

きる可能性があると考えられる．図 6-1 にいわき市の公共交通の分布，地域ごとの地形情報

等を明示する． 

モビリティに関する分析における対象地である三和地区においては，小中学校の統廃合が 
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図 6-1 いわき市全体図 
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検討されており，調査当時は運行のなかったスクールバスについて，その導入可能性を市行

政が居住者に対して説明会という形で実施していた（モビリティに関する支援策を検討する

上で，新規にスクールバスが導入される可能性が高い地域であったことも，いわき市三和地

区を分析対象として抽出した理由の 1 つである）．その中では，全ての児童が 55 分以内で登

下校することができる 6 つのルートが設定されている．また，登校時は 1 便，下校時は[1]小

学生低学年用，[2]小学生高学年及び中学生（部活なし）用，[3]中学生（部活あり）用，の 3

時間帯で運行される予定である．一方，三和地区は少子高齢化が進んでいるため，児童・生

徒のみを対象としたスクールバスだけでは十分な利用者が見込めず，継続したバス運行は困

難であることが予想される．そのため，空席があれば居住者も利用することのできるスクー

ルバス（以下，「スクールバス【居住者同乗可】」）の利用意向を本研究の対象として，利用意

向を把握している．スクールバス【居住者同乗可】は少ないニーズを合わせて運行する事業

であり，新規に充実した路線バスを運行する事業よりも退化性能が優れている都市退化＜手

法＞であると考えられる．このように，事業を実際に導入する前段階からその地のモビリテ

ィ等に関する現状を把握し，より多くの者に利用してもらうような工夫を盛り込むことが，

都市退化＜手法＞の退化性能を向上させるうえで重要な観点であると考えられる．なお，ス

クールバス【居住者同乗可】は三和地区内を循環するバスと三和地区といわき市の中心部で

ある平地区とを行き来するバスとが存在し，地区内・地区間のいずれの移動も支援するサー

ビスである． 

図 6-2 に三和地区全体図と公共交通分布を示す．なお，三和地区内の路線バスは，三和地

区といわき市の中心であるいわき駅間で運行されており，その運行頻度は最も頻度が高い路

線で 3［往復/日］程度となっている．そのため，居住者の実際の声として，午前の路線バス

でいわき駅周辺に買い物へ行ったにも関わらず，夕方まで帰りの路線バスを待つ必要があり，

三和地区での日常生活の実態と合っていないという意見が多く聞かれる．また，先述の通り

三和地区はいわき市内の地区で最も面積が大きいこともあり，バス停までの距離が遠い者も

少なくない．また高齢者も多く，バス停までの移動が困難な者も多いことが予想される．そ

のため，三和地区といわき駅をつなぐ主要道路だけではなく，より居住者の近い道路まで送

迎可能な移動手段が必要であるという意見も多く聞かれた． 

なお，三和地区に限らず，いわき市全体として公共交通の利用者は減少し続けており，こ

の 20 年間で利用者は約 1/3 まで減少している 89)．公共交通の利用者が減少し続けている一方

で，三和地区においてはより居住者の近くまで送迎可能なコミュニティバスやデマンドレス 
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図 6-2 三和地区：地区全体図と公共交通分布 
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ポンス型のバス運行は現在実施されていない．ただし，今後上記移動支援が実施された場合，

既存路線バスの更なる衰退を招きかねない．現状活用されていない既存路線バスであっても，

高齢化がさらに進み，居住者の移動手段として今後活用される可能性は考えられる． 

そのため，移動支援サービスを導入するにあたり，既存路線バスの存続を前提に，路線バ

スだけでは網羅することのできない三和地区内居住者の移動支援を検討する必要があると考

え，以下のモビリティに関するワークショップ・アンケート調査にて移動支援の手法やその

利用意向について把握・検討している． 

 

6.2.2 モビリティに関するワークショップの概要 

平成 26 年 10 月 5 日（日）に三和ふれあい館にてワークショップを実施した．実際に三和

地区に居住している参加者の率直な意見を聞き，アンケート調査等に活用することを目的と

している．三和地区各地域の代表者 16 名が参加し，2 班に分かれ地区の問題点や解決策につ

いて議論を行った．なお，班分けは，事前に把握していた「年齢」「性別」「役職」「地域」等

の情報を参考に，偏りのないよう配慮している． 

居住者の実際の意見として，先述の通り運行が決定しているスクールバスに対する期待の

声が多くあがった．また，既に三和地区内で実施されている可能性がある移動支援として，

「近所・地域の人による送迎」があげられ，実際にワークショップ参加者の中にも利用者は

もちろん，運転手側として移動支援を行っている者まで存在した．更に議論を進めていく中

で，三和地区内において「病院による送迎」バスが運行されており，実際に高齢者が「病院

による送迎」バスにより移動している姿を見たことのあるワークショップ参加者もおり，今

後の移動手段として期待できるのではないか，という意見も多くあがった．なお，近所・地

域の人による送迎と，病院による送迎のいずれにおいても，現在三和地区内で実施されてい

るサービス水準としては運賃がかからず，事前に連絡することにより送迎する仕組みとなっ

ており，運行頻度・ダイヤ等は決まっていない．また，病院による送迎バスにおいては目的

地が病院のみであり，現状として病院以外の目的地への運行は行われていない．そのため， ワ

ークショップの中でも「病院だけではなく商業施設を経由することで，多くの高齢者の移動

の足として活用されるのではないか」という意見が聞かれた．上記意見を踏まえ，次節で説

明するアンケート調査においては，目的地を病院のみとした病院による送迎バスの利用意向

だけではなく，商業施設を経由した場合の病院による送迎バスの利用意向の変化についても

把握している．  

また，三和地区内の高齢者世帯の移動の実態として，市街地への移動や買い物活動を息子

夫婦・娘夫婦に依頼しているケースが多いことが明らかとなった．しかし，息子夫婦・娘夫

婦も高齢化し，より多様な移動手段を確保していく必要性がある，という意見も多くあがっ

た． 

以上を踏まえ，次節で説明するモビリティに関するアンケート調査の中で，既に三和地区

居住者の中でその運行が認知されており，今後の移動手段として期待の声が寄せられていた

「病院による送迎」と「近所・地域の人による送迎」，「スクールバス【居住者同乗可】」の利

用意向を三和地区全体で把握する（以後，「病院による送迎」「近所・地域の人による送迎」

「スクールバス【居住者同乗可】」の 3 つを総称し，本論文における「モビリティサービス」

と定義する）．なお，上記モビリティサービスは既に三和地区内で運行されている，あるいは

今後運行されることが決定しているサービスであり，三和地区において今後活用される可能

性が高いことが予想される．また，住民が主体となって運行するサービスから行政が支援す

るサービスまで含んでおり，運行主体が多岐にわたる．なお「病院による送迎」と「近所・

地域の人による送迎」は，一度に送迎できる人数は路線バスより少ないものの，主要道路だ

けでなく居住者の近い道路まで送迎することのできる特徴があると考えられる．上記なモビ
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リティサービスは，導入の容易さ，地域既存モビリティサービスの活用という観点，さらに

は居住者のニーズに合わせてルート等を修正することのできる取り組みであることなど，多

様な観点から三和地区においては退化性能の高い都市退化＜手法＞であると考えられる．ま

た，病院による送迎バスはその特性上地区間の移動を前提としている一方で，近所・地域の

人による送迎は公共交通等が整備されていない地区内の移動を想定したサービスであると考

えられる． 

本震災の影響もあり，三和地区や平地区に第 4 章の地域類型の結果を適用することは難し

い．ただし，現地調査等の結果を考慮すると三和地区と平地区を相対的に比較した場合，三

和地区は縮退地域に該当し，平地区は非縮退地域に該当することが想定される．そのため，

本章で対象とするモビリティサービスを整理した場合，地区間移動を想定している病院によ

る送迎バスは縮退地域と非縮退地域を結ぶサービス，三和地区内の移動を想定している近

所・地域の人による送迎は非縮退地域間を結ぶサービス，スクールバス【居住者同乗可】は

その両者の特性を持つサービスであると考えられる． 

本分析を行う際のアンケート項目の設定だけではなく，要因分析時の説明変数の設定や結

果の考察を行う上でもワークショップで得られた知見を活用している． 

 

6.2.3 モビリティに関するアンケート調査 

日常生活での交通の実態や，今後のモビリティサービスに関する居住者の意識を把握する

ために，2014 年 11 月に，三和地区全世帯に対して，アンケート調査票をポスティングで配

布した．なお，世帯内においても日常的に使用している交通手段によってモビリティサービ

ス実施時における利用意向が異なることが考えられる．そのため，アンケート調査票は 1 世

帯当たり 2 部ずつ配布し，地域属性だけではなく，多様な個人属性を網羅できるよう配慮し

た．三和地区住民アンケートの全体像を表 6-1 に示す．また，図 6-2 中に地域別のアンケー

ト回収率を示す． 

 

6.2.4 買い物活動に関するアンケート調査 

6.2.1 でも記載した通り，いわき市は人口 32.6 万人（平成 26 年 6 月現在），面積はおよそ

1,231km²と非常に広大であり，中心地市街地から中山間地域まで，性格な異なる多様な地域

を内包している．そのため，日常的買い物活動が便利な者から不便であると考えられる者ま

で幅広い居住者が存在し，買い物支援サービスの実態を調査するうえで，多くの意見を回収

することができると考えられる．一方，その土地が非常に高大があるゆえに，それぞれの土

地で異なる問題も多種多様であることが予想される．そこで，ダイレクトに居住者の日常的

な買い物活動を把握し，今後の利便性向上手法の検討を行うために 2013 年 10 月にアンケー

ト調査を実施した．また日常的買い物活動が不便である者の現状を把握するために，アンケ 

 

表 6-1 モビリティに関するアンケート調査概要 

調査対象
いわき市三和地区

全世帯調査

配布・回収 直接配布・郵送回収

実施時期
2014年11月08日

　　　　　　　～11月28日

配布世帯数 1,004世帯(2,008部)

回収部数
(回収率)

278世帯
(27.7%)

316部回収

質問項目

・公共交通利用実態
・自動車利用実態
・目的別交通行動
・スクールバス利用意向
・公共交通利用意向
・居住地への意識
　（各種満足度・不安）
・個人属性
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ート調査の対象地を選定するに当たり 4 つの因子を考慮している． 

1 つ目の因子として，居住地周辺が日常的買い物活動を行いやすい環境にあるか考慮する

ため「最寄り商店までの距離」を把握している．商業施設の立地においては，電子電話帳と

ゼンリンの住宅地図を併用することで，実際の営業状況も個店レベルで完全にポイントベー

スで把握している．なお，本研究における商業施設とは，電子電話帳の中から，食料品を扱

っている「デパート・スーパーディスカウントショップ」「コンビニエンスストア」「食料品・

嗜好品」の施設を抽出し，実際にゼンリン住宅地図で立地を確認できた施設とする．次に

ArcGIS を用いて各町丁目の重心を計算し，町丁目ごとに重心から最寄りの商業施設までの距

離を計算した．これを本研究の「最寄り商店までの距離」と定義している． 

2 つ目の因子としては，居住地の人口規模により買い物環境が変化する可能性を考慮し「人

口密度」を設定している．これは，アンケート調査以前の 2012 年 8 月における住民基本台帳

を基に，町丁目単位で把握している． 

3 つ目の因子としては，日常的買い物活動を行う上で必要となる移動の足として「公共交通

利便性」を因子として考慮している．なお，ここでの公共交通とは，「路線バス」と「鉄道」

を指している．それぞれのバス停・駅ごとに 1 日の運行本数を把握している．その上で，町

丁目単位で，その町丁目に含まれるバス停・駅の運行本数を合計し，「公共交通利便性」とし

ている． 

最後の因子として，「移動販売の有無」を考慮している．移動販売は，そもそもそれぞれの

地域において実施されているか否かが，利用実態に大きく影響すると考えられる．そのため，

事前にそれぞれの地域において移動販売の実施の有無に関して調査を行っている．その調査

結果を図 6-3 に示す．これにより，既に移動販売を利用できる環境にある者と，利用するこ

とができない者に大きく二分している． 

以上の 4 因子を組み合わせることで，日常的買い物活動において多様な状況を考慮し，そ

れぞれの実態等を把握することができる．また，全ての町丁目を上記の 4 つの因子を用いる 

 

 

図 6-3 町丁目別：移動販売訪問頻度 
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ことで分類化しているため，本調査で得られた結果を，類似した地域属性を持つ調査対象外

の町丁目にも適応することができる．これにより，本調査結果をより広範囲に今後の利便性

向上手法を検討することのできる，有益な情報として活用することができると考えられる． 

上記の 4 つの因子を基に対象地を 83 町丁目選出し，それぞれの町丁目にアンケートを配布し

た．なお，いわき市 HP で発表されている東日本大震災における津波被害地域も，精度ある

郵送調査が困難であると考えられるため，対象地から除いている．アンケート調査の全体像

について，表 6-2 に示す．なお，買い物支援サービスの利用を把握するにあたり，年齢や買

い物活動の実態等の個人属性や実際の行動が大きく影響すると考えられる．一方，今後の意

向等を分析するうえでは，居住者が日常生活の中で感じている意識が要因として大きく寄与

すると考えた．そのため，アンケート調査の質問内容としては，個人属性や日常的な買い物

行動，買い物支援サービス行動，交通行動の他，買い物・交通を含めた各種サービスに対す

る満足度等も把握している．更に，居住している現在の周辺の環境だけではなく，今後の居

住地の捉え方によっても，利用意向が大きく異なることが予想される．そのため，現状の実

態や意識だけではなく，今後の転居可能性，10 年後の将来の周辺環境変化や買い物行動が困

難になる可能性等の，今後の居住者の意識まで，多岐に渡って質問項目を設定している． 

図 6-4 にアンケート調査回答者の男女比と年齢比を提示する．男女比においてはいわき市

全体の比率と大きな差異はない．一方，年齢においてはいわき市全体の比率と比較すると，

20-49 歳までの割合が少なく，高齢者の割合が高くなっている．実際に日常的買い物を行い，

困難を抱えている可能性が高い者のサンプルを多く抽出することができたと考えられる． 

更に，より精度の高い分析を行うために，ヒアリング調査も併せて実施し，より詳細な居

住者の実態を把握した．具体的には，アンケート調査項目の中で，買い物支援サービス利用

意向に影響を与えていると考えられる「今後買い物行動が困難になる可能性の認識」の他に，

独自に調査した「最寄り商店までの距離」や「最寄り公共交通の運行頻度」等の地域属性を 

 

表 6-2 買い物に関するアンケート調査概要 

調査対象 いわき市内83町丁目

配布・回収 郵送配布・郵送回収

実施時期
2013年9月26日

　　　　　　　～10月14日

配布部数
（抽出率）

1,411世帯
（1.09%）

回収部数
(回収率)

478部
(33.9%)

質問項目

・買い物支援サービス利用意向
・公共交通利用実態
・自動車利用実態
・目的別交通行動
・公共交通利用意向
・居住地への意識
　（各種満足度・リスク認識）
・個人属性
　（年齢・性別・家族構成など）

 
 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女比(N=452)

年齢(N=471)

男性 女性

20~29歳

30~39歳

40~49歳

50~59歳

60~64歳

65~69歳

70歳~
 

図 6-4 アンケート調査：男女比と年齢比 

年齢比 
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それぞれ大きく 2 分類し，実験計画法に基づいて対象者を抽出した．その結果アンケート調

査から 14 名を抽出し，30～60 分程度のヒアリング調査を実施した．ヒアリング調査により，

アンケート調査だけでは把握しきれなかった買い物環境，交通環境の現状や買い物支援サー

ビスに対する意識等を詳細に把握した．ヒアリング調査で得られた結果は，本分析を行う上

で説明変数の設定や分析の考察を行う上で活用している． 
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6.3 “モビリティ”に関する支援サービス 

 

6.3.1 対象地におけるモビリティに関する実態 

まず，対象地における居住者の日常でのモビリティ利用の実態や意識について把握する．

図 6-5 では，三和地区居住者の自動車・路線バスの利用頻度を示す．次に図 6-6 では，日常

生活の中で抱えているモビリティに対する不安について，その程度を示す．更に，対象地で

最もよく利用されている自動車が利用できない場合，日常生活にどの程度の影響があるのか，

「生活の豊かさ」の変化という観点から把握しており，その調査結果を図 6-7 に示す．なお

図 6-6 におけるモビリティに対する不安については，現状として三和地区で移動手段として

利用することのできる「自動車」と「公共交通（主に路線バス）」の 2 つに着目している．

また先述の通り，三和地区では今後スクールバスの運行が検討されている．そのため，現状

での「子供の通学に関する不安」についても図 6-6 で示す．以下，それぞれの図の考察を記

載する． 

1) 図 6-5 において，三和地区においても 7-8 割以上の者が毎日自動車を利用しており，自

動車に依存している実態が浮き彫りとなった．一方，路線バスにおいて，定期的に路線

バスを使用している者は全体の 3%にも達していない．これを三和地区内の地域別にみ 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車(N=247)

路線バス (N=254)

ほぼ毎日 週2~3回

週4~5回週1回

たまに利用 利用しない
 

図 6-5 自動車・路線バスの利用頻度 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車が運転できなくなる
(N=238)

公共交通がなくなる
(N=241)

子供の通学が大変になる
(N=220)

非常に不安

やや不安

どちらともいえない

自分には関係ない

不安でない

あまり不安でない

 

図 6-6 居住者の日常生活で抱えている不安の程度 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車が運転できなくなる

ことによる日常生活の豊かさ
(N=246)

あまり豊かでなくなる 日常生活さえままならない

豊かではなくなる

 

図 6-7 自動車が運転不可になった場合の豊かさの変化 
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ると，いわき市の中心より遠い地域において全く路線バスが利用されていない実態が明

らかとなった． 

2) 図 6-6 において，8 割以上の者が「自動車を運転できなくなる」ことに対して不安を感

じている実態が明らかとなった．先述の通り，三和地区においては多くの者が自動車に

依存している．今後三和地区ではより高齢化が進み，自動車による移動が困難となる者

が増加する可能性は十分に考えられる．そのため，自動車以外の移動手段を確保するな

どの対策を打たなければ，多くの者が日常生活での移動に不安を抱えたまま生活し続け

る可能性があることが明らかとなった． 

3) 図 6-6 において，8 割程度の者が「公共交通がなくなる」ことに対しても不安を抱えて

いる実態が明らかとなった．現状として，三和地区では自動車に代わる主な移動手段は

路線バスに限られている．しかし，先述の通りいわき市全体の路線バス利用者は減少し

続けている．今後高齢化が進む中で路線バスをはじめとした公共交通の維持はもちろん，

公共交通以外の自動車代替移動手段を確保していくことも必要であると考えられる． 

4) 図 6-6 より，「子供の通学が大変になる」という項目では，世帯に児童がいない者も含め

地区全体の 7 割以上の者が不安に感じている． 子供の通学が地区全体の問題として認識

されていると考えられる． 

5) 図 6-7 において，9 割以上の者が，自動車が運転できなくなることで，日常生活が豊か

でなくなると回答している．その中でも 7 割程度の者が「日常生活さえままならない」

ほど豊かさが欠落すると回答しており，現状として改めて自動車に強く依存している実

態が明らかとなった． 

以上より調査対象地において，多くの居住者が自動車に強く依存している一方で，常に自

動車が運転できなくなる不安を抱えたまま日常生活を送っているという実態が明らかとなっ

た．また，子供の通学は地区全体の問題として認識されていることも明らかとなった．実際

にワークショップにおいて参加者の意見を聞くと，「今後の交通は子供のことを最優先に考え

ていく必要がある」という意見が多くあり，スクールバス運行が三和地区の中で重要事項と

認識されていることが分かる． 

 

6.3.2 対象地におけるモビリティサービスへの利用意向 

本節では，三和地区でのモビリティサービスの利用意向について明らかにする．まず，図

6-8・図 6-9 において，モビリティサービスそれぞれの利用意向についてアンケート調査の結

果を示す．なお，図 6-8 中の病院による送迎バスは，目的地が病院のみであることを想定 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院による送迎バス
(N=274)

近所・地域の人による送迎
(N=246)

わからない

利用することはない

今後利用したい

利用している
 

図 6-8 送迎サービスの利用実態と利用意向 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

スクールバス【居住者同乗可】

利用意向 (N=160)
たまに利用したい

週1回程度

利用したくない

月数回程度

 

図 6-9 スクールバス【居住者同乗可】の利用意向 
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している．図 6-8・図 6-9 の結果を踏まえたうえで，実際にモビリティサービスを運行され

た場合，どの程度日常生活に影響を与える可能性があるのか，前節同様「日常生活の豊かさ」

の変化という観点から把握している．その結果を図 6-10 に示す．以下，それぞれの図の考察

を記載する． 

1) 図 6-8 において，約半数程度の者が病院による送迎を今後利用したいと回答している．

三和地区は高齢者の割合が高く，今後より病院に通う可能性が高くなると認識しており，

その移動手段として病院による送迎の活用を実際に検討している者が多く存在すること，

などが理由として考えられる． 

2) なお，図 6-8 の結果を三和地区内の地域別に見ると，現在路線バスの運行頻度が低い地

域において利用意向が高い傾向が示された．年齢等の個人属性はもちろん，居住してい

る地域の属性によっても取り組みに対する感じ方は異なる．都市退化＜主体＞における

退化性能の感じ方や捉え方についても，個人属性・地域属性の両面から判断する必要が

あると考えられる． 

3) 図 6-9 において，スクールバス【居住者同乗可】を運行することによって，約半数程度

の者が定期的な利用意向を示す結果が得られた．また，三和地区内の地域別に見ると，

相対的に現在路線バスの運行本数が少ない地域において，スクールバス【居住者同乗可】

の利用意向が高い傾向にある．本論文で対象としたモビリティサービスにおいて，既存

の路線バスの運行頻度が低い地域において退化性能が高く算出される傾向にある． 

4) 図 6-10 において，モビリティに関するいずれのサービスを実施した場合において，約半

数以上の者は日常生活が豊かになると回答している．特に病院による送迎サービスは約

7 割程度の者が，日常生活が豊かになる可能性を示唆している．都市退化＜手法＞にお

いては，その利便性が向上するだけではなく，居住者の日常生活の豊かさを高める可能

性も十分に考えられる．以上のように，都市退化＜手法＞に関する退化性能を検討する

上では，取り組みそのものの効果はもちろん，その波及効果も大きいものであり，退化

性能として想定される波及効果・実際に得られた波及効果等も整理・検討することが今

後の事業実施の上で重要になると考えられる． 

以上より，現状として公共交通が利用されていない地域・運行本数が少ない地域において，

特にモビリティサービスの利用意向が高い傾向が示唆された．また，近所・地域の人による

送迎よりも，病院による送迎のように，既存のサービスを活用しつつ少ない需要をまとめる

サービスを運行することで，居住者の日常生活がより豊かになる可能性が，本調査より示唆

された． 

 

6.3.3 モビリティサービス運行に対する居住者の意識 

本項では，モビリティサービスの利用意向に大きく寄与している要因を定量的に明らかに

するために，共分散構造分析を行った．被説明変数としてはアンケート項目中にある「モビ 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院による送迎
(N=228)

近所・地域の人による送迎
(N=218)

スクールバス【居住者同乗可】
(N=212)

非常に豊かになる

やや豊かになる

どちらともいえない

あまり変わらない

変わらない

 

図 6-10 各モビリティサービス実施による豊かさの変化 
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リティに関連するそれぞれのサービスを今後利用したいか」という項目を使用している．な

お前章同様，病院による送迎バスにおいては， 目的地が病院のみであることを想定している．

また，個人属性や実際の行動によって利用意向に差異があることが予想される．そのため，

潜在変数を設定するにあたり，アンケート項目より構成される「個人属性」と，主に施設の

立地調査等の結果を用いた「地域属性」の大きく 2 つに分類した．更に，個人属性の中でも，

居住者の実態はもちろん，居住者の意識が要因として大きく寄与すると考えられる．そのた

め，自動車利用頻度等の実態を含む「自動車依存」等の潜在変数だけではなく，居住者の意

識をまとめた「日常生活不満度」「不安度」「地元信頼度」という 3 つの潜在変数を設定し，

分析を行っている．分析結果を図 6-11 に示す．なお，図 6-11 において，潜在変数間の標準

化係数については，有意水準 5%以上のパスのみを示している．以下に考察を記載する． 

1) 病院による送迎に着目すると，潜在変数「個人」の標準化係数（0.49）の次に，潜在変

数「自動車依存」の標準化係数（0.25）が大きい傾向が示された．居住者の多くが自動

車に依存している中，現状で最も利用されている病院による送迎を実際に居住地周辺で

目にすることが多く，利用イメージが比較的容易であることが理由であると考えられる． 

2) 近所・地域の人による送迎に着目すると，潜在変数「地元信頼度」の標準化係数（0.28）

が最も大きい．また，潜在変数「地元信頼度」においては，観測変数「地元住民への信

頼」の標準化係数（0.20）が大きく寄与している．地元住民への信頼の有無が近所・地

域の人による送迎において，重要であると考えられる実際に三和地区住民が話し合う機

会であるワークショップでも，「送迎を依頼するにあたり，気軽に話すことができる相手

であれば依頼しやすい」という意見が多く聞かれた．このように地域に対する愛着等も，

都市退化＜手法＞を検討するうえで重要な観点である． 

3) ワークショップにおいても，三和地区でのモビリティに関する不安を居住者間で共有し

ていくことで，それぞれの居住地ごとにおける現状でのモビリティに関する問題が整理

されていた．それと同時に，議論の中で自然とモビリティサービスに対する利用意向が

高まり，モビリティサービスを広く普及していくための方法まで検討している班も見ら

れた．現状抱えている不安を住民間で共有できるような機会を設けることで，問題解決

へ向けた検討が実施できると同時に，モビリティサービス利用意向を高める効果がある

と考えられる． 

GFI:0.889
AGFI:0.811

数値:標準化係数
サンプル数:156

病院による送迎

周辺公共交通
状況

不安度

周辺商業施設
状況

地元信頼度

自動車依存

公共交通
運行本数

商業施設
までの距離

公共交通
認知度

地元行政への
信頼

地元住民への
信頼

自動車
保有の有無

自動車
利用頻度 商業施設撤退

に対する不安

公共交通撤退
に対する不安

商業施設
密度

自動車を運転
できなくなる

不安

0.11

0.590.23

-0.11

0.18

0.25

0.18

0.36
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0.03

0.18
0.12

0.21

0.19

正方向

負方向

潜在要因(地域)

潜在要因(個人)

近所・地域の人による送迎

個人日常生活不満度
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不満

公共交通への
不満

年齢 性別
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0.76
0.72

0.55

0.65

0.11 0.20

-0.09 0.01 0.01 0.23

0.28

0.10
0.09

-0.10

スクールバス【居住者同乗可】

-0.01 0.11

0.03

0.09
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0.05

0.33
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有意水準1%以上
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凡例

図 6-11 モビリティサービス利用意向に関する要因分析（共分散構造分析モデル） 
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4) スクールバス【居住者同乗可】に着目すると，潜在変数「不安度」の標準化係数（0.21）

が大きい結果が得られた．その中でも，観測変数「自動車を運転できなくなる不安」の

標準化係数（0.72）が大きく，要因として大きく寄与していることが分かる．換言する

と，自動車を運転できなくなる不安を抱えている者ほど，今後スクールバス【居住者同

乗可】を利用しやすい傾向にあることが示唆された． 

5) 「個人属性」と「地域属性」からそれぞれのモビリティサービスに対するパスを比較す

ると，相対的に「個人属性」から各モビリティサービスに対するパスにおける標準化係

数の数値が大きく，「個人属性」が「地域属性」より利用意向に大きく寄与している傾向

が示唆された．また，「個人属性」の中でも，居住者の意識に関わる潜在変数の標準化係

数が大きい傾向が示された．換言すると，いかに退化性能が高い（導入することで多く

の者がその地で持続的に居住することが可能になる）と想定される都市退化＜手法＞を

導入したとしても個人によってその捉え方が大きく異なる点は，実際に都市退化＜手法

＞を検討する上で考慮する必要がある． 

6) 図 6-11 における潜在変数間のパスを見ると，潜在変数「不安度」から潜在変数「地元信

頼度」・潜在変数「日常生活不満度」に対するパスが有意水準 5%以上である結果が得ら

れた． 

7) 病院や近所・地域の人による送迎においては，潜在変数「個人」の年齢が大きく利用意

向に寄与している可能性が示唆された．年齢によって自動車の利用実態も大きく異なる

ことが考えられ，それに伴いモビリティサービスの利用意向にも差異が生じる可能性が

高い．対策を検討するうえでは年齢を考慮した検討を行う必要があると考えられる． 

以上のように，大枠として同じ「モビリティサービス」であっても，「病院による送迎」・「近

所・地域の人による送迎」・「スクールバス【居住者同乗可】」という 3 つそれぞれにおいて，

居住者そのものの属性や居住している地域の属性によっても利用意向が異なる．また個人属

性・地域属性の組み合わせによって更に利用意向の傾向が異なることが想定される．全ての

居住者の利用意向を一様に高めることは困難であり，目的に合った取り組みを実施検討する

必要がある． 

 

6.3.4 各種対策によるモビリティサービス利用意向変化 

前節での分析の結果，モビリティに関連するそれぞれのサービス毎に，利用意向に大きく

寄与している要因が異なる傾向が示唆された．そこで本節では，モビリティサービスの利用

意向に大きく寄与している要因の 1 つである「年齢」に着目し，モビリティサービスの運行

条件を改善することによる利用意向の変化を把握する．なお，運行条件の改善のための対策

を検討するにあたり，実際にワークショップの中で希望として提案された対策も採用してお

り，アンケート調査の中で居住者の意識を把握している．なお，スクールバス【居住者同乗

可】においては，市行政によって既存のバス路線を活用することを検討しており，三和地区

においては利便性向上に向けた対策を導入することは難しい．そのため本節においては，病

院による送迎と近所・地域の人による送迎の 2 サービスに焦点を当て，検討を行う．図 6-12・

図 6-13 に，それぞれの対策を実施することによる利用意向の変化の程度を示す．また，表

6-3・表 6-4 には，年齢別に各種対策による利用意向変化の程度を示す．以下考察を記載する． 

1) 図 6-12 から，病院による送迎で最も利用意向を高める可能性がある対策は「自宅まで送

迎」であり，約 7 割程度の者が「より利用する」「やや利用が増える」と回答しているこ

とが分かる．三和地区においては，「自宅まで送迎」という選択肢が病院による送迎とい

う都市退化＜手法＞の退化性能をより高める上で効果的であると考えられる． 

2) 図 6-13 より，近所・地域の人による送迎サービスにおいては，いずれの対策においても，

利用意向が高まると回答した者は 4 割程度であることが明らかとなった．その中でも「自
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宅前まで送迎」する対策が，他の対策よりやや「より利用する」と回答した者が多い実

態が明らかとなった． 

3) なお，図 6-12・図 6-13 において，いずれの対策においても，ほぼ同じ回答者が「変わ

らない」という選択肢を回答している．換言すると，今後モビリティサービス利用にお

いて，どのような対策を行ったとしても「利用する者」と「利用しない者」とが二極化

する可能性があることが，本調査によって明らかとなった． 

4) 表 6-3 より，運行条件を改善することによって，高齢者の利用意向が高くなる傾向が示

された．具体的には，高齢者において病院による送迎において「自宅まで送迎」するこ

と，「商業施設によってくれる」こと，のいずれの対策においても，9 割程度の高齢者の

病院による送迎の利用意向が高まる可能性が示唆された． 

5) 表 6-4 において，近所・地域の人の送迎においては，どのような対策を実行した場合に

おいても，比較的若い年代の利用意向が「変わらない」や「どちらともいえない」と回

答しており，対策による利用意向の向上が難しい可能性が示唆された．一方，高齢者に

おいては，「自宅前まで送迎」という対策に対して 6 割程度の者が「より利用したい」「ま

あまあ利用したい」と回答している．本調査の中で対象とした対策の中では，「自宅前ま

で送迎」することが，近所・地域の人による送迎に関する利用意向を高めるうえで有効

な対策である可能性が示唆された． 

以上のように，比較的安易な方法であっても都市退化＜手法＞の退化性能を高めることは

十分可能であり，個人属性によっては対策により 9 割近くの者の利用意向を高める可能性が

ある手法まで存在した．ただし，例えば本項では対象としなかったスクールバス【居住者同

乗可】においては，現行の法制度での導入そのものが難しいことが指摘されている 90)．今後，

都市退化＜手法＞に関する課題に取り組む体制そのものを整備し，居住者の不安を軽減する

よう取り組んでいくことが自体が退化性能を高めていくうえで重要な観点であると考えられ

る． 

 

6.3.5 モビリティサービス非利用意向者の傾向把握 

前節での分析の結果，それぞれのモビリティサービスにおいて，利用促進が期待される各 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅前まで送迎(N=202)

商業施設に寄ってくれる
(N=197)

より利用する

やや利用が増加する

どちらともいえない

変わらない

 

図 6-12 病院による送迎：各対策実施による利用意向変化 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いつでも利用可能(N=177)

運転手が保険で補償
(N=173)

自宅前まで送迎(N=178)

より利用する

やや利用が増加する

どちらともいえない

変わらない

あまり変わらない

 

図 6-13 近所・地域の人による送迎：各対策実施による利用意向変化 
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対策 全体
より

利用したい
まあまあ

使用したい
どちらとも
いえない

あまり
変わらない

変わらない

3.2% 14.3% 0.0% 14.3% 14.3% 57.1%

7.3% 43.8% 18.8% 12.5% 0.0% 25.0%

12.4% 25.9% 22.2% 33.3% 0.0% 18.5%

21.6% 42.6% 27.7% 8.5% 0.0% 21.3%

27.1% 47.5% 25.4% 8.5% 1.7% 16.9%

65～75歳(N=35) 16.1% 34.3% 20.0% 14.3% 11.4% 20.0%

75歳～(N=27) 12.4% 33.3% 14.8% 14.8% 3.7% 33.3%

3.3% 14.3% 0.0% 28.6% 14.3% 42.9%

7.5% 43.8% 18.8% 12.5% 0.0% 25.0%

12.7% 25.9% 22.2% 33.3% 0.0% 18.5%

22.1% 42.6% 27.7% 8.5% 0.0% 21.3%

27.7% 47.5% 25.4% 8.5% 1.7% 16.9%

65～75歳(N=34) 16.0% 38.2% 14.7% 17.6% 8.8% 20.6%

75歳～(N=23) 10.8% 30.4% 13.0% 17.4% 8.7% 30.4%

3.2% 14.3% 0.0% 28.6% 14.3% 42.9%

7.4% 43.8% 18.8% 12.5% 0.0% 25.0%

12.4% 25.9% 22.2% 33.3% 0.0% 18.5%

21.7% 42.6% 27.7% 8.5% 0.0% 21.3%

27.2% 47.5% 25.4% 8.5% 1.7% 16.9%

65～75歳(N=34) 15.7% 44.1% 14.7% 17.6% 5.9% 17.6%

75歳～(N=27) 12.4% 44.4% 14.8% 11.1% 3.7% 25.9%

独立性の検定結果　　**：1%有意　*：5%有意
クロス集計表の残差分析結果　　網掛太字：1%有意　太字：5%有意

年齢

60～64歳(N=59)

50～59歳(N=47)

40～49歳(N=27)

30～39歳(N=16)

～29歳(N=7)

いつでも対応可
*

χ2値：41.4　自由度：24
P値：0.01

自宅前まで送迎*

χ2値：41.4　自由度：24
P値：0.01

保険制度の充実*

χ2値：41.4　自由度：24
P値：0.01

高齢者

60～64歳(N=59)

50～59歳(N=47)

40～49歳(N=27)

30～39歳(N=16)

～29歳(N=7)

高齢者

60～64歳(N=59)

50～59歳(N=47)

40～49歳(N=27)

30～39歳(N=16)

～29歳(N=7)

高齢者

網掛のみ：高齢者（65歳以上）

網掛太字：1%有意

表 6-4 年齢別：各種対策による近所・地域の人による送迎の利用意向変化 

対策 全体
より

利用したい
まあまあ

使用したい
どちらとも
いえない

あまり
変わらない

変わらない

3.0% 14.3% 14.3% 42.9% 0.0% 28.6%

6.9% 37.5% 18.8% 12.5% 6.3% 25.0%

11.7% 25.9% 18.5% 29.6% 0.0% 25.9%

19.9% 41.3% 17.4% 15.2% 4.3% 21.7%

25.5% 32.2% 30.5% 18.6% 3.4% 15.3%

65～75歳(N=43) 18.6% 48.8% 44.2% 2.3% 0.0% 4.7%

75歳～(N=33) 14.3% 57.6% 15.2% 12.1% 0.0% 15.2%

3.0% 14.3% 14.3% 28.6% 0.0% 42.9%

6.9% 43.8% 18.8% 12.5% 0.0% 25.0%

11.6% 25.9% 22.2% 33.3% 0.0% 18.5%

20.3% 42.6% 27.7% 8.5% 0.0% 21.3%

25.4% 47.5% 25.4% 8.5% 1.7% 16.9%

65～75歳(N=43) 18.5% 58.1% 34.9% 2.3% 0.0% 4.7%

75歳～(N=33) 14.2% 51.5% 24.2% 12.1% 0.0% 12.1%

独立性の検定結果　　**：1%有意　*：5%有意
クロス集計表の残差分析結果　　網掛太字：1%有意　太字：5%有意

商業施設に寄ってくれる*

χ2値：36.1　自由度：24
P値：0.04

自宅前まで送迎*

χ2値：41.4　自由度：24
P値：0.01

年齢

60～64歳(N=59)

50～59歳(N=47)

40～49歳(N=27)

30～39歳(N=16)

～29歳(N=7)

60～64歳(N=59)

50～59歳(N=46)

40～49歳(N=27)

30～39歳(N=16)

～29歳(N=7)

高齢者

高齢者

網掛のみ：高齢者（65歳以上）

網掛太字：1%有意

表 6-3 年齢別：各種対策による病院による送迎の利用意向変化 
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種対策を実施した場合においても，モビリティサービスを「利用しない」者が一定数存在す

ることが明らかとなった．そこで本節では，単一のモビリティサービスだけではなく，複数

のモビリティサービスを地域内で同時に運行し，かつ前節で提示した各種対策を実施した場

合において，三和地区内のどの程度の居住者の需要をカバーすることができるのか検証する．

そのために，まずアンケート調査票を活用し，以下の 5 パターンに分類し，それぞれの分類

の傾向を把握した．なお，分類後に記載している（ ）内の数値は，それぞれのパターンに

分類されたアンケート回答者の総数を示す． 

A) 複数のモビリティサービスに利用意向を示す者（237 名） 

B) 病院による送迎バスにのみ利用意向を示す者（48 名） 

C) 近所・地域の人の送迎にのみ利用意向を示す者（2 名） 

D) スクールバス【居住者同乗可】にのみ利用意向を示す者（1 名） 

E) いずれのモビリティサービスにも利用意向を示さない者（28 名） 

以上より，三和地区においては，単一のモビリティサービスとしては B)病院による送迎バ

スサービスのみ利用意向を示す者が最も多い．換言すると，複数のモビリティサービスを運

行し，利用促進が期待される各種対策を実施した場合において，病院による送迎バスが最も

利用される可能性が高い傾向にある，ということである．モビリティサービスを比較した場

合，三和地区においては病院による送迎というサービスが都市退化＜手法＞として最も性能

が高い傾向にある．一方，どのようなモビリティサービスを実施し，利用意向を高めるため

の各種対策を行ったとしても，約 10％の回答者はモビリティサービスを利用しないと回答し

ている． 

なお，E)の年齢構成を確認すると，半数以上の者が高齢者であった．序論でも記載した通

り，今後高齢者の移動手段を確保することが必要であると考えられる．そこで，より多くの

者が利用意向を示しやすい B)と，いずれのモビリティサービスにも利用意向を示していない

E)の傾向の差異をより詳細に把握する．これにより，E)に該当する者のモビリティサービス

に対する利用意向を高める一助になると考えられる．結果を図 6-14・図 6-15 に示し，考察

を以下に記載する．なお，図 6-14・図 6-15 においては，独立性の検定を実施し，1％水準で

有意であることを確認している． 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B) 病院による送迎（N=47）

E) 利用意向なし（N=28）

活用する

やや活用する

どちらともいえない

あまり活用しない

活用しない

 

図 6-14 分類別：いわき市広報誌活用程度 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

B) 病院による送迎（N=45）

E) 利用意向なし（N=28）

積極的

やや積極的

どちらともいえない

やや消極的

消極的

 

図 6-15 分類別：まちづくり活動参加程度 
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1) 図 6-14・図 6-15 より，広報誌を実際に活用している者・積極的にまちづくりに参加す

る者において，病院による送迎バスに対する利用意向を示しやすい傾向が示された．換 

言すると，地域の情報に実際に触れ合う機会が多い者の方が，モビリティサービスの利

用意向が増大する可能性があることが考えられる． 

2) なお，B)と E)において，共分散構造分析の中でモビリティサービス利用意向に大きく影

響を与える可能性のあった年齢構成や自動車利用頻度の傾向を確認すると，統計的な有

意な差は確認できなかった． 

以上より，いずれのモビリティサービスに対しても利用意向を示さない者において，モビ

リティサービスに関する情報を実際に取得できる環境を整備することにより，利用意向を創

出することができる可能性が示唆された．比較的容易な手法でも利用意向を高めることがで

きるという観点からも，病院による送迎というモビリティサービスは，都市退化＜手法＞と

しての退化性能が非常に高い取り組みであると考えられる． 
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6.4 “買い物支援”に関する支援サービス 

 

6.4.1 買い物支援サービス利用環境に関する調査 

お届けサービスは居住者自身が日常的な買い物活動を行うために商業施設に訪れることで

利用できるサービスである．しかし，移動販売とネットショッピングについては，そもそも 

それぞれのサービスを利用することのできる環境が整っていることが，サービス利用の条件

となる．そのため，居住者周辺の移動販売の訪問頻度と居住者自身のインターネット利用頻

度を質問しており，その結果を図 6-16・図 6-17 に示す．以下，それぞれの図について考察

する． 

1) 図6-16より約3割程度の者は移動販売が周辺まで来ていることを認知していることが明

らかとなった．  

2) 図 6-17 より，対象地に居住している者の約 4 割程度がインターネットを利用する可能性

があるという実態が明らかとなった． 

以上のことから，対象として日常的買い物活動が困難であると考えられる居住地を多く含

んでいるが，移動販売・ネットショッピングそれぞれのサービスにおいて約 3 割程度の者が

それぞれのサービスを活用することができる環境にあるという実態が明らかになった． 

 

6.4.2 買い物支援サービス利用意向に関する要因分析 

前項では，買い物支援サービスの利用環境の把握を行った．次に本項では，どのような個

人属性・地域属性を持った者がそれぞれの買い物支援サービスを利用したいと考えているの

か，その要因を明らかにするために共分散構造分析を行った．被説明変数としてはアンケー

ト項目中にある「それぞれの買い物支援サービスを今後利用したいか」という項目を使用し

ている．なお先述した通り，個人属性や実際の行動によって買い物支援サービスの利用意向

に差異が生じることが予想される．そのため，潜在変数を設定するにあたり，主にアンケー

ト項目より構成される「個人属性」と，主に施設の立地調査等の結果より構成される「地域

属性」の大きく 2 つに分類した．更に，潜在変数「個人属性」の中でも，居住者の意識が買

い物支援サービスの利用意向に関する要因として大きく寄与すると考えられる． そのため，

自動車利用頻度等の実態を含む「自動車依存」などの潜在変数だけではなく，「満足度」や「社

会的リスク認識」といった，居住者の意識をまとめた潜在変数も設定している． 

分析結果を図 6-18 に示し，以下に考察を記載する． 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動販売訪問頻度
(N=422)

いつでも

週5回

週2・3回

週1回

月1回

利用しない

 

図 6-16 移動販売の訪問頻度 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インターネット利用頻度
(N=439)

毎日

週5回

週2・3回

週1回

月1回

利用しない

 

図 6-17 インターネットの利用頻度 



 

89 

 

図 6-18 買い物支援サービス利用に関する要因分析（共分散構造分析モデル） 

 

1) 移動販売において，個人属性に着目すると，年齢という項目が移動販売利用に寄与して

おり，高齢の者ほど利用意向が高いことが示された．一方で，地域属性に着目すると，

公共交通の利便性が低い者の方が，利用意向が高い傾向にあることが示唆された．ただ

し個人属性の中でも，潜在変数「自動車依存」については，依存している者ほど移動販

売を利用しない傾向が明らかとなった． 

2) 移動販売において，個人属性と地域属性の標準化係数の絶対値を比較すると，個人属性

が要因として移動販売利用に大きく寄与している傾向が示唆された． 

3) なお移動販売において，潜在変数「満足度」の標準化係数が負の傾向を示している．満

足度を形成する 3 つの観測変数と移動販売利用意向でクロス表を作成すると，「商業施

設」と「公共交通」に対する満足度に対しては，満足度が低い者ほど利用意向が高い傾

向を示した．一方，「行政への信頼」という観測変数においては，行政を信頼している者

ほど利用意向が高い傾向が示唆された． 

4) ネットショッピングにおいては，個人属性に着目すると，自動車依存している者の利用

意向が高い．つまり自動車を利用しなければ日常的買い物活動を行うことができない者

の利用意向が高い傾向にある．一方で地域属性に着目すると，町丁目における商業施設

の密度や，公共交通に対する認知の程度が利用意向に寄与している傾向が示唆された． 

5) ネットショッピングにおいて個人属性と地域属性，両者標準化係数の絶対値を比較する

と，相対的に個人属性の数値の方が大きい傾向にある．換言すると，ネットショッピン

グの利用意向は居住地に依存せず，居住地の属性に左右されずに利用意向が高い可能性

が考えられる．なお上記以外にも，若年層の利用意向が高い傾向が示された． 

6) お届けサービスは，実際に商業施設に行くことが前提となっているサービスである．そ

のため，商業施設そのものの利便性や，移動の足となる公共交通等の地域属性が利用意

向に大きく影響を与えている可能性が示唆された．また，個人属性の中でも自動車利用

の多い者の方の利用意向が高い傾向が明らかとなった． 

7) なお，ネットショッピング・お届けサービスにおいて，潜在変数「満足度」の標準化係

GFI:0.899

AGFI:0.868

数値:標準化係数
サンプル数:371

有意水準5%未満
有意水準5%以上

潜在要因(地域)ネットショッピング利用

公共交通利便性

社会的
リスク認知

商業施設利便性

地域選好意識

自動車依存

移動販売利用

公共交通
運行本数

商業施設
までの距離

公共交通
認知度

居住地域への
愛着

市街地域への
転居経験

自動車
保有の有無

自動車
利用頻度

商業施設撤退
可能性の認知

公共交通撤退
可能性の認知

商業施設
密度

自動車を運転
できなくなる
可能性の認知

0.70

0.80

0.590.10

0.30

-0.11

0.29
0.08

0.71

-0.69

-0.07

-0.08

0.02

0.05
0.18

0.15

-0.28
-0.17

0.15

潜在要因(個人)
お届けサービス利用

居住者満足度

商業施設 公共交通 年齢 性別

0.70

0.79

-0.25

0.79

0.57

0.10 0.13

-0.06 0.69 0.85 0.26

0.27 0.15

0.07
-0.07 0.61

-0.20

同居家族の
有無

行政への信頼

人口密度

負方向
正方向

0.110.20

0.06-0.23

-0.09
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数が正の傾向を示している．上記 2 サービスにおいては，商業施設・公共交通に満足し

ている者の方が，満足していない者よりも利用意向が高い可能性が示唆された．特に，

先述の通りお届けサービスにおいては，実際に商業施設等に訪れることが前提となって

いる．そのため，商業施設そのものや，訪問のための足となる公共交通の満足度が高い

者ほど，よりお届けサービスを利用する傾向にあると考えられる．また，「行政への信頼」

という観測変数においては，いずれの買い物支援サービスにおいても，行政を信頼して

いる者の方ほど利用意向が高い傾向が示された． 

 

6.4.3 買い物支援サービス利用意向に関する分布 

前節までに，買い物支援サービスを利用した者の傾向と，その要因について把握を行った．

次に本節では，その結果を踏まえ，それぞれの地域属性・地形等を考慮した上で，どのよう

な地域において今後それぞれの買い物支援サービスの利用意向が高いのか，地図上に示した．

なお，お届けサービスは，居住者自身が日常的な買い物活動を行うために商業施設に訪問す

る必要がある．そのため，本節の分析は，商業施設の分布に関係なく利用することができる

とされている，移動販売とネットショッピングに限定して，分析を行っている．地図化した

結果を図 6-19・図 6-20 に示す． 

地図化するに際し，ArcGIS の加重オーバーレイという手法を適応した．加重オーバーレイ

は他の手法と比較し，構成している項目の 1 つずつを重み付けした結果を反映することがで

きる特徴がある．具体的には，要因分析に使用した説明変数を 1 つずつ内挿図という形で示

し，地図的広がりの傾向を把握した．その後，要因分析で得られた標準化係数を重み付けの

数値として使用し，加重オーバーレイを行った．これにより，要因分析で得られた結果を踏

まえた，より居住者の意向を反映した地図を作成することができていると考えられる．なお，

内挿図を作成するうえで，本アンケート調査で得られたいわき市最外部のサンプルより外側

の地域は，サンプルがなく精度を確保できないため，地図化を行っていない．以下，実際の

いわき市の地形等を考慮し，考察を記載する． 

1) 図 6-19 において，いわき市における中山間地域の中でも，北部と南部に存在する中山間

地域において，特に移動販売の利用意向が高くなっている．要因分析を踏まえると，上

記の地域は高齢者が多いだけではなく，公共交通も非常に不便な地域であるため，移動

販売の利用意向が高い傾向が示されたと考えられる．  

2) 図 6-19 より，中山間地域の中でも公共交通が全くない地域において，移動販売の利用意

向が最も低い傾向が示唆された．上記のような地域は，他地域と比較しても，自動車に

より強く依存していることが予想される．そのため，自動車を利用して商業施設に訪問

することが大前提となっており，移動販売が日常の買い物活動の代替策・補完策として

認識されにくいことが，利用意向が低い要因であると考えられる． 

3) 図 6-19より，いわき市の中心部であるいわき駅より 10kmほど離れている地域において，

移動販売の利用意向が高い地域が見られる．実際のいわき市の地形等と重ね合わせると，

住宅が多く立地している地域が，上記の地域と合致している． 

4) 図 6-20 において，いわき駅周辺におけるネットショッピングの利用意向が高くなってい

る．利用意向に関する要因分析の中で，若年層の方が高齢者よりネットショッピングの

利用意向が高いことが，いわき駅周辺でネットショッピングの利用意向が高い要因であ

ると考えられる． 

5) 図 6-20 において，いわき市の中山間地域において，地域によってはネットショッピング

の利用意向が高い地域が存在する．特に，中山間地域の中でも公共交通が通っている地

域の方が，ネットショッピングの利用意向が高い傾向が示唆された． 

6) 図 6-19・図 6-20 を比較すると，相対的に中山間地域では移動販売の利用意向が高く， 
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いわき駅

鉄道

路線バス

 

図 6-19 移動販売利用意向の分布 

 

いわき駅

鉄道

路線バス
 

図 6-20 ネットショッピング利用意向の分布 
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その他の地域ではネットショッピングの利用意向が高い傾向にあると考えられる． 

 

6.4.4 サービス充実による今後の買い物支援サービスの利用意向 

これまでに買い物支援サービスの実態と，利用に関する要因分析を行った．本項では，そ

れぞれの買い物支援サービスに，どのような補助サービスが付随した場合に，よりそれぞれ

の買い物支援サービスを利用する傾向にあるのか明らかにする．移動販売に関する調査結果

を図 6-22，ネットショッピングに関する調査結果を図 6-23 に示す．なお，図 6-22 において

は，図 6-21 で示す「各サービス消失による転居可能性」の中で，各サービス消失によって「転

居したい」「やや転居したい」と回答した者を対象に，「どのようなサービスが移動販売に付

随した場合，転居しなくてもよいと考えるようになりますか」と質問した結果を示している．  

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

周辺で日常的買い物ができる店舗がなくなる
(N=367)

周辺公共交通がなくなる(N=343)

周辺医療施設がなくなる(N=340)

周辺小中学校が廃校になる(N=340)

地域コミュニティの維持が難しくなる(N=343)

自動車が運転できなくなる(N=349)

転居したい 転居しない

χ2値 判定自由度

43.5 *20

**：1%有意
*：5%有意

*

*

 

図 6-21 各サービス消失による転居可能性 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安否確認サービス

健康確認サービス

ホームヘルパー巡回

相談サービス

郵便物の依頼

御用聞き

その他

転居したい

(N=61)

重複回答

χ2値 判定自由度

162.2 **7

**：1%有意
*：5%有意

**

**

**

 
図 6-22 転居希望者：希望移動販売付随サービス 
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なお，図 6-21～図 6-23 において，それぞれ独立性の検定を行い，χ2値と自由度から，P 値を

算出した．その結果いずれも 5%以内で統計的に有意な結果が得られた．そこで，さらにク

ロス表の残差分析を実施し，選択肢ごとの統計的有意性についても検討している．図 6-22・

図 6-23 において，以下に考察を記載する． 

1) 図 6-22 において，転居しなければ日常生活が困難であると考えている者であっても，移

動販売に「安否確認サービス」や「御用聞き」などが付随することにより，半数の者が

転居を控えるほどの強い影響力を持っている可能性が示唆された．日常生活での利便性

向上を目的とした移動販売において，「安否確認サービス」や「御用聞き」によって人口

の流出を防ぎ，定住につなげることのできる波及効果を有している移動販売は，都市退

化＜手法＞としての退化性能が非常に高い取り組みであることが改めて確認された．ま

た，都市退化＜手法＞に限らず，人口減少期における今後の都市計画を検討する上では，

人口の定着や流入などの観点から退化性能を把握する必要がある． 

2) 図 6-23 において，ネットショッピングにそれぞれの対策を行うことで，「今後は利用し

たい」と考える者と「今後も利用しない」と考える者がほぼ同数程度存在した．なお移 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配送料金が安くなる(N=326)

即日に配達してくれる(N=323)

注文の仕方を教えてもらえる
(N=319)

実施店舗の情報が分かりやすい
(N=324)

特売チラシと同じ値段で買える
(N=327)

決まった時間に来る・届く(N=326)

より豊富な品ぞろえ(N=327)

利用したい 利用しない

χ2値 判定自由度

80.2 **30

**：1%有意
*：5%有意

**

**

 

図 6-23 対策ごと今後のネットショッピング利用意向 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～49歳(N=18)

～59歳(N=34)

～64歳(N=61)

～69歳(N=59)

70歳～(N=118)

 

図 6-24 年齢別：注文方法指導によりネットショッピングを利用してみたい者の割合 
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動販売・お届けサービスにおいても対策ごとの今後の利用意向について質問をしている

（ただしサービスの性質上，移動販売においては「配送料金が安くなる」「即日に配達し

てくれる」「注文の仕方を教えてもらえる」，お届けサービスにおいては「即日に配達し

てくれる」「特売のチラシと同じ値段で買える」という項目は該当しないため，質問して

いない）．その結果，「今後は利用したい」と考える者と「今後も利用しない」と考える 

者がほぼ同数程度存在する傾向が示された． 

3) なお，図 6-23 において，ほぼ同じ回答者が「利用しない」と回答している．これは，ネ

ットショッピングだけではなく，他の買い物支援サービスにおいても同様の傾向が示さ

れた．今後の買い物利用サービスの利用において「利用する者」と「利用しない者」と

が二極化する可能性が示された． 

4) また図 6-23 において，「注文の仕方を教えてもらうことでネットショッピングを利用し

たい」と回答した者が，他の選択肢と比較して統計的に有意な差があることが示された． 

図-23 の中で，「注文の仕方を教えてもらえることでネットショッピングを利用してみたい

者」の割合を年齢別に分類したものを図 6-24 に示す．図 6-24 において，年齢別の割合に有

意な差異はなく，高齢者であっても注文の仕方を指導することで，今後はネットショッピン

グを利用する可能性があることが明らかとなった． 

 



 

95 

 

6.5 小括 

 

本章では被災地域を対象に，各地域でこれまで実際に取り組まれてきたサービスや，導入

のコストが比較的安価なサービス等について，これまでの活用実態や今後の活用意向につい

て分析を行い，都市退化＜手法＞の退化性能を検討する上での着眼点のあぶり出しを行った．

その中で本章で対象とした都市退化＜手法＞において，居住者の利便性を向上させられる可

能性が示唆され，人口減少期においてはそもそも新規に路線バスや買い物店舗を導入・整備

せずとも今後の計画を検討できる可能性を示した．以下に，“モビリティ”“買い物支援”の

分析結果ごとに得られた成果をまとめる． 

“モビリティ”に関するサービス 

1) 調査の結果，いずれのモビリティサービスを実施した場合においても，半数程度の者の

日常生活が豊かになる可能性が示唆された．特に，病院による送迎においては 7 割近く

の者が，日常生活が豊かになると回答している．需要をまとめてモビリティサービスを

運行することによって，中山間地域に居住している者の日常生活の利便性を高めること

はもちろん，その波及として生活そのものを豊かにする可能性が本分析より示唆された． 

2) 複数のモビリティに関連するサービスを対象に，その利用意向を相対的に比較した．そ

の結果，病院による送迎とスクールバス【居住者同乗可】においては，自動車利用の実

態や，今後の自動車利用に対する意識が大きく寄与する傾向が示唆された．一方，近所・

地域の人による送迎においては，地元住民への信頼度が重要となる傾向が示唆され，そ

れぞれの都市退化＜手法＞と考えられる取り組みにおいて，居住者の属性によってその

退化性能のとらえ方が多種多様であると考えられる．なお，個人属性と地域属性を比較

した場合，個人属性が相対的に利用意向に対して大きな影響を与えている結果が得られ

た． 

3) 利用意向を高めることができると考えられる各種対策と年齢の関係について分析した．

その結果，対策を実施することによって病院による送迎は近所・地域の人による送迎と

比較し，年齢に関わらず利用意向が高くなる傾向が示された．また，病院による送迎の

なかでも，「商業施設を経由する」ことによって，より多くの高齢者の利用意向が高まる

可能性が示唆され，病院による送迎という都市退化＜手法＞の退化性能を高める可能性

が示唆された． 

4) 一方で，どのような対策を実施しても利用意向に大きな変化が見られない者も存在し，

今後対策することによりモビリティサービスを「利用する者」と，どのような対策を実

施しても 「利用しない者」に二極化する可能性が本調査より明らかとなった．なお本調

査においては，どのような対策を実施してもモビリティサービスを「利用しない者」の

割合は約 10％程度となった． 

5) 本調査においては，いずれのモビリティサービスにおいて，どのような対策を実施して

も「利用しない者」であっても，実際にモビリティサービスに関連する情報を提供する

環境を整備することによって，利用意向を創出することができる可能性が示唆された． 

6) なお上記のような情報を伝達する際，地区の移動に関する実態や日常生活の移動が困難

になることだけを提示しても，その情報は伝わりにくいことが予想される．実際にワー

クショップにおいて，モビリティサービスに限らず，公共交通を利用することによって

経済面・環境面・健康面等でどのようなメリットがあるのか，実際のバス路線図も掲載

したパンフレットの作製した．しかしその結果として一定数の者がパンフレット等から

情報を得ていたが，実際の行動を変えることは非常に難しいものであった．そのため，
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公共交通を利用することのメリットを記載するだけではなく，各地で行われた成功事例

等も同時に掲載し，自分たちの取り組みが生活の利便性を上げる可能性がある，という

ことを直感的に理解しやすいようにより工夫していくことを，今後考えていく必要があ

る． 

なお，モビリティサービス導入時のサービス水準（運賃・運行頻度など）は，既に三和地

区内で実施されている可能性が高いサービス水準（運賃無・事前予約時のみ利用可）を基に

アンケート調査を実施している．一方で実際にモビリティサービスを導入するにあたり，運

行されるモビリティサービスのサービス水準の程度によって，利用意向が異なることが予想

される．今後はサービス水準等により詳細な条件を設定したうえで，モビリティサービスの

利用意向に影響を与える要因等について分析する必要があると考えられる． 

 

“買い物支援”に関するサービス 

1) 日常的買い物活動が困難な居住地を多く選出した本分析であっても，約 3 割程度は買い

物支援サービスを利用する環境が整っている可能性が示唆された．そもそも，都市退化

＜手法＞が居住者の気付かないところで実施されている可能性もあり，広く普及を目指

すとともに，居住者も自身の周辺環境を見つめ直すことが，都市退化＜手法＞の退化性

能の向上につながる可能性が考えられる（その都市退化＜手法＞が多くの者に利用され

やすい）．一方で，例えばネットショッピングにおいて「配送料金を安くする」といった

対策を行った場合でも，サービスを積極的に活用する者と，活用しない者が二極化して

しまう可能性が明らかとなった．この傾向は移動販売や宅配サービスにも見られた．ま

た，料金以外の対策を行った場合においても，二極化する傾向が示唆された． 

2) 移動販売は，個人属性としては年齢と自動車利用，地域属性としては公共交通利便性が

利用意向に影響を与えている可能性が示唆された．言い換えると，一般的に高齢者が多

く，自動車や公共交通を使用しなければ日常的買い物活動が困難であると考えられる中

山間地域において，移動販売は他の買い物支援サービスよりも利用意向が高い可能性が

明らかになった．なお，転居しなければ日常生活が困難であると考えている者であって

も，移動販売に「安否確認サービス」や「御用聞き」などが付随することにより，半数

の者が転居を控えると回答するほど，移動販売にサービスが付随する影響は大きい可能

性が示唆された． 

3) 移動販売において，中山間地域だけではなく，中心部から 10km 度離れた地域でも，利

用意向が高い傾向が示された．これは，ヒアリング調査の中で，中心部から 10km 度離

れた地域においては，「お昼のもう 1 品」として移動販売の惣菜などの既製品を購入して

いる者が多く存在する実態が明らかとなっている．一方中山間地域においては，日常的

な買い物が困難であるため，野菜等の生鮮食料品の購入を希望する者が多かった．した

がって，民間事業者の観点からすると，上記のように地域のニーズに合った商品の販売

を行うことで，効率的に移動販売を実施することができると考えられる．また都市退化

＜手法＞を検討する上では，主体によって退化性能を判断する基準が大きく異なり，各

主体等で退化性能で着目する基準を判断していく必要がある． 

4) ネットショッピングにおいて，他のサービスよりも居住地属性に関わらず活用される可

能性が要因分析より明らかとなった．ただし，年齢が若年層ほどネットショッピングの

利用意向が高いため，中山間地域より駅周辺の中心部の方が，利用意向が高く分布して

いる． 

5) なお，上記の通り若年層の利用意向が高いことが示された一方で，高齢者であっても，

教えてもらえる環境があればネットショッピングを利用したいと回答した者が 3 割程度

存在することが，アンケート調査より明らかとなった． 
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6) 共分散構造分析の結果より，行政を信頼している者ほど，買い物支援サービスの利用意

向が高いことが明らかとなっている．また既存研究より，買い物支援サービス実施に際

し，居住者は行政に対して，広報等の対策を希望する傾向が示唆されている 74)．そこで，

買い物支援サービスに関する説明実施の宣伝は行政が担い，買い物支援サービス自体や

利用説明などは民間が行う手法が有効であると考えられる． 

7) お届けサービスにおいて，商業施設に自身が行くことが前提のため，地域属性が利用意

向に大きく寄与している可能性が示唆された．すなわち，居住地の商業・交通利便性が

ある程度高い居住地においてお届けサービスは適しており，日常的買い物活動の利便性

を向上させる効果があると考えられる． 
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第 7 章 都市における「退化」の性能に関する整理 

 

本章では，第 2～6 章までの既存研究のレビュー，用語の定義，居住者に着目した都市退

化＜構造＞や日常生活における利便性確保に向けた都市退化＜手法＞の分析を踏まえ，都市

退化＜手法＞の中でも都市退化＜構造＞につながる計画や事業にも考慮し，都市における「退

化」全体において共通する退化性能の着眼点の検討・整理を行う． 

 

 

7.1 本章の目的 

 

本論文において，都市における「退化」を都市退化＜構造＞と都市退化＜手法＞に二分し，

それぞれの実態把握を試みた．第 4 章では，経年的な都市構造の変遷を対象に，退化性能の

判断基準として居住者の移動に着目し，縮退の中から都市退化＜構造＞であると考えられる

都市構造の経年変化について検討を行った．その中で，人口減少に伴い土地面積や都市サー

ビス施設を減少させたとしても，対象とした地域の中に人口や都市サービス施設の密度を高

めている区域が存在する場合においては，居住者一人一人の移動量は維持・あるいは増加し

ている可能性が示された． 

第 5 章では，退化性能の判断基準として居住者の移動以外の活動や生活の質・満足度とい

う観点に着目し，都市退化＜構造＞となりうる都市構造について検討した．その結果，居住

者の活動において，移動を伴う地域活動と移動を伴わない自宅活動では退化性能の判断基準

が異なり，都市退化＜構造＞となりうる都市構造の変遷を検討する上では，主体だけではな

くより詳細な項目まで考慮する必要性が明らかとなった．なお，個人属性と地域属性を比較

した場合において，相対的に個人属性の影響が大きく，居住者自身の属性によって退化性能

のとらえ方も異なる可能性が示唆された． 

第 6 章では都市退化＜手法＞の中でも，利便性を向上させることにつながる事業について，

その退化性能の検討を行った．まず，そもそも実施している事業・取り組みが都市退化＜手

法＞であるか検討するために必要となる退化性能の着眼点についてもあぶり出しを試みた．

その上で利用実態・活用意向・促進可能性という観点から，都市退化＜手法＞そのものの退

化性能についても分析を行った．その結果，既存のサービスや施設等が完備されたサービス

でなくとも居住者の利便性を向上させる可能性が十分ある一方で，それぞれの都市退化＜手

法＞によって普及に向けて着目しなければならない項目が違うこと，個人属性によって性能

のとらえ方が大きく異なる可能性が示唆された． 

上記の分析を踏まえ本章では，都市退化＜手法＞の中でも都市退化＜構造＞につながる計

画・事業の存在にも配慮しつつ，都市における「退化」全体における共通する退化性能の着

眼点の検討・整理を行う． 

 

 

7.2 退化性能に関する整理 

 

7.2.1 居住者の活動に着目した退化性能の検討 

まず，今後の都市における「退化」に関する議論を深めるために，本論文の各章で得られ
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た成果を用い，居住者の活動に着目した場合における退化性能について試論する． 

実際に都市における「退化」のようにダウンサイジングを伴う計画・施策を検討するにあ

たり，本論文第4章で対象にした集落や街区のようなミクロなスケールを対象とする必要が

あると考えられる．これは，人口減少期においては縮退させる土地に既に居住者が存在して

いると同時に，地域コミュニティが成立している地域から更に人口・都市サービス施設やサ

ービスそのものが撤退することが想定されるためである． 

ただし，第5・6章の分析でも明らかとなった通り，都市における「退化」やその性能は個

人属性によってその捉え方が大きく異なる点には留意する必要がある．そのため，実際の都

市における「退化」の施策対象エリアはミクロスケールであっても，計画そのものは一次生

活圏や市町村等のマクロスケールで検討し，居住者の利便性が低下しないように周辺地域で

施策対象エリアの生活利便性を補完していくことを考慮していく必要がある．なお第4章の

分析より，ミクロスケールで縮退している場合においても，マクロスケールでは縮退してい

ないケースも存在した．都市計画分野での“退化論”が定着していない現状においては，ど

うしてもダウンサイジングが利便性低下を必ず伴うものと誤認識されやすいものである．そ

のため，「ミクロスケールで縮退していても，マクロスケールでは縮退していない」というよ

うなスケールの違いによって居住している地域が縮退していないと認識してもらうことも，

ダウンサイジングを受容性を高める工夫の1つとして有効であると考えられる． 

なお，退化性能として地域居住者全体の活動量（今後もその地域で持続的に活動できる可

能性）という観点から判断すると，第 4 章の分析結果から，縮退（居住者・都市サービス施

設・土地等がダウンサイジングしている）地域において，活動量が増加している地域も存在

しており，必ずしも縮退がネガティブな事象ではない可能性が明らかとなった．ただし，こ

れはダウンサイジングを前提とした都市構造の変容を強要するものや，都市の活動を押さえ

つけようとしているものでは決してない．あくまで今後の都市の形態を検討する上で，ダウ

ンサイジングすることが 1 つの選択肢として存在する可能性があり，その可能性を認識して

いくことが今後の都市計画で必要であることを示したものである．実際マクロスケールで縮

退の実態を把握すると，縮退地域と非縮退地域が混在している圏域において，その圏域居住

者全体の活動量が増加する者の割合が高く，混在している圏域の退化性能が混在していない

圏域と比較して退化性能が高くなる可能性が第 4 章の分析の中で示唆されている（本論文の

分析では，縮退地域を 4 割程度包含する圏域において，退化性能が最も高い傾向にあった）．

換言すると，都市における「成長」と「退化」は相反する概念ではなく，共存することでよ

り退化性能を高められる可能性がある，ということである．そのため，「成長」している地域

と「退化」している地域間で都市における「退化」に関する施策等をいかに共有していける

かが重要であると考えられる．なお，第 6 章の分析より，上記地域間を結ぶサービスを検討

するにあたり，現状の生活利便性だけではなくソーシャルキャピタル等の概念も重要である

可能性が示唆されており，1 つ 1 つの施策ごとに共有する際にポイントとなる項目をあぶり

だしていくことも今後重要になってくると考えられる． 

ただし繰り返しとなるが都市における「退化」は，「成長」を経験した者からすると反論が

容易であること，個人属性によってとらえ方が大きく異なるため反例が多様であること，な

どが原因で非常に受け入れられにくい概念である．また第 4 章の分析の中で，活動量が増加

する縮退地域の含有割合が経年的に変化する可能性も示唆されており，多数・多様な要因が

複雑に絡まり合うことで，都市における「退化」の受け入られやすさが高まりにくいことが

想定される． 

そこで今後，都市における「退化」を少しでも受け入られやすいものにするために，退化

性能を検討する上での着眼点を以下の項で整理する． 
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7.2.2 退化性能を検討する上での着眼点の整理 

本項では都市における「退化」の退化性能を判断する上で，都市退化＜構造＞や都市退化

＜手法＞に共通する着眼点を整理・検討する． 

まず，都市構造の変化させる目的，都市退化＜手法＞を導入する目的，などのように，そ

の目的そのものが退化性能を判断する上での着眼点になると考えられる．例えば，都市退化

＜構造＞において，本論文における縮退として定義した 

1) 対象期間内において対象地域内の DID・市街化区域面積が減少すること 

2) 対象期間とした最終年次において，対象地域内の人口・都市サービス施設密度が DID，

市街化区域，市街化調整区域の順序で低くなる，かつ，少なくとも市街化区域外で経年

的に人口・都市サービス施設が経年的に増加していないこと 

という 2 つの縮退においては，人口減少に合わせての目的をもって対象地域の都市構造を変

化させることが可能な縮退であると考えられる．ただし， 

3) 対象期間内において，対象地域内の人口・都市サービス施設がともに減少すること 

という縮退においては，第 4 章の分析の中で，都市退化＜構造＞につながる可能性は示唆さ

れたものの，結果として対象地域内で人口・都市サービス施設の密度が高まる区域が存在す

ることが，居住者の移動の維持・向上につながる可能性が示唆されている．これも自然発生

的なプロセスによるものも当然含まれているが，一般的に目的をもって都市構造を変化する

ことができるという観点から，1)2)の方が退化性能が高いと考えられる．また，それぞれの

縮退の受け入れやすさ，という退化性能の観点からも，目的の有無は重要であると考えられ

る．これは，都市退化＜手法＞においても同様で，自然発生的に利便性を高めたのではなく，

目的をもって，その目的に合わせた効果を表すような都市退化＜手法＞の方が，退化性能が

高いと考えられる． 

次に，本研究では主に居住者に着目した検討を行ったが，その主体の違いも退化性能を判

断する上での着眼点となると考えられる． 

例えば，都市退化＜手法＞において，サービスを享受することの多い居住者と，提供する

ことの多い民間，それらの橋渡しとなる行政では退化性能の着眼点はもちろん，感じ方やと

らえ方も大きく異なる．第 6 章で分析対象とした移動販売において，居住者は自身の利便性

の向上などに着眼するが，実際に移動販売を運営する民間からすると，いかに低コストで効

率よく利益を出すことができるか，という観点が重要となる．これは都市退化＜構造＞にお

いても同様であると考えられる． 

また，特に都市退化＜手法＞においては，事業に取り組んだ時期によって，対象とする性

能の着眼点が異なる可能性が示された．そのため，①事前，②事後，のようなプロセスごと

に，着目する退化性能を整理する必要があると考えられる． 

以降の項で，いずれの都市における「退化」を検討する上での共通であると考えられる 3

つの着眼点ごとに，より詳細な内容について整理する．ただし，上記着眼点は全てが独立し

た事項ではなく，複雑に絡み合っている点には留意する必要がある． 

 

7.2.3 目的から見た退化性能 

第 4～6 章までの分析を踏まえ，人口減少期においては，その波及効果も合わせて，都市

における「退化」を検討する目的として，人口そのもののマネジメントに着目した整理を行

う．具体的には，人口の①流入，②退出，③定着，と 3分することができると考えられる．

それぞれの目的別に求められる対応をまとめたものを表 7-1 に示す．なお，波及効果という

観点から考えると，表 7-1 において，その対応が複数の選択肢を持つ都市における「退化」

の性能は相対的に高い効果が考えられる．ただし，後述するが，むやみに選択肢が多いこと

も退化性能の高さに直結するとは言えず，実施する取り組み等により，目標として掲げてい 
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表 7-1 都市における「退化」を検討する上での目的別の着眼点の整理 

目的 流入 退出 定着

対応

○規制緩和
〇流入に向けたコスト低減
〇インフラ整備
○サービス誘致

〇活動場所の規制
〇計画や制度での抑制
○撤退に対する補助

〇愛着の維持・拡大
〇満足度の維持・向上
○既存サービスの振興

 

 

る項目を達成する上でどれだけ効果的であるかについて，当然把握する必要がある．また，

波及効果を検討する上では，そもそもその波及効果を前提とした取り組みであったか，とい

う観点も重要である．例えば，第 4 章で対象とした縮退において，DID や都市計画区域を縮

小することは，都市における「退化」としてその性能が相対的に高い可能性が示された．そ

の一方で，自然発生的に起こった縮退において，一部地域においてはその地域で居住できる

可能性を高めている結果は得られたものの，結果として対象地域内で人口・都市サービス施

設の密度が高まる区域が存在することが，居住者の移動の維持・向上につながる可能性が示

唆されている．これも自然発生的なプロセスによるものも当然含まれているが，一般的に目

的をもって都市構造を変化することができるという観点から，計画的に区域をダウンサイジ

ングする取り組みの方が退化性能が高いと考えられる． 

以下，それぞれの目的ごとに，考えられる方向性 3 点を詳細に記載する． 

1) そもそもその地域における人口減少を緩和させるために，人口の流入を目的とした取り

組みの導入が考えられる．このような取り組みにおいては，他地域から人を呼び込むた

めに，それぞれの主体にとって活動を行う上でのハードルが低く設定されていることが

対応の方向性として考えられる．具体的には，厳しい法制度等を緩和し，他地域と比較

して活動しやすい環境を整備すること，どの主体によっても活動を送るうえで重要な観

点となる経済的な支援を行うこと，そもそもその居住地に魅力あるサービス等を導入・

整備すること，などが考えられる．ただし，都市における「退化」という観点から，そ

もそもそれらの取り組みが持続的であることも条件として必要であると考えられる． 

2) 2 つ目の観点として，都市構造を維持するために，計画的に居住者や都市サービス施設

を退出させる動きが考えられる．ただし，一般的に居住者やサービスを退出させること

は，ネガティブなイメージを抱かれやすい．そのため，コンパクトシティ等のそれぞれ

の主体にとって魅力ある将来都市構造図を示し，実際に活動場所等を規制していく必要

がある．その場を退出することがいかにその主体にとって魅力的であるか，という可能

性を定量的・定性的に提示していくことが，退出をマネジメントする上で最も重要であ

ると考えられる． 

3) 3 つ目の観点としては，現在その地で活動している主体の定着を図り，これ以上の人口

減少を回避を目的とした取り組みが考えられる．これは，1)であげた流入と同じく，そ

の地で生活することの魅力等を維持していくことが求められる．また，定着独自の観点

としては，定着にむけた取り組みの対象者は，既にその場で活動している者であり，多

かれ少なかれその地の魅力や生活を送る上での利便性を認識していることが想定される．

そのため，既にある資源として都市―ビス施設等のハード面での魅力だけではなく，ソ

ーシャルキャピタル等を醸成し，その地に少しでも長く活動していたい，と感じるよう

な取り組みを検討する必要があると考えられる． 

 

7.2.4 主体に着目した退化性能 

上記 7.2.2 でも記載した通り，都市における「退化」を検討する上では，実際にその場で
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活動する「主体」という観点が非常に重要であると考えられる，人口増加期においては，土

地そのものを開発し市街地を開発する動きが活発であったと考えられる．その流れとしては，

行政が一定の枠組みを定め，その地の中で一部民間企業が需要等に応じて土地そのものを開

発し，その上に建築物を分布させてきた．そのため，人口増加期における都市計画において

は“行政”や“民間企業”が主体として大きな影響力を持っていたと考えられる． 

人口減少期においても上記枠組みに一部変更があったものの，その枠組みの中で各主体が

各々の活動を行っている．ただし第 5 章でも記載した通り，既に地域コミュニティが成立し

ているような地域において更に人口・都市サービス施設やサービスそのものが撤退すること

によって大きな影響を受けるのは，その地に根付いた居住者の可能性が高い．また，このよ

うな地域においては，様々な需要が減少することが予想される人口減少期において再度開発

は成立しにくいものであり，経済活動の主体となる民間企業等にも大きな影響を及ぼすこと

が考えられる． 

以上を踏まえ，人口減少期の都市計画を検討する上での概念となる「退化」において，本

論文で対象とした“居住者”はもちろん，“民間企業”“行政”が重要なアクターであり，そ

れぞれの主体ごとに退化性能を判断する上での目指すべき方向性をまとめる必要があると考

えられる．表 7-2 に方向性をまとめ，以下に，主体ごとに詳細な内容について記載する． 

1) 居住者は日常生活を営む上での利便性が高めることを重視すると考えられる．具体的に

は，ダウンサイジング等が発生している中でも，居住者自身が活動のしやすいような環

境が整備されること，精神的な満足度が高まること，あるいは不安が除去されることな

どが，居住者という観点から計画や手法そのものや，その影響による変化を判断する上

での基準となると考えられる． 

2) 民間企業においては，民間企業自身の活動によって得られる利益・利潤を最大化するこ

とが目的であり，“ダウンサイジング”等による変化を判断する上でも利益・利潤が優先

される基準になると考えられる．そのためには，そもそも今後もその地域で持続的に活

動を行うことができるよう，顧客・利用者を確保できる変化をポジティブなものとして

認識すると考えられる．また，運営コスト等を削減につながる変化も，自身の利益・利

潤を大きくすることにつながるため，判断基準となることが予想される． 

3) 行政にとっては行政自身の財政収支を効率化することで，自身が今後も持続的に活動で

きることができるように行動する必要があると考えられる．ただし“行政”においては，

他主体の持続性を高めることそのものも，“行政”自身の持続性を高めることにつながる

と考えられる（“居住者”：市民の豊かさの確保，“民間”：経済活動の円滑化，など）．ま

た，各主体の関係性を強めるような働きかけも，行政特有の着眼点であると考えられる

（例えば，公共交通などの地域内のネットワークを強めることなどが，本着眼点による

ものである．） 

なお，本論文の第 5 章でも分析した通り，同じ「居住者」という主体であっても，個人属

性や実際に居住している地域の属性によって退化性能の感じ方やとらえ方は千差万別であり，

この個人属性による認識の差異が都市における「退化」を受け入れにくくしている最大の要 

 

表 7-2 都市における「退化」を検討する上での主体別の着眼点の整理 

主体 市民
（日常生活）

民間
（経済活動）

行政
（公共事業）

方向性

○経済事情
〇利便性・健康確保
〇安心・安全確保
〇不安など軽減

〇利益・利潤最大化
〇顧客・利用者確保
○制度・規制など活用

〇財政収支の効率化
〇市民の豊かさ確保
○経済活動の円滑化
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因の 1 つであると考えられる．第 6 章では“モビリティサービス”を実施することで，対象

地域の居住者に可能な限り受け入られやすいサービスそのものの検討や，より受け入られや

すくするための利用促進策を検討した．しかし，どのようなサービスを導入したとしても，

その利用意向は利用する者としない者に二極化する結果が得られた．その取り組みによって

どのような属性の主体の活動の持続性を高めることができるのか，得られる効果が取り組み

の目的と一致しているのか，丁寧に把握していく必要がある． 

 

7.2.4 時制から見た退化性能 

第 6 章の分析において，都市退化＜手法＞の退化性能を検討する上では，その導入時期に

よって考慮すべき観点が異なることが示された．そこで，第 6 章の結果を参考に都市におけ 

る「退化」においては，その取り組みの事前・事後で退化性能の着眼点が異なると考えられ

る．なお，ここでの事前・事後を判別する基準としては，7.2.3 で設定した主体という観点で

整理する．ある主体がその主体内で計画・事業等の取り組みを検討しているプロセスを「事

前」，他の主体に向けて計画・事業等の取り組みを実施したのちのプロセスを「事後」と定義

する．都市における「退化」の導入時期やそのプロセスにおける着眼点を表 7-3 にまとめる．

以下にその詳細内容を記載する． 

1) 事前という観点からは，計画・事業によって期待される効果がどの程度のものであるか

予測すること，そもそもその取り組みの実施の目的として，都市における「退化」とい

う観点が含まれているかどうかが重要である．また，7.2.3 でも検討した通り，波及効果

を事前に予測することも重要な観点である．また第 6 章で分析した通り，そもそもその

地域で実施されている既存サービスを活用した取り組み，少ないニーズをまとめたサー

ビスそのものなどは，退化性能の高い都市退化＜手法＞であると考えられる． 

2) また事後においては，期待された効果が実際に得られたのか，その取り組みのコストパ

フォーマンスが高いか否か，という観点も重要である．ただし，実際に得られる効果も

常に一定ではなく，常に変動する可能性がある点について留意する必要がある．なお，

事後特有の観点としては，サービスの実施を経て，よりそのサービス等が各主体に受け

入られやすいものへと修正しやすいかどうかも重要な観点である． 

以上のように，可能な限りシンプルな形で都市における「退化」を検討する上での着眼点

の整理を試みた．ただし繰り返しとなるが，本節でまとめた着眼点は必ずしも独立したもの

ではなく複雑に絡み合っており，いくら簡便な形で着眼点を整理しても着眼点間の境界線は

曖昧であるとともに，都市退化について整理していく中で，例外的に着目しなければならな

い項目も数多く存在することが予想される．特に都市における「退化」は，これまでの“成長

論”という観点からはどうしても受け入れにくい概念であり，上記のような反論を受けやすい

ものであると想定される．また，個人属性によって退化性能のとらえ方も大きく異なる点も

反論を受けやすい要因であることが想定される．しかし，“成長論”の中でも議論されてきた

居住者の活動量や利便性の確保，生活の豊かさという観点から見ても，都市における「退化」

が必ずしもネガティブな事象ではないものである． 

 

表 7-3 都市における「退化」を検討する上での時制別の着眼点の整理 

時制 事前 事後

観点

○計画・目的そのもの
〇既存サービスの活用可能性
〇期待される効果
○波及効果の多さ

〇効果そのもの
〇実行への移行抵抗
○コストパフォーマンス
〇修正の容易さ
〇今後の発展性
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そもそも同一の都市においても人口増加地域と人口減少地域が混在している可能性が本論

文の第 4 章の分析を通して示されており，都市における「成長」と「退化」が順不同に，あ

るいは同時期に発生する可能性も十分考えられる．そのような状況の中，都市における「成

長」にだけ着目するは今後の都市計画を検討する上では片手落ちである．実際日本全体とし

ては人口減少傾向にあるものの，2014 年には集約型都市構造実現に向けた法制度が整備され

始めており，今後も集約化に向けた動きはより活発になる可能性が想定される．今後その政

策を検討するにあたり，集積する地区だけではなく撤退する地区についても検討し，実際に

計画的に撤退させていくことで，今後居住者がその場で持続的に活動できる可能性をより高

めていくことができると考えられる． 

なお第 6 章において，移動販売という退化性能が非常に高いと考えられる都市退化＜手法

＞において，いわき市の多くの地域で実施されていると同時に，活用している者がアンケー

ト調査回答者の中に 3 割も存在した．つまり，都市における「退化」に関する取り組みにつ

いて，本人がそれを都市退化＜手法＞と知らずに，日常生活を送る中で何気なく受け入れて

いる可能性がある，ということである．周辺環境で発生している変化が都市における「退化」

である可能性に目を向け，実はその変化を自然と受け入れていると同時に，その場で居住で

きる可能性を知らずと高めている可能性があるかどうか，本章でまとめた着眼点等を活用し

ながら冷静に判断することが求められる． 
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第 8 章 結論 
 

本章では，8.1で本論文での分析等から得られた成果をまとめ，8.2では今後都市における

「退化」に関する議論を深める上での課題をまとめる． 

 

 

8.1 本研究の成果 

 

本研究で得られた成果や考察を以下に各章ごとにまとめる． 

第 4章 

1) 都市における「退化」に対して，その性能を居住者の活動量という観点から分析するこ

とを目的に第 4 章の分析を行った．その結果，そもそも縮退地域と非縮退地域を比較し

た場合，縮退地域の方が地域活動量が多く，一般的にネガティブな事象として認識され

やすい縮退は，必ずしも地域活動量を低下させていない．あくまで居住者の活動量とい

う観点からすると，縮退地域の方が非縮退地域よりもその可能性を高めている可能性が

示唆された． 

2) マクロスケールで縮退していない圏域同士を比較した場合においても，縮退地域の含有

率が 4 割程度の圏域において最も地域活動量が多くなる傾向が見られた．日本において

は今後も集約型都市構造を目指す自治体は多く存在する．今後実際にその政策を検討す

るにあたり，集積する地区だけではなく撤退する地区についても検討し，実際に計画的

に撤退させていくことで，今後居住者がその場で持続的に活動できる可能性をより高め

ていくことができると考えられる． 

  

第 5章 

1) 都市構造の経年変化に着目すると，居住者の活動・意識のどちらにおいても，人口・都

市サービス施設が減少しているからと言って，活動量や満足度の低下に直結するとは限

らない傾向がみられた．また，都市サービス施設数を増加させることも，活動量や満足

度の向上につながらず，一部活動等においては逆に活動量を低下させる可能性が示唆さ

れた．人口増加期においては，そもそも活動の場が不足している等の影響により，開発

という行為によって多くの居住者の利便性や生活満足度につながったと考えられる．し

かし今後の人口減少期においては，その地の居住者の活動や意識を丁寧に把握したうえ

で，居住者の利便性を向上・維持できる形で都市サービス施設等を撤退させる，という

考え方そのものを検討する必要があると考えられる． 

2) 個人属性と地域属性を比較した場合において，レンジ値・統計的有意性のいずれにから

判断しても，そもそも個人属性の方が居住者の活動にに大きく影響を与えている可能性

が示唆された．つまり，本論文では退化性能として居住者の活動量に着目しているが，

実際に都市構造の変化により居住者がその地で持続的に活動できる可能性を高めている

否かは，最終的には個人の属性や意識によってその程度が異なることが想定される，と

いうことである．最終的に都市における「退化」と考えられる変化がどの程度の性能と

して受け入られるかは個人属性によって異なる，という点についてを十分に考慮して都

市における「退化」に関する政策等を検討する必要がある． 

3) 経年的な満足度の変化を判断する上では，特に地域属性において，過去や現在の満足度
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の程度に関わらず，自身の生活を満足と感じるうえで妨げとなる要素が現時点において

存在することが，満足度を判断する上で重要な要素である可能性が示唆された．新規に

居住者の日常生活の利便性向上が期待される施設等を増設することにより居住者の生活

満足度が向上することは当然想定される．しかし，人口減少期において居住者の満足度

を高めるという観点からすると，日常生活を満足と感じる上で障害となりうる事象を排

除することにより現在の生活満足度を維持・向上させる，という観点がより一層重要に

なると考えられる． 

 

第 6章 

1) 人口減少の影響により都市サービス施設撤退等が発生し，居住者の利便性が低下する可

能性が考えられる．そこで，都市退化＜手法＞として，既に地域に存在するサービスや，

施設等が完備されたサービスではない補完的なサービスについて，これまでの実態や今

後の方向性について検討を行った．その中で，そもそも新規に路線バスや買い物店舗を

導入・整備せずとも，既に地域で実施されているサービスや少ない需要をまとめたサー

ビスを実施することで，居住者の日常生活の利便性を維持・向上させられる可能性が示

唆された． 

2) ただし，どのような取り組みを行ったとしても，そのサービスを「利用する者」と「利

用しない者」とが二極化する可能性がある．都市退化＜手法＞においても，個人属性に

よってその性能のとらえ方が大きく異なる可能性に留意する必要がある． 

3) 都市退化＜手法＞の中でも，利便性を向上させることにつながる事業について，その退

化性能の検討を行った．そもそも，その取り組みが都市退化＜手法＞であるかについて，

退化性能としての着眼点として選択肢の多さ，そもそもその取り組み自体の導入の容易

さ等が都市退化＜手法＞そのものの性能に直結し，容易なものであっても，利用実態・

活用意向・促進可能性という観点からも，都市退化＜手法＞そのものの性能が高い可能

性が示唆された． 

 

第 7章・全体 

1) 第4章の分析でも示した通り，縮退地域と非縮退地域が混在している地域において，居住

者の活動量が最も多くなる可能性が示されており，本分析においては圏域の約4割程度の

地域が縮退している圏域が最も居住者の地域活動量が多くなる傾向が示された．今後集

約型の都市構造を検討するにあたり，集約する地域だけではなく撤退する地域も計画と

して策定し，実際に導入していくことで，居住者の活動量という観点から判断した場合，

よりその地で持続的に活動できる可能性を高めることができると考えられる．ただし，

その閾値自体経年的に変化する可能性も示された点には留意する必要がある． 

2) 本論文分析全体を通じて，都市における「退化」を今後検討するでの着眼点の整理を行

った．なお，着眼点を整理する上では可能な限り単一の着眼点の影響のみを考慮し，そ

れらの着眼点を組み合わせることで都市における「退化」を多様な観点から判断するこ

とのできる退化性能の着眼点の整理を試みた．実際にそれた着眼点を基に都市における

「退化」を対象に分析を進めることが求められる． 

3) 居住者の満足度や活動量，という観点から見ると，人口や都市サービス施設が減少して

いる地域において，必ずしも満足度・活動量ともに低下していない可能性が本論文の分

析を通して示唆された．また，成長期に見られたような新規サービスでなくとも各地域

の満足度・利便性等は維持・向上させることのできる可能性も考えられる．居住者の観

点からすると，まず居住者自身の周辺で発生しているようなダウンサイジングがそもそ

も自身の満足度や活動量を実際に下げている可能性があるのか，確認する必要があると
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考える．その際，一般的にネガティブなイメージとして広く普及している衰退や縮小と

いう用語を用い人口減少のインパクトを説明するのではなく，都市における「退化」等

のように本来は進化の過程で自然の流れであり，全くネガティブではない用語を用いる

こと自体，人口減少というインパクトを正しく理解することにつながると考える．ただ

し，上記効果についての検証について，現時点では満足度や活動量のみから判断してお

り，その他の退化に関する性能を整備する中で，性能の判断基準そのものをより充実し

ていく必要がある． 

4) どれだけ簡便な形で都市における「退化」や退化性能について整理しても，これまでの

“成長論”という観点からはどうしても“退化論”は受け入れにくい概念として認識さ

れる可能性が想定される．重ねての記載となるが，都市における「退化」は「衰退」と

は全く異なる概念であり，各主体の活動を制限しようとしているわけではない．むしろ，

“成長論”という概念の下で議論されてきた居住者の活動量や利便性の確保，生活の豊

かさなどの観点から見ても，それぞれの主体がその場で持続的に活動できる可能性を高

めているものである．周辺環境で発生している変化が都市における「退化」である可能

性にも目を向け，実はその変化を自然と受け入れていると同時に，その場で居住できる

可能性を知らずと高めている可能性があるかどうか，第7章でまとめたような着眼点等を

活用しながら，冷静に判断することが求められる． 
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8.2 今後の課題 

 

以下に今後の課題について記載する． 

1) 第4章の分析において，1988年から2008年という20年間の実態でのみ縮退を判断している．

1988年時点で既に既に人口が減少している可能性のある地域も考えられ，今後より長期

を対象とした縮退の実態把握を行う必要がある．また，人口や都市サービス施設等定量

的なデータに限った分析であるが，その地域の歴史等の定性的なデータも考慮した縮退

の実態について把握することも求められる．そのためにも，より長期を対象とした分析

手法の確立とともに，そもそものデータ整備を進めていく必要がある． 

2) 本論文の分析においては，東京PT圏という限られた地域を対象地と設定し分析を行った．

ただし，東京PT圏は全国の中でも縮退している地域が少なく，中山間地域も少ない圏域

であることが想定される．今後異なる圏域でも縮退に関する分析を行い，本論文で得ら

れた知見が他の地域でも適用することが可能か検討する必要がある． 

3) 縮退の分析において，集中・発生トリップまでは把握しているものの，そもそもそのト

リップが自地域にないサービスを補完するためのトリップなのか，個人の嗜好により自

地域にサービスが存在するにもかかわらず他地域に移動しているのか，把握していない．

外出活動においては，その目的や意図まで考慮したうえで分析を行う必要がある．自宅

内での活動も同様にその目的まで考慮する必要がある． 

4) 退化性能をまとめる上で，本論文の限られた分析の中で共通であると考えられる着眼点

を整理している．そのため，その着眼点が全ての都市における「退化」において適応可

能であるか検証する必要がある．また，今後は退化性能そのものを評価する指標等の開

発も検討する必要がある． 

5) 上記4)とも関連するが，実際に退化性能を評価する指標を検討する上では，都市計画の

現場で実際にまとめた着眼点を適応することができるか確認したうえで，適宜修正する

というプロセスを経る必要がある．同様に，少子高齢化の先端モデルとして日本に限定

して分析を行ったが，本論文で対象とした地域以外の日本においても適応することがで

きるのか検討すると同時に，今後少子高齢化が深刻になる可能性が考えられる諸外国に

おいても同様の観点で都市における「退化」を議論することができるのか，検証する必

要がある． 

6) 本研究では都市における「退化」を大きく都市退化＜構造＞と都市退化＜手法＞に二分

したうえで分析を行った．ただし上記2つの概念も独立したものではない．今後実際に都

市で発生している「退化」の事例を収集していく中で，より適切な概念に精査していく

必要がある．それに伴い，そもそも分析手法そのものが適切であるかについても随時検

討を行い，広く適応可能な定量的モデル等を構築していく必要があると考えられる． 
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日常的な移動の実態と意識に関する調査 

 

地域の皆様の実情に即した交通利便性確保・向上策を検討するため、いわき市と筑

波大学が協力して、交通に関する実態や意識などを把握する調査・研究事業を行って

おります。皆様からお寄せいただきました回答内容は、今後の本市の各種施策展開等

に向けた検討材料とさせていただきます。 

記入いただいた御回答は、データ保管から処分まで厳重に管理し、皆様のプライバ

シーは厳守致します。また、本アンケート調査の結果により、皆様に不利益が生じる

ことはございません。 

皆様の御理解、御協力のほど、何卒宜しくお願い申し上げます。 
 

本アンケート調査票は、1 世帯に 2 部配布しております。ご家族の中で高校生以上

の 2 名の方に記入をお願い申し上げます。なお、1 部のみのご記入でも構いません。 

記入がお済みの調査票は、同封の返信用封筒に入れ、切手を貼らずに、平成 26 年

11 月 28 日(金)までに投函して下さい。 

  いわき市 都市建設部 総合交通対策室       

   筑波大学大学院 システム情報系 社会工学域 

教授 谷口 守 

院生 西村・森 

調査に関しまして御不明な点は、下記までお問い合わせください。 

問合せ先：森 (電話番号：070-1255-4671) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入についてのお願い・ご注意 

・アンケート中にある「本震災」とは、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災を指します。 

・アンケート中にある「スクールバス」とは、小中高校の登下校の時間帯に、小中高校生のみを

送迎することを目的としているバスのことを指します。 

・回答欄に番号がある場合は、該当する番号を〇で囲んで下さい。     (例：1 ) 

・回答欄の中に(  )があるところは、適切な数字や語句をご記入下さい。  (例：約( 10  )

分) 

 

 

問 1 あなたは、お住まいの最寄りの公共交通の運行状況（路線・ルート、おおよそ

の運行時間）をご存知ですか。（項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

全く 

知らない 

あまり 

知らない 

どちらとも 

いえない 

まあまあ 

知っている 

よく 

知っている 

1) 鉄道 A. 路線 1 2 3 4 5 

B. 運行時間 1 2 3 4 5 

2) 路線バス A. ルート 1 2 3 4 5 

B. 運行時間 1 2 3 4 5 
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問 2 あなたの、最寄りの路線バス停留所名を教えて下さい。（回答欄に直接停留所名

をご記入下さい） 

回答欄 

（           ） 

 

問 3 公共交通の利用について、あなたご自身のことをお答えください。（項目ごとに

1 つずつ〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

1) 鉄道 A. 利用頻度 1. 利用しない   2.  たまに利用する 3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 

B. 主な 

利用目的 

1. 通勤・通学 2. 買い物 3. 食事・社交・娯楽 

4. 観光・行楽 5. 通院  6. 業務 7. その他（    ） 

2) 路線バス A. 利用頻度 1. 利用しない   2.  たまに利用する 3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 

B. 主な 

利用目的 

1. 通勤・通学 2. 買い物 3. 食事・社交・娯楽 

4. 観光・行楽 5. 通院  6. 業務 7. その他（    ） 

 

問 4 ご家族の中に小中高校生がいらっしゃる方にお聞きします。 

通学の手段として路線バスを利用していますか。（現在高校生の方は、ご自身の

ことをお答えください）（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 

回答欄 

1. 利用していない    2. たまに利用している  3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度    5. 週 5 回程度      6. その他（         ） 

 

 

問 5 あなたは、お住まいに最寄りのバス路線にどの程度満足していますか。（項目ご

とに 1 つずつ〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

不満 少し 

不満 

どちらとも  

いえない 

まあまあ 

満足 

満足 わから 

ない 

1) 運賃 1 2 3 4 5 6 

2) 停留所までの距離 1 2 3 4 5 6 

3) 運行本数 1 2 3 4 5 6 

4) 運行時間帯 1 2 3 4 5 6 

5) 定時性 1 2 3 4 5 6 

6) 設定ルート 1 2 3 4 5 6 

7) 車両・施設のバリアフリー度 1 2 3 4 5 6 

8) 停留所付近の駐車場・駐輪場 1 2 3 4 5 6 

9) 店舗への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 

10) 通勤場所への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 

11) 医療施設への行きやすさ 1 2 3 4 5 6 

12) 総合的に考えて 1 2 3 4 5 6 
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問 6 自動車の利用について、あなたご自身のことをお答え下さい。（項目ごとに 1 つ

ずつ〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

1) 運転免許 1. 大型自動車   2.普通自動車   3. 自動二輪車  

4. 原動機付き自転車のみ       5. 持っていない 

2) 自動車の保有 1. ほぼ自分専用の自動車がある 

2. 家族共用の自動車がある      3. 持っていない 

3) 自動車の利用頻度 1. 利用しない    2. たまに利用する  3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度  5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 

4) 主な利用目的 1. 通勤・通学 2. 買い物 3. 食事・社交・娯楽 

4. 観光・行楽 5. 通院  6. 業務 7. その他（    ） 

5) お住まい周辺の 

    道路整備状況 

1. 不満       2. 少し不満   3. どちらともいえない 

4. まあまあ満足 5. 満足 

 

問 7 自動車が運転できなくなった場合、あなたの日常生活の豊かさがどのように変

化すると思いますか。（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 

回答欄 

1. 変化しない         2. あまり豊かではなくなる  3. 豊かではなくなる 

4. 日常生活さえままならない 5 . 分からない   6. その他（        ） 

 

問 8 現在それぞれの目的ごとの交通行動についてお答え下さい。（項目ごとに 1 つず

つ〇をつけて下さい） 

通勤・通学 

項目 回答欄 

1) 頻度 
1. 全くない    2.  たまにある   3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 

2) 主な交通手段 
1. 鉄道 2. 路線バス 3. 自動車(自分運転) 4. 自動車(他者運転) 

5. タクシー 6. 自動二輪 7. 原付 8. 自転車 9. 徒歩 

3) 所要時間 約 （        ） 分 

 
買い物（最もよく訪問する施設を想定してください） 

項目 回答欄 

1) 頻度 
1. 全くない    2.  たまにある   3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 

2) 主な交通手段 
1. 鉄道 2. 路線バス 3. 自動車(自分運転) 4. 自動車(他者運転) 

5. タクシー 6. 自動二輪 7. 原付 8. 自転車 9. 徒歩 

3) 所要時間 約 （        ） 分 

4) 訪問施設名 地名【町丁目】（       ） 施設名（        ） 
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通院（かかりつけの病院を想定してください） 

項目 回答欄 

1) 頻度 
1. 全くない    2.  たまにある   3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 

2) 交通手段 
1. 鉄道 2. 路線バス 3. 自動車(自分運転) 4. 自動車(他者運転) 

5. タクシー 6. 自動二輪 7. 原付 8. 自転車 9. 徒歩 

3) 所要時間 約 （        ） 分 

4) 訪問施設名 地名【町丁目】（       ） 施設名（        ） 

 

問 9 あなたは、この 1 ヶ月程度の中で、以下のような手段で公共交通に関する情報を

得る機会がありましたか。（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 

回答欄 

1. パンフレット・チラシ    2. 近隣会場等での説明会      3. 回覧板 

4. 自治会の方の自宅訪問    5. 地域居住者との日常的な会話    6. 市の広報 

7. その他（                       ）     8. 得ていない 

 

問 9 で 8 以外を選択された方にお聞きします。 

問 10 情報を得ることで、この 1 ヶ月程度の中での、あなたの移動に変化があったと

思いますか。（項目ごとに 1 つずつ〇をつけ、2.3.を選択された方は、具体的な

数値を記入して下さい） 

項目 回答欄 

1) 鉄道利用 1. 全く変化ない  

2. 利用が減少した（月【   】回 → 月【   】回） 

3. 利用が増加した（月【   】回 → 月【   】回） 

4. その他（                 ） 

2) 路線バス利用 1. 全く変化ない  

2. 利用が減少した（月【   】回 → 月【   】回） 

3. 利用が増加した（月【   】回 → 月【   】回） 

4. その他（                 ） 

3) 自動車利用 1. 全く変化ない  

2. 利用が減少した（月【   】回 → 月【   】回） 

3. 利用が増加した（月【   】回 → 月【   】回） 

4. その他（                 ） 

以下の問 11 から問 16 までは、あなたの最寄りのバス路線から、三和中学校行のスク

ールバスが運行された場合を想定してください。 

 ご家族の中に小中高校生がいらっしゃる方にお聞きします。（問 11～問 13） 

問 11 通学の手段としてスクールバスを利用したいとおもいますか。（現在高校生の

方は、ご自身のことをお答えください）（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけ

て下さい） 

回答欄 

1. 利用しない      2. たまに利用したい   3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度    5. 週 5 回程度      6. その他（         ） 
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問 12 学校の始業・終業時刻（クラブ活動・部活動は除く）に合わせて運行する時間

帯以外に、スクールバスの運行を希望する時間帯はありますか。（希望する時刻

を回答欄に直接ご記入下さい） 

項目 回答欄 

1) 登校時刻 1.希望する（        ）時 学校着    2. 特に希望はない 

2) 下校時刻 1.希望する（        ）時 学校発    2. 特に希望はない 

 

問 13 問 12 で回答した時間帯にスクールバスが運行された場合、子供の通学に対す

る不安が、どの程度軽減されますか。（現在高校生の方は、ご自身のことをお答

えください）（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 

回答欄 

1. 非常に軽減する     2. やや軽減する     3. どちらともいえない 

4. あまり軽減しない   5. 全く軽減しない   6. その他（         ） 

 

問 14 居住者の皆さんもスクールバスに乗車可能になった場合、あなたは、利用した

いと思いますか。（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さい） 

回答欄 

1. 利用しない      2. たまに利用したい   3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度    5. 週 5 回程度      6. その他（        ） 

 

問 15 居住者の皆さんもスクールバスに乗車可能になった場合、あなた自身、以下の

不安がどの程度軽減されますか。（最もあてはまる項目に 1 つに〇をつけて下さ

い） 

項目 回答欄 

非常に 

軽減する 

やや 

軽減する 

どちらとも 

いえない 

あまり 

軽減しない 

全く 

軽減しない 

1) 移動手段がなくなる不安 1 2 3 4 5 

2) 商業施設に行けなくなる不安  1 2 3 4 5 

3) 医療施設に通えなくなる不安  1 2 3 4 5 

 

問 16 居住者の皆さんもスクールバスに乗車可能になった場合でも、今後も運行を希

望するバス路線はありますか。（あてはまる項目すべてに〇をつけて下さい） 

回答欄 

1. いわき駅前↔上三坂     2. いわき駅前↔差塩仲町    3. 上三坂↔家の前  

4. その他（               ）         5. 希望しない 

 

問 17 以下の項目にある移動手段について、あなたの現状をお答えください。（最もあ

てはまる項目に 1 つ〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

利用 

している 

今後は 

利用したい 

利用する 

つもりはない 

存在を 

知らない 

1) 病院による送迎バス 1 2 3 4 

2) 近所・地域の人による送迎 1 2 3 4 
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問 18 以下のようなサービスが充実した場合、あなたはそれぞれの移動手段をより利

用したいと思いますか。（項目ごとに最もあてはまる数字に〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

病院による送迎バス 近所・地域の人による送迎 

 

 

 

 

例) それぞれ該当する数字に○ 1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 

1) いつでも利用できる 1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 

2) 同乗者が保険によって補償される  1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 

3) 運転者が保険によって補償される  1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 

4) 自宅の前まで来てくれる 1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 

5) 商業施設に寄ってくれる 1   2   3   4   5 1   2   3   4   5 

 

問 19 自動車が運転できなくなった場合でも、公共交通や問 14 と問 18 のように、あ

なたの周りの移動手段が充実することによって、あなたの日常生活は豊かなも

のになると思いますか？（項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

変わら 

ない 

あまり 

変わらない 

どちらとも  

いえない 

やや 

豊かになる 

非常に 

豊かになる 

1) 公共交通の本数が増加 1 2 3 4 5 

2) スクールバス(居住者は乗車不可) 1 2 3 4 5 

3) スクールバス(居住者も乗車可) 1 2 3 4 5 

4) 病院による送迎バス 1 2 3 4 5 

5) 近所・地域の人による送迎 1 2 3 4 5 

 

問 20 あなたは、以下の項目について、不安に感じたことがありますか。（項目ごとに

1 つずつ〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

全く不安 

はない 

あまり不安 

はない 

どちらとも 

いえない 

やや 

不安 

非常に 

不安 

自分には 

関係がない 

震

災

の

時

に 

1) 道路が途絶されてしまう  1 2 3 4 5 6 

2）他集落・家族・友人と 

  連絡が取れなくなる 
1 2 3 4 5 

6 

3) ライフラインが使えなくなる 1 2 3 4 5 6 

4) 食料の入手が困難になる  1 2 3 4 5 6 

5) 医療活動が遅くなる 1 2 3 4 5 6 

日

常

生

活

の

中

で 

1) 公共交通がなくなる 1 2 3 4 5 6 

2) 自動車運転ができなくなる 1 2 3 4 5 6 

3) 商業施設に行けなくなる  1 2 3 4 5 6 

4) 医療施設に通えなくなる  1 2 3 4 5 6 

5) 子供の通学が大変になる  1 2 3 4 5 6 

6) 高齢者の送迎が大変になる 1 2 3 4 5 6 

7) 地域内のつながりが弱まる 1 2 3 4 5 6 

より利用 

したい 

変わら 

ない 

より利用 

したい 

変わら 

ない 
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問 21 あなたは、本震災時において、以下の項目ついて実際に困ることがありました

か。 （項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

全く 

なかった 

あまり 

なかった 

どちらとも  

いえない 

やや 

あった 

大いに 

あった 

わから 

ない 

1) 通勤・通学の移動 1 2 3 4 5 6 

2) 買い物での移動 1 2 3 4 5 6 

3) 病院への移動 1 2 3 4 5 6 

4) 飲料水 1 2 3 4 5 6 

5) 食料 1 2 3 4 5 6 

6) 薬 1 2 3 4 5 6 

7) 灯油 1 2 3 4 5 6 

8) ガソリン 1 2 3 4 5 6 

9) 電気 1 2 3 4 5 6 

10) ガス 1 2 3 4 5 6 

11) 家族・友人への連絡 1 2 3 4 5 6 

問 22 あなたは、本震災直後において、以下のような変化はありましたか。（あては

まる項目にすべてに〇をつけて下さい） 

項目 回答欄 

1) 移動手段 1. 鉄道利用の増加      2. 鉄道利用の減少 

3. 路線バスの利用増加    4. 路線バス利用の減少 

5. 自動車利用の利用増加    6. 自動車利用の減少 

7. その他（       ） 8. 変化なし 

2) 近所・地域の人との

自動車での移動 

1. 人を乗せる機会が増加した 2. 人を乗せる機会が減少した 

3. 人の車に乗る機会が増加した4. 人の車に乗る機会が減少した  

5. その他(       )       6. 変化なし 

3) 地域内で水や食料

等を分け合った 

1. 普段より増加した         2. 普段より減少した 

3. その他(       )       4. 変化なし 

問 23 あなたご自身が、日常生活において感じていることをお答えください。(項目ご

とに 1 つずつ○をつけて下さい) 

項目 回答欄 

そう 

思わない 

あまりそう 

思わない 

どちらとも 

いえない 

ややそう 

思う 

とても 

そう思う 

1) 地域住民と話す機会が多い  1 2 3 4 5 

2) 地域住民を信頼している 1 2 3 4 5 

3) 日頃から健康には注意している  1 2 3 4 5 

4) 地域のまとめ役をよく引き受ける  1 2 3 4 5 

5) 市の広報によく目を通している 1 2 3 4 5 

6

)

 

 

1 2 3 4 5 

7) まちづくりに積極的に関わりたい  1 2 3 4 5 

8) 近隣で行事等があったら参加したい  1 2 3 4 5 

9) 災害等に備えて備蓄をしている 1 2 3 4 5 

10) 現在の居住地に満足している  1 2 3 4 5 

 11) 現在の生活は豊かである 1 2 3 4 5 

 



付録 3 

- 41 - 

問 24 あなたのご自身のことについてお答えください。(項目ごとに 1 つずつ○をつけ

て下さい) 

項目 回答欄 

1) 性別 1. 男性   2. 女性 

2) 年齢 1. 15－19 歳   2. 20－29 歳   3. 30－39 歳   4. 40－49 歳 

5. 50－59 歳    6. 60－65 歳   7. 66－69 歳   8. 70－74 歳 

9. 75－79 歳   10. 80 歳以上 

3) 職業 1. 農林漁業従事者 2. 保安業従事者  3. 技能工・生産工程従事者 

4. 販売従事者     5. サービス業従事者      6. 運輸・通信従事者 

7. 事務的職従事者 8. 技術・専門的職従事者  9. 管理的職従事者 

10. 学生 11. 主婦・主夫(職業従事者を除く)12. 無職 13. その他(          ) 

4) 居住形態 1) 単身              2) 夫婦のみ  3) 夫婦と未婚の子のみ 

4) 夫婦と親からなる世帯 5) 三世代世帯 6) ひとり親と未婚の子のみ  

7) その他 (                        ) 

2.～7.を選択された 

方にお聞きします 

あなたご自身が、日常生活において感じていることをお答えくださ

い。(項目ごとに 1 つずつ○をつけて下さい) 

項目 回答欄 

 

 

1) 家族と話す機会が多い 1    2    3    4    5 

2) 家族と一緒によく出かける 1    2    3    4    5 
 

 あなたは、本震災直後において、家族内での自動車の移動に変化が

ありましたか。（あてはまる項目にすべてに○をつけて下さい) 

1. 家族を乗せる機会が増加した  2. 家族を乗せる機会が減少した 

3. 家族の車に乗る機会が増加した  4. 家族の車に乗る機会が減少した  

5. その他（        ）   6. 変化なし 

ご家族の中に小中高校生 

がいらっしゃる方 

お子さんの学年を全てお答えください。 

1) 小学校（学年：【     】年生） 2) 中学生 3) 高校生 

5) 持ち家形態 

1. 持ち家戸建   2. 持ち家マンション・アパート   3. 賃貸戸建 

4. 賃貸マンション・アパート     5. 知人の住まいに避難中 

6. その他(            ) 

6) 居住年数 いわき市で約 (      ) 年 現住所で約 (       ) 年 

7) 郵便番号  

 

問 25 日常的な移動の際に困っていること、日常的交通環境改善のための提案などあ

れば、ご自由にご記入下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートは以上となります。ご協力ありがとうございました 

 

とても 

そう思う 

そう 

思わない 
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日常的な買い物利便性に関する調査 
 

 

地域の皆様の実情に即した買い物利便性確保・向上策を検討するため、いわき市と

筑波大学が協力して、地域ごとの買い物ニーズなどを把握する調査・研究事業を行っ

ております。皆様からお寄せいただきました回答内容は、今後の本市の各種施策展開

等に向けた検討材料とさせていただきます。 

記入いただいた御回答は、統計数値を得る目的のみに使用し、個人を特定する分析

などを行うものではありません。また、主に買い物にお困りの地域などに対して、詳

細を別途聴き取りなどによるフォローアップ調査を実施したいと考えておりますの

で、御協力いただける場合は、調査票末尾の同意欄に情報をご記入いただければ幸い

です。 

 

皆様の御理解、御協力のほど、何卒宜しくお願い申し上げます。 

 
 

記入がお済みの調査票は、同封の返信用封筒に入れ、切手を貼らずに、平成 25 年 10

月 14 日(月)までに投函して下さい。 

  いわき市 商工観光部商工労政課       

   筑波大学大学院 システム情報系 社会工学域 

教授 谷口 守 

院生 森 英高 

調査に関しまして御不明な点は、下記までお問い合わせください。 

問合せ先：森 (電話番号：090-8923-9547) 
 

 

記入についてのお願い・ご注意 

・「日常的買い物」とは、食料品や日用品などの日頃の生活のための買い物のことです。 

・調査票は世帯主の方宛てにお送りしていますが、あなたの世帯で主に「日常的買い物」を行う

方にご記入をお願いします。 

・「震災」とは 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災のことを指します。 

・回答欄に番号がある場合は、該当する番号を〇で囲んで下さい。     (例：1 ) 

・回答欄の中に(  )があるところは、適切な数字や語句をご記入下さい。 (例：約( 10  )分) 
 

 

1. あなたの行っている日常的買い物についてお聞きします 
問 1 あなたが現在、日常的買い物で最もよく利用する店舗の所在地はどこですか。 

(1 つだけ〇をつけて下さい) 

 

回答欄 

所在地：平・小名浜・常磐・勿来・内郷・四倉・遠野・小川・好間・三和・田人・ 

     川前・久之浜大久・その他(                 ) 

※もう少し詳細な地名が分かれば教えて下さい。(             ) 

店舗名：(                        ) 
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問 2 あなたは現在、それぞれの店舗をどの程度の頻度で利用していますか。 (項目ご

とに 1 つずつ〇をつけて下さい)   

項目 回答欄 

全く 

利用しない 

ほとんど 

利用しない 

月に 

1 回程度 

週に 

1 回程度 

週に 

2・3 回程度 

ほぼ 

毎日 

1) 個人商店 1 2 3 4 5 6 

2) マルト、ヨークベニマル 1 2 3 4 5 6 

3) コンビニエンスストア 1 2 3 4 5 6 

4) ドラッグストア 1 2 3 4 5 6 

5) イトーヨーカドー、イオン、エブリア  1 2 3 4 5 6 

 

問 3 現在、それぞれの店舗に行くために最もよく利用する主な交通手段は何ですか。 

(項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい) 

項目 回答欄 

鉄道 バス 自分で 

運転 

他者が 

運転 

タクシー 原付・

自動二輪 

自転車 徒歩 行か

ない 

1) 個人商店 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

2) マルト、ヨークベニマル 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

3) コンビニエンスストア 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

4) ドラッグストア 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

5) イトーヨーカドー、イオン、エブリア  1 2 3 4 5 6 7 8 9 

 

問 4 あなたは、利用の有無に関わらず最寄り(一番近く)に立地する日常的買い物を行

うことのできる店舗はどのような店舗ですか。また、その店舗にどの程度満足し

ていますか。(項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい) 

店舗の種類 

満足度 

項目 回答欄 

わから

ない 

不満 少し 

不満 

どちらとも 

いえない 

まあまあ 

満足 

満足 

1) 価格 0 1 2 3 4 5 

2) 品質・新鮮さ 0 1 2 3 4 5 

3) 品揃え 0 1 2 3 4 5 

4) 自宅からの距離 0 1 2 3 4 5 

5) 駐車場・駐輪場の整備状況  0 1 2 3 4 5 

6) 販売員とのコミュニケーション  0 1 2 3 4 5 

7) 知人とのコミュニケーション  0 1 2 3 4 5 

8) 営業日・営業時間 0 1 2 3 4 5 

9) 買い物そのものの楽しみ 0 1 2 3 4 5 

10) 総合的に考えて 0 1 2 3 4 5 

 

回答欄 

1. 個人商店  2. マルト、ヨークベニマル  3. コンビニエンスストア  4. ドラッグストア 

5. イトーヨーカドー、イオン、エブリア  6. その他(               ) 
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2. 買い物支援サービスについてお聞きします 

買い物支援サービスとして、次の４種類のものについてお伺いします。 

1)「移動販売」(トラック等に商品を載せて自宅付近で商品を販売するサービス) 

2)「ネットショッピング」(パソコンや携帯端末から、楽天市場などのインターネットショッピン

グモール、ネットスーパーや個人商店のネットショップなどで商品を

注文し、配達してもらうサービス) 

3)「お届けサービス」(セブンイレブンの“セブンらくらくお届け便”などのように、店舗に出か

けて購入した商品を、業者が自宅まで運ぶサービス) 

4)「カタログ販売」(生協の“パルシステム”やイオンの“とどくんです。”、テレビ通販などのよ

うに、電話・ファクシミリなどで商品を注文し、配達してもらうサービス)  

 

問 5 あなたはそれぞれの買い物支援サービスについて、どの程度の頻度で利用しま

すか。(項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい) 

項目 回答欄 

利用して 

いない 

年に 

数回程度 

月に 

1 回程度 

週に 

1 回程度 

週に 

2・3 回程度 

ほぼ 

毎日 

1) 移動販売 1 2 3 4 5 6 

2) ネットショッピング 1 2 3 4 5 6 

3) お届けサービス 1 2 3 4 5 6 

4) カタログ販売 1 2 3 4 5 6 

 

問 6 あなたのお住まいの周囲に移動販売が訪れることがありますか。(最もあてはま

る 1 つだけに○をつけてください) 

回答欄 

0. 来ているかわからない  1. 全く来ない   2. 週 1 回程度    3. 週 2・3 回程度   

4. 週 5 回程度         5. 要望すればいつでも来てくれる         

問 6 で「0. 来ているか分からない」「1. 全く来ていない」と回答された方にお聞きします。 

問 7 あなたは移動販売がどこに来てくれた場合、利用してもよいと思いますか。(あ

てはまるものすべてに○をつけてください) 

回答欄 

1. 自宅前 2. 最寄り公園、空き地 3. 最寄り小中学校 4. 最寄り公民館、集会所 5. 最寄り集合住宅 

6. 最寄り駅、停留所の周辺 7. 利用するつもりはない 8. その他(                        ) 

 

問 8 あなたはパソコン・携帯端末を使ってインターネットをどのように利用してい

ますか。(あてはまるものすべてに○をつけて下さい) 

項目 回答欄 

1) 利用頻度 1. 利用しない  2. 月 1 回程度利用する      3. 週 1 回程度利用する 

4. 週 2・3 回程度利用する 5. 週 5 回程度利用する 6.毎日利用する 

7. その他(              ) 

2) 利用目的 1. 電子メール 2. ブラウザ利用(インターネット)  3. ネットショッピング 

4. SNS やブログサービス(Facebook・Twitter など) 5. クラウドサービス 

6. 動画配信サービス       7. その他(            ) 
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問 8 で 「1. 利用しない」と回答された方にお聞きします。 

問 9 あなたはどのような条件が加わればパソコンや携帯端末を使ってインターネッ

トを利用してもよいと考えますか。(あてはまるものすべてに○をつけて下さい) 

  

問 10 あなたはネットショッピングをどのように利用していますか。現在ネットショ

ッピングを利用していない方は、利用できるようになった場合を想定しお答え

ください。(あてはまるものすべてに○をつけてください) 

項目 回答欄 

 

1) 利用頻度 

0. わからない         1. 利用しない       2. 年に数回程度利用する 

3. 月 1 回程度利用する        4. 週 1 回程度利用する 

5. 週 2・3 回程度利用する     6. 週 5 回程度利用する 

7. ほぼ毎日利用する 

 

 
 

2) 利用目的   

    など 

1. 生鮮食料品を購入する       2. 日用品を購入する 

3. 米・水などの重いものを購入する 

4. ネットショッピング限定商品を購入する 

5. 地方の特産品を購入する      6. 実物を見て買い物したいので利用しない  

7. 信頼性の面でインターネットに不安があるので利用しない 

8. 家族などが必要なものを買い揃えてくれるので利用しない 

9. その他(                             ) 

 

問 11 あなたは以下のような条件が加わった場合、それぞれの買い物支援サービスを

どの程度、より利用したいと思いますか。5 段階で評価し、項目ごとに該当す

る数字に○をつけてください。 

項目 回答欄 

移動販売 ネットショッピング  お届けサービス 

 

 

既に 

満足 

 

 

既に 

満足 

 

 

既に 

満足 

例) それぞれ該当する数字に○ 1 2 ③ 4 5 6 1 2 3 ④ 5 6 1 2 3 4 5 ⑥ 

1) 配送料金が安くなる  1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 

2) 即日に配達してくれる  1 2 3 4 5 6  

3)注文の仕方を教えてもらえる   1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 

4)実施店舗の情報がわかりやすい 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 

5)特売チラシと同じ値段で買える 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6  

6)決まった時間に来る・届く  1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 

7) より豊富な品ぞろえ 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 

回答欄 

1. パソコンや携帯端末を購入したら使ってみたい 

2. 料金が安ければ使ってみたい（月    円以内） 

3. 使い方が分からない時に教えてもらえれば使ってみたい 

4. 近所の公民館・集会所などにパソコンが設置されれば使ってみたい 

5. 使ってみたいとは思わない(理由：                              ) 

6. その他(                                                    ) 

より利用 

したい 

利用 

しない 

より利用 

したい 

利用 

しない 

より利用 

したい 

利用 

しない 
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問 12 あなたはカタログ販売にどのような特色があれば、より利用したいと思います

か。(あてはまるものすべてに○をつけて下さい) 

 

3. あなたの日常的な交通行動に関してお聞きします 
問 13 あなたは、お住まいの最寄りの公共交通の運行状況(路線・おおよそのダイヤ)

をご存知ですか。(項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい。) 

項目 回答欄 

全く 

知らない 

あまり 

知らない 

どちらとも 

いえない 

まあまあ 

知っている 

よく 

知っている 

1) 鉄道 1 2 3 4 5 

2) 路線バス 1 2 3 4 5 

 

問14 公共交通の利用についてお聞きします。(項目ごとに1つずつ〇をつけて下さい) 

項目 回答欄 

1) 公共交通の利用頻度  
1. 利用しない   2.  たまに利用する 3. 週 1 回程度 

4. 週 2～3 回程度 5. 週 5 回程度    6. ほぼ毎日 

2) 震災直後の 

   利用頻度の変化 

1. 変化なし   2. 利用が増加した    3. 利用が減少した 

4. 震災後に利用するようになった 5. 震災後に利用しなくなった  

 

問 15 あなたはお住まいの最寄りの公共交通にどの程度満足していますか。(項目ごと

に 1 つずつ〇をつけて下さい) 

項目 回答欄 

わから

ない 

不満 少し 

不満 

どちらとも 

いえない 

まあまあ 

満足 

満足 

1) 運賃 0 1 2 3 4 5 

2）お住まいから駅・停留所への距離  0 1 2 3 4 5 

3) 運行頻度 0 1 2 3 4 5 

4) 定時性 0 1 2 3 4 5 

5) 車両・施設のバリアフリー度 0 1 2 3 4 5 

6) 駅・停留所付近の駐車場・駐輪場 0 1 2 3 4 5 

7) 店舗への行きやすさ 0 1 2 3 4 5 

8) 通勤(通学)面での利便性 0 1 2 3 4 5 

9) 医療施設への行きやすさ 0 1 2 3 4 5 

10) 総合的に考えて 0 1 2 3 4 5 

回答欄 

1. テレビ電話などを使用して実物を確認しながら買い物できる 

2. 配送手数料などの金額によっては使ってみたい（１回     円以内） 

3. 特売チラシと同じ値段で買える     4. 少量単位でも受け付けてくれる 

5. 手作り商品が豊富にある        6. 地元の商品が豊富にある 

7. その他（                  ） 

8. どのような特色があっても利用しない（理由：                     ）  
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問 16 自動車の利用についてお聞きします。 (項目ごとに 1 つずつ〇をつけて下さい) 

項目 回答欄 

1) 自動車の保有 1. 自由に利用できる自動車を持っている 

2. 家族共用の自動車を持っている   3. 持っていない 

2) 自動車の利用頻度 1. 利用しない  2. 週 1 回程度  3. 週 3 回程度 

4. 週 5 回程度  5. ほぼ毎日 

3) 震災直後の 

   利用頻度の変化 

1. 変化なし 2. 利用が増加した 3. 利用が減少した 

4. 自動車を手放した 5. 新たに自動車を購入した 

4) ご自宅周辺の 

    道路整備状況 

1. 不満       2. 少し不満   3. どちらともいえない 

4. まあまあ満足 5. 満足 
 

4. あなたの居住環境に関してお聞きします 

問 17 あなたは 10 年後、以下の項目のようになる可能性があると思いますか。また、

それぞれの項目のような状況になった場合、日常生活が困難になったり、転居

を検討したりしますか。 5 段階で評価し、項目ごとに該当する数字に○をつけ

てください。なお、既にあてはまる項目については、現在の「日常生活での困

難さ」・「転居する可能性」を評価して下さい。 

項目 回答欄 

10 年後の可能性 日常生活の困難さ 転居する可能性 

既に 

なっている 

  

 

 

 

例) それぞれ該当する数字に○ 0 1 ② 3 4 5 1 2 ③ 4 5 ① 2 3 4 5 

1) 周辺で日常的買い物が 

できる店舗がなくなる 
0 

1 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 

1 2 3 4 5 

2) 周辺公共交通がなくなる  0 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 

3) 周辺医療施設がなくなる  0 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 

4) 周辺小中学校が廃校になる 0 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 

5) 地域コミュニティの 

維持が難しくなる 
0 

1 2 3 4 5 
1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 

6) 自動車が運転できなくなる 0 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 

 

5. 今後の日常生活の利便性向上に関してお聞きします 

問 17 の「転居する可能性」という項目で、ひとつでも 4.5.と回答された方にお聞きします。  

問 18 具体的にその転居の候補先はどこですか。(あてはまるもの 1 つだけに○をつけ

てください) 

回答欄 

1. いわき市内の(     )町  2. 町名までは決めていないが、より中心地に近い場所 

3. 町名まで決めていないが、現在住んでいる近隣の場所 4. いわき市外 (     ) 

5. その他(               )       6. わからない 

 

なら 

ない 

困難 

である 

困難 

でない 

可能性 

ある 

可能性 

ない 
なる 
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問 19 なぜその場所を考えましたか。(あてはまるものすべてに○をつけてください) 

回答欄 

1. 歩ける範囲で日常的買い物ができるから  2. 公共交通が便利なため 

3. 道路が整備されており、自家用車を使用しやすくなるから 

4. 勤務先・通学先に近いから             5. 親戚・知り合いが近くに住んでいるから 

6. 以前住んでいたことがあるから         7. 自然環境(公園や緑地)が整っているから 

8. 自分が求めている条件の物件があるから 9. 地震や災害に強いから 

10. その他(                      ) 

 

問 20 移動販売にどのようなサービスが付随した場合、転居せずに今の居住地のまま

でもよいと思いますか。(あてはまるものすべてに○をつけて下さい) 

回答欄 

1. 高齢者の安否確認サービス       2. 定期的な健康状態の確認サービス 

3. ホームヘルパーの巡回サービス   4. 日常生活の中での相談サービス 

5. 郵便物などの依頼サービス     6. 御用聞きで必要なものを配達するサービス 

7. その他(                    ) 

8. 上記のようなサービスがあっても転居を検討したい（理由：               ） 

 

 

6. あなた自身についてお聞きします 

問 21 日常生活においてあなたの感じていることを教えて下さい。(項目ごとに 1 つず

つ○をつけて下さい) 

項目 回答欄 

そう 

思わない 

あまりそう 

思わない 

どちらとも 

いえない 

ややそう 

思う 

とても 

そう思う 

1. 周辺住民を信頼している 1 2 3 4 5 

2. 周辺のイベントには参加したい  1 2 3 4 5 

3. 行政のサポートがしっかりしている 1 2 3 4 5 

4. 現在の居住地に満足している  1 2 3 4 5 

 

問 22 今回の震災によって、避難（落ち着けば震災前の居住地に戻る居住地の移動）

や転居（前の居住地に戻る可能性がない居住地の移動）を経験しましたか。(あ

てはまるものすべてに○をつけてください) 

 

 

回答欄 

1. 避難も転居もしていない       2. 自宅に被害を受け一時的に避難した 

3. 安全面を考慮し一時的に避難した   4. 現在も避難している 

5. 震災によって転居した         6. 震災と関係なく転居した 

7.その他(                 ) 



付録 4 

- 49 - 

問 23 あなたのご自身のことについて教えて下さい。(項目ごとに 1 つ〇をつけて下さい) 

項目 回答欄 

1) 性別 1. 男性   2. 女性 

2) 年齢 1.  ~19 歳   2.  20 歳~29 歳   3.  30 歳~39 歳   4.  40 歳~49 歳  

5.  50 歳~59 歳   6.  60 歳~64 歳   7.  65 歳~69 歳   8.  70 歳~ 

3) 職業 1. 農林水産業   2. 自営業   3. 公務員  4. 会社員  5. 主婦   

6. 学生 7. パート・アルバイト   8. 無職   9. その他(          ) 

4) 居住形態 1. 単身   2. 夫婦のみ  3. 夫婦とその子供  4. 夫婦とその親 

5. 夫婦とその子供と親   6. その他(                 ) 

5) 持ち家形態 

1. 持ち家戸建   2. 持ち家マンション・アパート  3. 賃貸戸建   

4. 賃貸マンション・アパート  5. 社宅・寮・官舎   6. 応急仮設住宅  

7. 雇用促進住  8. 知人の住まいに避難 9. その他(          ) 

6) 居住年数 
いわき市で約 (      ) 年 現住所で約 (       ) 年 

7) この郵便を転送で 

受領されましたか 

1. はい   差し支えなければ現在居住している小字(例：平字梅本...)を 

2. いいえ  ご記入ください。    (              ) 
 

◎買い物利便性の確保・向上に向けていわき市が必要な施策を検討するに当たり、筑

波大学では、皆様の状況やご意見をより詳しくお伺いしたいと考え、聴きとりなどの

フォローアップ調査を実施する予定です。もし引き続き御協力いただける場合は、次

の同意欄に、ただいまアンケートへお答えいただいているあなたの連絡先情報をご記

入いただければ幸いです。なお、フォローアップ調査は、筑波大学が行いますので、

実施時期などにつきましては筑波大学の担当者からご連絡差し上げます。御協力が難

しい場合は、空欄のまま投函をお願い致します。（なお、ご同意いただいた方すべてに

対してフォローアップ調査を行うものではございません。あらかじめご了承下さい。） 

  

市が筑波大学に対して事業委託し実施する日常的な買い物利便性に関する調査のフォ

ローアップ調査に当たり、次の個人情報を連絡先として利用することに同意します。 
 

平成 25 年   月   日 （このアンケートにお答えいただいた日付） 
 

氏  名： 
 

住  所： 
 

電話番号： 
 

メールアドレス： 
 

（電話番号およびメールアドレスは、どちらか一方のご記入でもかまいません。） 
 

※ ご記入いただいた個人情報は、フォローアップ調査実施に際しての連絡先としてのみ利用す

るものとし、これ以外の目的で使用・外部提供等の一切を行いません。フォローアップ調査実施

後は、いわき市が責任を持って適切に破棄させていただきます。 

アンケートは以上となります。ご協力ありがとうございました 
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にアンケート作成・実施時にご協力いただきましたこと，重ねて御礼申し上げます． 

上記アンケート調査に限らず，学内の事務作業等でも数多くの助言をいただきました岡本

律子氏にも，多大なるご迷惑をおかけしましたが，その度にご支援いただけましたこと，心

より感謝申し上げます．また，社会工学専攻事務の皆さまにも，アンケート調査はもちろん

普段の教務関連におかれましても、数多くのサポートをいただきました．誠にありがとうご

ざいます． 

また，研究でのご助言はもちろん，筆者の進路においても数多くの助言をいただきました

東京工業大学 中道久美子特定准教授，岡山大学 氏原岳人准教授にも，心より感謝申し上げ

ます．また，社会人博士として入学し，近未来計画学研究室に配属された皆様方には，研究

に取り組む姿勢はもちろん，社会人として仕事に取り組む姿勢に，強いあこがれを抱いたこ

とを今でも覚えております．特に関恵子氏におかれましては，親身になって研究や就職活動

に関する相談にのっていただきましたこと，心より感謝申し上げます． 



 

 

博士前期課程卒業より 3 年が経過した現在においても定期的な交流がある研究室同期の小

田佳代子氏，富永透見氏，土居千紘氏にはいつも元気を頂いており，感謝の念に堪えません．

また，研究室同期に限らず，大学・大学院を同期として卒業・修了した皆さまにも，深く感

謝いたします． 

なお，本論文を進めるにあたり，東京 PT 調査や国土数値情報，農林業センサスをはじめ

とした統計データを活用しております．また，本論文に関連する研究を進める上では，日本

学術振興会より JSPS 科学研究費（15J02048）の助成を得ております．記して謝意を表しま

す． 

研究生活を送る上で近未来計画学研究室の後輩である皆様のおかげで，最後まで笑顔で研

究室での生活を送ることができました．特に，博士論文執筆において最も精神的に辛い時期

であった博士後期課程 3 年次での研究室での何気ない会話に，何度も救われてきました．研

究室の後輩一人ひとりごとに全く違う思い出があることを本当に恵まれていたと感謝してお

ります．最後になりますが，経済的にも精神的にも最後までサポートしてくださった家族に

もこの場を借りて深く感謝いたします． 

 

 

平成 30 年 2 月 15 日 

森 英高 


